
社会保障審議会介護給付費分科会 (第 67回 )議事次第

日時 :平成 22年 8月 20日 (金 )
午前 9時から12時まで

於 :全社協・灘尾ホール

議 題

1.一 部 ュ ニ ッ ト型 施 設 に 係 る 地 方 公 共 団 体 及 び 関
係 有 識 者 か らの ヒア リン グ

2.そ の 他



● 瘍 ●
所得の低い高齢者も低廉な居住費負担で

利用できる特別養護老人ホーム整備の

必要性 ヽ

東京都福祉保健局高齢社会対策部長

狩野 信夫



● 辣 ●
未届有料老人ホーム
「たまゆら」の火災事故

「都内の施設不足」、「福祉事務所の対応が不十分」、
「貧困ビジネスの存在」、「所在地の県の指導が不十分」などと報じられる。

02009年 3月
群馬県渋川市の「静養ホームたまゆら」で

火災事故が発生

○入所者23名 中、死亡10名、入院1名で

あった。その内、都内利用者は18名で、死

亡7名 、入院1名であつた。
*生活保護受給者は16名で、その内6名
が死亡



● 玲 ●

「たまゆら」により、都内の生活保護受給者が他県の法外施設で生活をしている実態が明らかに…
・

「たまゆら」火災事故の背景

都内の生活保護受給者の施設利用状況 (2009年 1月 )

出典 :「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査結果 (利用者属性 )

(調査基準日2009年 1月 1日 )

2009年 1月 1日現在、法盤塁墨ゴ 予っていない

外の施設を利用している方は477人に及んでいる。

また、施設を利用開始した時期を年度ごとに比較すると、19年度以降に利用を開始したものが多

い 。

施設を利用開始した時期

区分 入所者数計 法内施設 法外施設

入所者数計 1,080 299 781

都   内 315 304

都   外 765 288 477



● 暴 ● たまゆら火災事故の背景

「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査」 9oo9年 2月実施、6月公表)

により、都では利用者の属性や自治体にヒアリング調査を実施

1利用者の属性
親族の援助が得られない単身高齢者で、認知症、精神疾患等と思われる人が多く、

このことにより生活管理 (家事、金銭管理、服薬管理等)ができず、居宅生活が継続

困難となつた事例が多い。

2法外施設の利用が多い自治体
・居宅生活が困難、病院からの退院先の確保が困難な場合などに利用
・介護保険施設等が不足。法内の有料老人ホームは高額のため利用できない

・密に連携しているところもあつたが、総じて生活保護所管課と高齢福祉所管課との

連携は薄い



● 鰊 ● 都の緊急の取組

①未届け有料老人ホームの緊急点検

②生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査

③福祉事務所の体制・機能強化に向けた指導の徹底

④低所得の要介護高齢者等の「すまい」確保
・「少子高齢時代にふさわしい新たな『すまい』実現P丁」

(座長:猪瀬副知事)での検討

⑤ケア付き高齢者住宅等に関わる法規定の整備

【国要望】(2009年5月 18日 )

⑥未届有料老人ホームヘの緊急対策



● 警 ● 都市型軽費老人ホーム

o 現行制度では、こうした高齢者を対象とする福祉施設として、
「養護老人ホーム」や「ケアハウス」等がある。

しかし、養護老人ホームは共有設備の設置基準が10項 目以上

と多く、建設面積が必要となり、整備コスト等が割高に。

ケアハウスは、居室面積基準が21.6面であることなどから土地

取得コストや整備コストが家賃等に反映され、負担が高額に。



● 蝙 ●

設定条件

◆入所定員

20人以下(5人以上)

◆居室面積

7.43ぷ以上。原則として個室

緊急連絡のブザー等を設置

◆職員配置

管理上の支障がない場合は、施設長、生活相談

員が兼務可能等、最低限の人数で運営可能に

◆設備基準

集会室等を必置としない特例的な基準

課 題

都市型軽費老人ホーム

①主に都市部の低所得者の要介護・要見守りの高齢者が対象

②地価の高い東京の事情を踏まえた新たな施設基準

③低額な自己負担で見守りなどのサービスを提供し、介護職員も配置

概ね要介護3以上の重度要介護者の受け入れは困難



● 瞑 ●
東京都における全世帯日高齢者のみ世帯の

所得額の割合

*高 齢者のみ世帯に着目すると年収200万円以下の世帯が約4割で、所得の低い世帯の割合が高い

<全世帯と高齢者のみ世帯の所得額割合>

¨
２５

資料 :厚生労働省 「国民生活基礎調査」 (2007(平成19)年 )
(同調査における2006(平成18)年 1年間の所得 )

900-1.000 1.000以 上



● 蝙 ●
東京都における年齢階層別被保護人員の状況

(平成21年度)

単位 :人 )

年 齢 0～ 40歳 41～ 49歳 50～ 59歳 60～ 64歳 65～ 69歳 70～ 74歳 75～ 79歳 80歳～ 合計

人 数 48,961 19,075 30,14C 24,112 28,552 27,334 20,260
ハ
υ 219,195

割 合 223% 87% 138% 11.00/D

130% 125% 920/ 95%

442%

・65歳以上被保護人員の推移

職

・保護率の推移と他市との比較 (単位 :%o)

平成12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

東京都
11.3

(10,9)

131

(125)

141

(135)

149

(143)

152

(152)

156
(152)

15.8

(153)

161

(169)

横浜市 102 12,2 130 138 140 142

資料 :福祉行政報告夕1(年度平均)。 なお、()内は一斉調査による保護率を示す。



● 警 ●
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● 瘍 ●
東京都におけるユニット型個室の整備状況
(平成15年度～21年度までの新規開設分 )

※平成17年度以降の特別養護老人ホームは全てユニット型で整備

※一部ユニット型施設を含む。(定員数はユニット型個室数に限定して計上。)
※増築・改築に伴うユニット型施設は含んでいない。

開設年度

特男1養護老人ホーム 介護老人保健施設
備考

(ユニット化に伴う都の方針等)施設数
うちユ

ニット型 定員数
うちユ
ニ ブト型

施設数
つらユ

ニット型
定員数

つらユ

ニ ッヽト型

平成15年度 1 6 1

(国 )ユニットケアを行う「小規模生活単位型」での整備を基本とする。
ユニット型の介護報酬を設定、入居者の「居住費」に関する基準改正
○国庫補助金による整備

平成16年度 2 1,552 ○国庫補助金による整備

平成17年度 1,300 1,063 11 3 1,370

(国 )平成17年 10月・介護保険3施設の居住費・食費を保険給付外に
・老健・療養型にもユニット型の基準・報酬を設定
○交付金化(1ヽ規模生活単位型を基本としつつ、地域の事情も踏まえるも
のとする)

平成18年度 7 6 469 7 |

(国 )H18年 3月 31日 、平成26年度までにユニット化率70%の 目標とす
る指針を示す。ユニット型の報酬見直し
○交付金廃止・都単独補助開始(ユニット型を基本としつつ、地域の事情も
踏まえるものとする)

平成19年度 9
○ユニット型による整備計画を基本とする。(特養)
○ユニット型による整備計画を優先する。(老健)

平成20年度 5 5 459 459 1

○ユニット型による整備計画を基本とする。(特養)
○ユニット型による整備計画を優先する。(老健)

平成2¬ 年度 9 1 1 ○増改築、改修型創設について、従来型を補助対象とする。(特養)



● 華 ● ユニット化率 (平成21年竣工分まで)

特養 老健
〔参考〕

平成26年度までの国の目標値
整備数 36,129人 17,017人

ユニット定員数 5,352人 645人
特養の個室割合3施設の個室割合

うち一部ユニット型 285人 266人

ユニット化率 14118% a180/o 70%以上 50%以上
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東京都の特別養護老人ホーム整備費補助制度
● 瘍 ●

の概要と推移

区 分 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

制度の変遷
鑓制度い課輻度
国補助金十都加算一一一一

国補助金廃止
⇒交付金化

交付金廃止
⇒税源移譲

‐

補

助

基

準

単

価

建

物

整

備

都

基

準

従来型

295,700 282,800 269,300

7.200.000 7,100,000 6,900,000

3,898,000

ユニット型 5,100,000 5,000,000 4,900,000 3,898,000 6,450,000

国

基

準

従来型
245,900 245,900 245,900

6,500,000 6,500,000 6,000,000

― 匡
在
4300千 円 X1 5

-t - '.,LntJ+-/t 
-

4.600,000 4,500,000 4,200,000

算定単位 ボ当たり(1人当たり基準面積3413ポ ) 定員1人当たり

設

備

整

備

都 基 準
248,000 248,000 248,000 186.000 186.000 141,000

136,000

国 基 準

算定単位 定員1人当たり

高層化加算
都基準

補助基準面積の80/0加算(3階層以上) 補助基準単価の10%加算(3階層以上)

知事が

定めた額

10%加算
(3階層以上)

10%加算
(3階層以上)

国基準

補 助 率 定 額

な (★ )促進係数:整備率が低い区市町村における整備促進
のため導入(整備率が1%未満の場合、促進係数は15)



● 饂 ●

被 保 険 者 の 所 得 段 階 別 割 合 (平 成 21
(単

年 6月 末 現 在 )

位 :%)
第 1段 階 第 2段 階 第 3段 階 第 4段 階 以 上
3 79 1616 10 87 69 19

特 男 :J― 護 老 Aホ ーー ′ヽ入 所 者 数  (所 得 段 FL錫 :J、 ― 介 護 ′舅ヒ男 :J)
コ _ニユ ツ ト 型

都内特養の入所人委 (所得段階別日要介護度

H22年 8J■ ■ 日 時 点 の
入 所 者 数

千 :J用 者 負 担 段 階

区 分 第 1■  段  階 第  2 段  階 第 3段 階 言十 害 lJ孝奎■

要 介 護 度 ¬ 0 35 16 20 7■ 1 _フ %

喜暑 ザト 言隻 燿電 2 3 155 54 89 3()■ 7_4%
要 介 護 度 3 6 4フ 9 167 252 904 22_3%
喜 碁 ザト 言隻 燿 竃 4 1■ フ 93 248 459 1_5■ ■ 37_2%

3■ _30/0喜碁 ザト 言景昌鬼護 5 ■ 3 7■ 3 184 362 ■ .272

言十

電星:J■奎=

33 2_175 669 1_■ 82 4.059 ■00_0%
0_3% 53_6% 16_5% 29_1% 100_0%

従 来 型 特 養

H22年 8月 ■ [ヨ 時 点 の
入 所 者 数

利 用 者 負 IB段 階 (単 位 :人 )

区 分 第   ■  段  階 第  2 段 階 第 3段 階 弟 4段 階 以 上 言十 ヨ壼lJ合

喜署プト言曇奎[=E■ 1‐ 71 333 125 108 737 2_8%

喜署プト言皇量層篭2 348 1,029 37フ 311 2,065 7_9%

要
=づ
針 言隻 度 3 962 2,690 910 894 5,456 20_8%

要 介 言隻 度 4 111132 4.690 1,470 1.625 8,96フ 34_1%

要 介 護 度 5 961 4,976 1,434 1,686 9,057 34_5%

言十 3:624 13,718 4.316 4,624 26.282 100.0%
~―lJ合 1318% 52_2% 16.4% 17_6% 100_0%
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平成21年竣工分特別養護老人

ホーム利用料負担段階別入所者数
● 鸞 0

施設名 所在自治体
利用料負担段階

計(人数)
第1段階 第2段階 第3段階 第4段階

A M区 0 19 6 43 ０
０
公
Ｕ

B M区 0 25
ｎ
υ 61 95

C S区 0 14 5 9 28

D T区 0 60 14 45 119

E K区 0 49 26
「
′ 92

F S区 0 32 6 55 つ
０
０
υ

G I区 1 19 12 43

H N区 0 22 ｎ
υ 22 ０

０
仄
Ｊ

I M市 0 29 12 ｎ
コ
Ｅ
Ｕ 100

J M市 0 64 ｎ
ｕ

（
６Ｚ^ 106

計 (人数) 1 333 117 346 797

割合(%) 0.1 41.8 14.7 43.4 100.0
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● 隆 ● 生活保護受給者への対応

※ 生活保護受給者がユニット型個室を利用するのは、極めて

限定されている。

平成15年3月 31日付厚生労働省社会・援護局保護課長通知により、生活保護受給
者のユニット型個室利用について1ま、居住費の利用
庶 l´なくル半1入 所可 台レな場 合 に E鳳中 |ハτ訳 め ハカ.ス

「
しなくと 4とFつ

いて:(呆護費で対

保護費で対応しなくとも入所可能な場合の想定として、

(ア )介護報酬による低所得者負担軽減分で居住費全額を賄うことが可能
な場合

(イ )自治体の単独事業等により居住費の利用者負担分が免除される場合

(ウ )施設側が利用者の収入の状況等にかんがみ、利用者から居住費の

イ数収を行なわない場合

等と列挙されているが、実際にこのような状況を実現するのは困難である。



● 聰 0
ユニット型個室の

平均居住費・食費 (東京23区 )
※平成15年 3月 31日付厚生労働省社会・援護局保護課長通知中、保護費で対応しなく

とも入所可能な場合の想定 (ア )における、「介護報酬による低所得者負担軽減分で

賄う居住費」は74,245円 /月 となる

(単位 :円 )

平均額  (A)※ 基準費用額  (B)
差額 (超過負担額 )

(A)― (B)

薦 日額 月額 日額 月額

居住費 2,395 74,245 1,970 61,070 425 13,175

食  費 1,649 51,119 1,380 42,780 269 8,339

計 4,044 125,364 3,350 103,850 694 21,514

※東京23区内にあるユニット型特養について、東京都介護サービス情報公表システムより抽出。



生活保護受給者がユニット型特養を利用するのに

● 讐 ● 必要な費用の積算

○都内の特別養護老人ホーム定員 (平成 22年 8月 1日現在 )
36,160人    ≒     36,000人

X

うち、入所者における生活保護対象者割合            およそ 10%

○都内特別養護老人ホームの平均居住費

(平成15年 3月 31日 付厚生労働省社会・援護局保護課長通知中、

保護費で対応 しなくとも入所可能な場合の想定 (ア )における、             X
介護報酬による低所得者負担軽減の額 )

74,245円 /月  =890,940円 /年 ≒  891,000円 /年

―

およそ  32億 1千万円
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特別養護老人ホーム利用料負担段階別の年間利用料

※ 1 施設サービス費の 1割 もしくは高額介護サービス費の低いほうを使用
※2介 護福祉施設サービス費・ユニット型介護福祉施設サービス費の基本音F分 のみ算定 (加 算は含まない)
※3こ のほかに、各種加算のコ割負担、特別なサービスの費用が利用者負担として加わる。
※4平 成22年 ¬月分 介護保険事業状況報告

(金 額単位 :円 )

介護老人福祉施

¬級地 、高齢者 2人
位 の単価 (特 別 区 10

設・利用者負担
31日 計

年間の利用料
入所者の割合
※4大 姉 T帝 の 場 百 、 可早

8)の 地域 、要介護度 4の 居住費 食 費 日常生活費
介護保険の 1

害1負担※¬
計 (A) (A)× 12月

市

町
村

民

税

世
帯
非

課

税
者

第 1段 階
(例 )生 活 保護
受給 者 等

従 来型個室 9920 9,300 10,000 15.000 44220 530,640

110シ多床室 0 9,300 10,000 i5,000 34,300 411,600

ユニット型個室 25,420 9,300 10,000 15,000 59,720 716,640

第 2段 階
(例 )年 金 等 80
万円 以下

従来型個室 13.020 12,090 10.000 15.000 50,110 601,320

486ツ多床室 9,920 12,090 10.000 15,000 47,010 564,120

ユニット型個室 25.420 12,090 10000 15000 62,510 750,120

第 3段 階
(例 )年 金 80万
円超 211万 円
以下 の者

従来型個室 25,420 20.150 10,000 24,600 80,170 962,040

148%多床室 9,920 20,150 10,000 24,600 64,670 776,040

ユニット型個室 50,840 20150 10,000 24,600 105590 1,267,080

第 4段 階
(例 )年 金 211
万 円超 の者

従来型個室 35,650 42,780 10,000 26520 114,950 1,379,400

255%多床室 9,920 42780 10,000 26,753 89,453 1,073.436

ユニット型個室 61,070 10000 27,311 141 1,693,932



第2段階、第3段階の方がユニット型特養を利用する

● 躇 ● のに必要な費用の積算

○都内の特別養護老人ホーム定員 (平成 22年 8月 1日現在 )
36,160人     ≒

うち、入所者における第 2段階の方の割合

○都内特別養護老人ホームの平均居住費から利用者負担を控除

74,245円 /月 -25,420円 /月 =48,825円 /月 ≒585,900円 /年

○都内の特別養護老人ホーム定員 (平成 22年 8月 1日 現在 )
36,160人     ≒

うち、入所者における第 3段階の方の割合
○都内特別養護老人ホームの平均居住費から利用者負担を控除

74,245円 /月 -50,840円 /月 =23,405円 /月 ≒280,860円 /年 ≒

(う ち、低所得者負担軽減として新たに増加する分  (74,245-61,070)× 12月 ×18,000人 =およそ28億 5千万円 )

―およそ  15億 2千万円
(う ち、低所得者負担軽減として新たに増加する分  (74,245-61,070)X12月 × 5,400人 =およそ8億 5千万円)

36, 000人
X

およそ 50%
X

≒    586,000円 /年

―およそ 105億 5千万円

36, 000人
X

およそ 15%
X

281,000円 /年



● 蝙 ③
特別養護老人ホーム入所申込者の意向
(横浜市入所申込者調査 平成19年 11月 )

わからない ―
¬

家の近 くに
03

現在利用 し
を希望す る

【間39で 「¬」と答えた方におうかがいします】

<問 391>従 来型 (4人 部屋 中心の特養 )に入所 したい

理 由は何 ですか

1 (個室型だと)費用の支払いが難 しい 50 8

2 音「屋 にほかの人が いた ほ うが よい 33 7

3 個室を希望しない 67

4
現在利用 しているサー ビス (ディサー
ビス・シ ョー トステ ィ)を利用 してい
るところを希望す る

家の近 くに全室個室の特養がない 03

その他 14

全室個室の特養がない

その他  14
―
¬ているところ

どち らでも早 く入
所で きる方に入所
した い

全室個室の新 しい特養に
入所 したい

√
従来型 (4人部屋 )
特養に入所 したい

|
(個室 型 だ と )

費 用の 支払 いが
難 しい

イ固雪塁を希望 しな _

部屋にほかの人が
いたほうがよい

<間 39>現在 、市 内 は 4人部屋が 多いですが、平成

17年 4月 か ら全室個室の特養が開所 しています。

4人部屋中心の特養 よ り部屋代 (居住費)が

かか りますが、 このような全室個室の特養 を

たいと思いますか (oはひとつ)

1
従 来型 (4人部屋 )の特養 に入
所 した い 47 5

2
全室個室の新 しい特養に入所
したい 22 7

3
どち らでも早 く入所できる方
に入所 したい 211

4 わか らない

|

ヒ_



都 市 部 における施設 整備 費 用等 と居住 費へ の影

～都や区市の補助金等により利用者負担軽減を図つているが、

を大幅に上回つている。(23区 菫三鷹市・武蔵野市)

型
日
軌 でも居住費は基準費用額● 診 ●

●土地を貝入した場合 (定員 109名で試算 )
※ 整 備 デ ーター・東 京 都 2004～ 2009年 度 特 別 養 護 老 人 ホ ーム (23区・三 鷹 市・武 蔵 野 市 の )補助 対 象 施 設 計 35箇所 実 績

◎一人あたり月額居住費の算定 (単イ立:円 )

敷 地 面 積 366166 百 (※整 備 デー タ平 均 1直)  最 ′]ヽイ直 : 455 62〆    最 大 1直 :8325 30市

用 地 市 あ た り単 価 296 654 F!/ rrt 購入を行った22施設の購入費の平均値)最 小値 : 119o二 円 最大値 :605,143甲

延 床 面 積 526054 m ※ 整 備 デー タ平 均 値 )最 小 値 : 136000話  最 大 lt_8871 97ボ

が あ た り建 築 単 価 246934 円 /パ ※整備デーータ平均イ直) 最′1ヽイ直: 191,283円  最大値 1306.フ 28円

C 用 地 昔 (取得 費 ) 909333615 円 購 入 を行 った 22施 設 の 購 入 費 の 平 均 値 )最 小 値 :2博p千万 円  最 大 値 21億 ¬千 万 円

Ｃ
一Ｃ

建 築 費 用

言覧言十宅彗理里本斗

1 271387918 円

63569396 円

整 備 デー タ平 均 1直 )

建 築 費 用 の 5%)

④ 備 品 費 114424913 円 (建築 費 用 の 9%)

6 建 物 費 用 総 合 1449382.227 円

G 建 物 借 入 金 661902054 円 整 備 デー タ平 均 値 )償 還 期 間 20年

(7~ 建 物 借 入 金 利 息 分 1894047フ 5 円 (整備 デー タ平 均 値 )償 還 期 間 20年

3 建 物 借 入 金 利 子 補 給 分 66357527 円 整 備 デー タ平 均 値 )償 還 期 間 20年

0 者「ネ甫助金 441869147 円 施設整備費補助金の72%)整備データの都と区市補助金の平均署1貪

10 区 市 補 助 金 171838002 円 施 設 整 備 費 補 助 金 の 280/o)整備 デー タの 都 と区 市 補 助 全 の 平 均 割 合

用地費

13.904

用地費(取得費)①■50年 ■12月 ■109人 (定員)

(建物費用総合0+建物借入金利息分⑦)■ 20年■12月 ■109人 (定員)

:][〔l]::菫:〔1:革[予IIIIIIIIIIヨ

三三́′三
='正
1奎三三

“

三二房1葦

`蔓

蓄憂:ヨ肇藝lI至彊HIIIIIIIIIIIIIIIIヨ

3 建物コスト
62,64[

鷹ヨ  ・―部t働全｀一 i。ぉ6‐
6,569

Ⅲ 建物借入金利子補給分
2.537

修 繕 費

13.295

D光 熱水費
14.624

居
住
賓

E 78,471 都補助金・区市補 助金 ‐利子補給 あり  (A+B+C+D― I一 Ⅱ―Ⅲ )

l 104,468 補助金等の助成なし          (A+B+C+D)
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● 蝙 ●
都心では施設整備費用等はさらに増大
～都と区で一人当たり1千万円以上の補助をすることにより、利用者負

担の低減を図つている。

●借地 の場合 (都有地公募事業・新宿区矢来町の例 )定員 90名

◎一人あたり月額居住費の算定 (単 位 :円 )

敗地 面 積 154t.68 ri
C 年 額 賃 料 56665,980 円 月 額 4722165円

2 年 額 賃 料 (50%減 額 後 ) 28,332.990 H 月額  2361.083 Fη

C 建築費用 1220880200 円

C 設計・監理費 24,770718 円

6 備 品 費 76069520 円 見 込 み

C 建 物 費 用 総 合 1321720438 円

C 建物借入金 0円

C 建物借入金和1息分 0円

C 建物借入金利子補給分 o円

⑩ 都 補 助 金 580500000 円

⊂ 区 補 助 金 410000000 円

ヽ 月額賃料 (年額賃料 +12月 ÷90人 (定員 )
52469

へ'(50%地 代減額 後 )       26,234
3建 物コスト 建物費用総合⑥+建物借入金利息分③ )■ 20年■12月 ■90人 (定員)

隠
I 都 補 助 金

26,875
Ⅱ=区市補助金①■20年 ■12月 ■90人 (定員 )

Ⅲ=建物借入金利子補給分0■ 20年 ■12月 ■90人 (定員 )

成 19年度 か ら21年度 開設施 設 の居 住 費徴 収 額 の うち修 繕 費 としての 平 均 値

平 成 22年 度 以 降 開設 予 定施設 の居 住 費徴 収 予 定 額 のうち光 熱 水 費 としての 平均 値

=|く
もの

18_981
Ш 建物借入金利子補給分

0

修繕費

13,295

)光 熱水 費
14624

居
住
費

E(減 額 後 ) 69,488 都 補 助 金・区補 助 金       (A'+B+C+D― I一 Ⅱ )

G 141.579 補 助金等 の助 成なし(地代 減 額 もなし) (A+B+C+D)
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● 拳 ● 敷
〓
郭藪施

●借地の場合 (国分寺市・ユニット型小規模特別養護老人ホーム )定員 29名

蒲費用
～主として国交付金で した場合は

への影響
居住費がさらに高くなる。

施 設 全 体 認 知 症 高 齢 者 GH・ 小 規 模 多機 能・高 専 賃 と合 築

敷 地 面 積 306721 M

総 延 床 面 積 257743 rド うち 特 養 専 用 部 分 98194縣 (全体 の 5388%)
①借地料 (年額 ) 22907521 円 うち 特 養 部 分  12,342,572円 ) 償 還 期 間 20年
Э総建築費 1,040.581,000 円 うち  特 養 吉F/7JN 560,665,043円 )
③借入利息 134フ 66750 円 うち 特養部チ)  ,2,612,325円 )
4~利子 補 給 42080454 円 うち 牛寺室暑吉5分   22672949円 )

へ 月毬義」責*斗 A=借 地 料 (年額 )① ×53880/o■ 12月 ■ 29名 (定員 )
35467

3 建物コスト (総建築費②・ 建物借入金利息分③)X5388%■ 20年 ■12月 ■29人 (定 員)

90988

Ⅱ

一　

一
Ш

5,747

1,437

5,388

3258
C 修 繕 費

13,29[

D光 熱水 費

900C

[ E 132,920 国 交付金・都補 助金・区補助 金・利 子補給  あり (A+B+C+D― I一 Ⅱ―Ⅲ―Ⅳ )

曰     F 143,003 国 交 付 金 の み   (A+B+C+D― I)
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居室面積緩和による影響 (東京都 )● 瘍 ●

○ユニット型施設の建設コスト(東京都)
データ.・東京都2θθイ～2θθθ年度 持男J養護老人オァス″θg″三鷹市″武蔵野のり:甫助対象施設計35箇所実績よグ
・―床あたりの平均延床面積    48.57ぶ・床
・1ぶあたりの建設費用     246,934円 /ぶ       →坪単価  814,882円 /坪
・一床あたりの建設単価    12,600,166円 /床
・平均入所定員          109人

O面積基準緩和によるコスト減
・居室面積の減少分:   (13.2-10.65)ぶ ×246,934円 X109人 = 68,635,305円
こ廊下の長さの肖1減効果を考えない場合H・間口を狭めず、奥行を狭めて居室面積を緩和する→削減効果0(ゼロ)
]設計料:         建設費用×5%=68,635,305× 5%=  3,431,765円

○建設コスト(居室面積部分+設計料)+借入利息分
=建設コスト:68,635,305円 +3,431:765円 =       72,067,071円
借入れ利息(建設時に借り入れた利息は、居住費に組み込む)→借入比率1建設コスト全体の37.03%、 20年償還、利息20%
〕借入れ利息分:      72,067,071円 X37.03%X利 息20%= _ 5,337,287円

⇒総額で1施設あたり 77,404,358円 の減
○利用料減少(一人当たり減少額/月 )
177,404,358円÷20年■12ヶ月÷109人  一人あたり2,959円 /月 (約 3.98%)の減少

東京都23区内のユニット型特養の居住費平均月額は、  74,245円
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● 静 ●

○地価について

○建設費について

警ヨ“
,毎 寵    聖 苫

`

国 表 2-7
"碁
言

`を

ヽ 1:■残 月 [11こ二′メ′●■ 1● モ,ち ′こ ゅ 藁
=議
ヒよれ イt昴

*「高齢者施設における建物整備と法人経営」(社団法人 日本医療福祉建築協会。2009年 3月 より)

○施設整備費補助額について

(注 1)施設を整備する区市町村における特別養護老人ホームの定員数を65歳以上高齢者人口で除して算出した整備率に応じた促進係数制度を設けている。
(注 2)横浜市の補助制度は特別養護老人ホーム 建設の手引き(平成22年 5月 17日発行)に基づき、定員30人以上の特養を建設する場合について記載

居住費の負担限度額及び基準費用額については、大都市部と地方の

用地取得費、建設費及び施設整備補助額の差を反映して、地域ごとに
設定すべきである

澪
選

拿

口
　

一

９４０

３一幸　″
ザ
一

‐ 1:023

163_600
(E‐ Il― 十

交 通

東京都 (注 1) 横浜市 (注 2)

施設整備費補助
(定員一人当たり)

促進係数1.0の場合 促進係数1.5の場合
371.2万 円

430万 円 645万 円

つ
乙



● 瘍 ● 東京都の特養整備方針

o平成20年度まではユニット型での整備を基本としてきた。

oユニット型を基本としつつ
平成21年度から増築・改築に限り、従来型整備を認める

平成22年度から創設の場合、3割を上限に従来型多床室
を認める
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● 蝙 ● 多床室におけるフ
゜
ライハ
゛
シー確保

○一部は、ユニット型個室を整備する
・従来型多床室は、総定員のおおむね3割以内とする

○居室についての条件
A将来個室に転換可能な設計
・パーテーションや水周りに工夫    ・個室とした場合の一人あたり基準面積の確保
B個室的な従来型多床室とする
・障子等を用いた可動壁などで、ベットの間を区切る等
C少人数単位でのケアが可能な設計
日入所定員4人あたりlヶ所のトイレ設置  暉15人前後を単位に食堂 (居間)を設ける
日浴室は、各階に設ける        ・排泄、入浴介助等、個別ケアが可能な設計

/l )v f =



● 隋 ● 一部ユニット型特別養護老人ホームの取扱いについて(経緯)

平成14年度   厚生労働省より、特別養護老人ホーム等の新設にあたつてはユニツト型を基本とする方針
が出る。

平成18年 3月   東京都より厚生労働省に対し、一部ユニット型老人保健施設の整備について照会

平成18年 3月 31日  厚生労働省より、第3期介護保険事業計画 (平成18～ 20年度)の策定にあたり、
平成26年度の特別養護老人ホームのユニット型施設割合を70%以上とすることを
目標とする旨の指針が出る

平成21年 5月 28日  全国介護保険担当課長会議資料で「特別養護老人ホームについてはユニット型を
基本とするが、地域における特別な事情も踏まえるものとする」と示される。

平成22年 3月 24日  厚生労働省より「平成15年 4月 1日 以降新設される特別養護老人ホームの中に
ュニットとそれ以外が併存する場合には、当該施設は一部ユニット型施設に該当

しない」とする事務連絡が発出される。

平成22年 4月 16日  厚生労働大臣方針
・ユニット型施設の1人あたり居室面積の引き下げ(13.2→ 10.65r)
・個室ユニット化方針堅持
が示される。
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国に対する要望● 攀 ●

平成 22年 5月 20日 九都県市首脳会議緊急要望
「特別養護老人ホーム等の整備に関する緊急要望」

○ (特別養護老人ホームにおける)多床室とユニット型個室との合築を認めるなど地方の実情に

応じた柔軟な施設整備が行えるよう強く要望する

平成 22年 6月  関東地方知事会
「一部ユニッ ト型特別養護老人ホーム等の取扱いについて」

○特別養護老人ホームの従来型整備や一部ユニット型整備は、待機者解消や低所得者の負担軽減、

さらには高齢者の多様なニーズヘの対応のため有効かつ必要な施策であり、今後も地方の判断

による柔軟な対応ができるようにすること

○従来型とユニット型を併設した特別養護老人ホーム (開所済み含む)における介護報酬につい

ては、一部ユニット型施設としてユニット型部分については、ユニットケアを評価した報酬額

を適用すること

平成 22年 7月 29日 全国知事会
「一部ユニッ ト型特別養護老人ホーム等の取扱いについて」

○特別養護老人ホームの従来型整備やユニット型を併設した施設整備については、地方の判断に

よる柔軟な対応ができるようにすること。

そのため、従来型とユニット型を併設した特別養護老人ホームにおける介護報酬については、

一部ユニット型施設としてユニット型部分にユニットケアを評価した報酬額を適用すること。
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● 瘍 ● 都内の一部ユニット型老人保健施設について

平成17年 10月 2日 以降に開設許可した一部ユニット型老健

ユニット単位でのケアは、十分な人員配置により行われている。

(入所者 1.5名 に対し、職員 1名 を確保。 (平均))

※C施設については、未だユニット部分をオープンしていない。
※第66回社会保障審議会介護給費分科会 (平成22年 7月 29日 )資料より抜粋。

許可年度

従来型 (多床室 ) 従来型 (個室 ) 個室ユニット型

従来型とユニット型の職員の配置
状況一員

員
職
職
護
護
介
看定員 定 員

介護職員
看護職員 定員 ユニット数 17:髪『

l職
員配置
1輔夕

A施設 H19 80
27.6

73 20 2
139
(2)

1:1.4 ○
別|々 に固定して配置(一定期間ごと
にローテションを実施)

B施設 H19 64
336
7

多床室
と兼務

20
12

(2)
1:1.7 ○ 別々に固定して配置

C施設※ H22 74
262
11
36
多床室
と兼務

40 4 別々に固定して配置 (予定 )

平均 1115



結論(その1)
● 警 ●

一部ユニット型施設の取扱いについて

(1)国と地方の役割

介護保険に関する地方の事務は自治事務と位置づけられている。法定受託事

務と比較して、自治事務の場合、国の関与は技術的な助言・勧告、報告徴収など

必要最低限のものに限定されている。

介護保険における国の主たる役割は、事業運営が健全かつ円滑に行われる

よう、制度全体の枠組みの設定、サ
ニビス基盤の整備の推進、財政の負担等を

担うことである。施設の指定基準等については、地方の実情に応じて、自治体の

裁量と責任において定められるより二立至豊である。

現在、地域主権改革推進―括法案が国会で審議されているが、居室面積等が

「従うべき基準」とされるなど、全国―律の基準が残つている。国は「人権に直結

する運営基準」以外は地方の判断で定めるようにすべきであり、居室定員につい

ても「参酌すべき基準」として取り扱うことが適当である。
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(2)一部ユニット型施設の取扱いについて
平成15年 4月 2日 (老人保健施設にあっては平成17年 10月 2日 )以降に新設
されたユニット型と従来型を合築した特別養護老人ホームが、一部ユニット型施設
に該当しないことについては、基準省令上の規定がなく、解釈通知が示されている
に過ぎない。このことが、一部ユニット型施設をめぐる混乱の原因である。

一部ユニット型施設の規定について、平成15年4月 1日 (老人保健施設につい
ては平成17年 10月 1日 )以前の施設にのみ適用される経過的な措置であるので
あれば、ユニット型と !の合築施設については、ユニット

別々の し、それに見合う介護報酬を設定すべきである。

別々の施設として指定するにあたっては、入所者の直接のケアに従事する職員
以外の施設長t生活相談員、サービス計画担当者などについて、2施設での兼務
を可能とするとともに、施設についても医務室等について2施設での共用が可能に
なるような措置を講じられたい。

これらのことについては老人保健施設、介護療養型医療施設も同様の扱いとさ
れたい。

(3)介護報酬の取扱いについて

平成15年 4月 2日 (老人保健施設にあっては平成17年 10月 2日 )以降に新設さ
れた合築特養で、国の解釈通知と異なり、一部ユニット型施設として指定した施設
のユニット型部分においても、ユニット型指定介護老人福祉施設基準に基づく、施
設の整備・運営が行われているだけでなく、人員については、他のユニット型施設
同様に、介護報酬に見合つた手厚い配置がなされている。

従つて当該施設において、国の解釈通知に照らして一部ユニット型施設には該当
しないとの

ttい
な判断により、ユニット の返還が生じないよう
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● 警 ● 結論 (その2)
ユニット型特養の整備促進について

今後とも、ユニット型特養の整備を促進するために、以下の事項を実現されたい。

(1)低所得者もユニット型特養を低廉な居住費負担で利用できる仕組みを国の責任に

おいて構築されたい。

また、制度設計に当たつては、入所者の収入、資産を的確に捕捉し、居住費負担に

反映するとともに、特養の入所者と認知症高齢者グループホーム利用者や居宅の高齢

者との公平性を確保できる仕組みとされたい。

さらに、必要な財源、国と地方の費用負担割合|=ついても明らかにされたい。

(2)平成26年度までに、特養の個室害1合を70%以上とするとの国の目標を達成するため

には、既存の従来型特養のユニット型特養への転換を進める必要がある。しかし、

東京都内の既存施設は、建ぺい率、容積率限度一杯で建設しているため、現在地での

改築は不可能である。建替えに必要な用地を確保できるよう支援策を講じられたい。

つ
つ



(3)東京都においてユニット型特養の整備を促進するためには、施設の用地確保
が課題である。都では、都有地を社会福祉法人等に対して、地代を減額の上、

貸し付け、施設整備を図つているが (23区でも同様の制度を設けている)、

国においてもt都内の国有地等を地代減額の上、貸し付ける制度を導入されたい。

(4)ユニット型特養の居室面積基準緩和に伴う居住費の負担限度額及び基準
費用額の引き下げには反対である。居住費の負担限度額及び基準費用額の

設定に当たつては、大都市部と地方との用地取得費、建設費及び自治体による

施設整備費の補助額の差等を適正に反映するよう、全国一律の基準を改め、

地域ごとに設定されたい。

(5)東京都内では、施設建設に申l用できる土地は狭聡で形状もよくない物件が多
いことから、用地に適合した柔軟な設計が可能となるよう、ユニット型特養の施設、
設備等の基準を緩和されたい。

(6)高齢者の尊厳を保持した個別ケアを実現するためには、現行のユニット型
特養の人員配置、介護報酬では不十分である。次期介護報酬改定において、

ユニットケアのアウトカム評価を行つた上で、見直しに向けて検討されたい。
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一部ユニット型特別養護者人ホーム等について

埼玉県

社保審一介護給付費分科会

第67回 (H22.8.20)l資 料 1-2
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|=1県||1言

“

|||=Ⅲ
=|:lt
☆セーフティネットとして

介護基盤の整備が

緊急の課題

☆本県の高齢化の特徴
① 今は高齢化率が全国で3番目に低い
② 高齢化のスピードが速い
③ 高齢者の絶対数が多い
④ 団塊の世代が多い
⑤ 単身高齢者や高齢夫婦世帯が急速に増える
⑥ 地域間格差が大きく、都市部で高齢化が急速に進展する
⑦ 地域とのつながりの比較的薄い人が多い

☆ 本県の高齢者数及び高齢化率 (単位 千人)

区分 H22年
2010年

H27年
2015年

H32年
2020年

H37年
2025年

H42年
2030年

H47年
2035年

高齢者人口 1′468 1′792 1′957 2′005 2.045 2′ 115

高齢化率 20.70/0 25.50/0 28.30/0 29.70/0 31.30/0 33.80/0

埼玉県高齢者支援計画より
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特別養護老人ホTムの整1備状況|と申込者の推移
25′ 000

20′ 000

15′000

10′ 000

5′ 000

0

(定員)

■従来型

■ユニッ ト型

入所申込者 |

15年度  16年 度  17年 度  18年 度 19年度  20年 度 21年度

(人、%)

申込者 1  14,172    1  13,70d 12,81, 14,64(

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

■ニット型
14〔 1,15: 2,391 3,88〔 5,25C 6,49: 7,18〔

1.29 85ツ 16.09 23.1物 28.12 32.09 339ツ

従来型
12,091 12,33ラ 12,55( 12,95] 13,447 13,80Z 14,03(

98.89 9159 84.09 76.99 7190/ 68.0, 66.1物

合計 12,23( 13,48〔 14,95( 16,84( 18,69ラ 20,29( 21,21〔
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~ |1針
■‐||1111■特

'11養

諄考本ホ■ム等|の1整1備ウ: :|  .    : : 11 1:| ‐
| ‐
.: .:=||

ユニット型整備を基本としつつ、地域の実情に応じて柔軟に対応していく

前提事実

●原則として生活保護受給者のユニット型利用は
認められていない。

●ユニット型は低所得者にとって、割高で利用しにくい

例えば 国民年金の老齢年金(基礎のみ口旧国年)の
平均受給月額 4.9万円 (※ )

この場合、

所得第2段階の利用者負担 (1割負担、居住費、食費)は
―    ユニット型個室 月額約5.2万円 (要介護3)

従来型多床室 月額約3.7万円 (要介護3)

※平成20年度厚生年金保険口国民年金事業の概況より

ユニット型・従来型を併設した一部ユニット型の整備

1 注  厚生労働省は、 平同t211手5J16D塁

1:::1:あ

緊焦ユ肇讐]吾奪 i三二Dし 1て」

"lI薦
ぃそ
…7~~……■―一-1………

1
著するという判断もある」としている。    |

●既存施設の従来型は

常に満床状態

在宅サービスの充実とともに

施設整備が必要
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~ ‐~     ~き
て―1施設,■ |■部|ユ|ニウト型特養の

1利
1用1者状況につい|

☆ 二部ユニット型特養 (平成■5年4月以降新設)5施 設  493人 の状況
(従来型 ■45人、ユニット型34■人)

|                       (H22. 4開 設分は除く)

利用者負担の段階別状況 (22年 3月 末現在)
来型)

要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 割合

第1段階 1 2Z 1660/1

(う ち生活保護受給者) C 1 2乏 15.2,

第2段階 C 5〔 4009

第3段階 27 ０
０

第 4段階 〔 1 3〔 24.89

合計 2〔 44 4( 3( 14[ 100.0,

三ニット型 )

要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 割合

第1段階 C C 009

(う ち生活保護受給者 ) C C C 00,

第2段階 41 52 47 2〔 51,3,

第3段階 2C 51 15.0,

第4段階 1 3[ 37 22 337%

合計 1 5〔 101 341 100.09
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■1部ユ|■ツト型特養の1利用者1状況につ|いて(271施1設 )

☆ 一部ユニッ ト型特養 27施 設 2,453人 の状況
(従来型 ■′33■人、ユニット型■′■22人 )

利用者負担の段階別状況 (22年 3月末現在)
来

要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 割合

第1段階 3( 4〔 3[ 13Z 10.19

(う ち生活保護受給者) 1 2( 2( 21 81 6.19

第2段階 1 261 27芝 781 58.7,

第3段階 58 20〔 15.4ツ

第4段階 4Z 8〔 6C 211 15.9秋

合計 2( 10C 31[ 46〔 425 1331 100.0%

(ユニッ ト型 )

要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 割合

第 1段階 C 1 C 1 0.1ツ

(う ち生活保護受給者 ) C C C C 00,
第2段階 2[ 122 21〔 13〔 689 61.4071

第3段階 4 4〔 2C 15[ 138%
第4段階 91 8[ 4C

０
４ 24.7ツ

合計 39 331 371 211 1122 1000%
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特別養護老人ホ■ムの利用者状況について(県‐全体)

☆ 県内の全特養 262施 設 2 0, 040人 の状況
(従来型 ■3′ 509人、ユニット型 6′ 53■人)

(平成22年 3月 末現在開設分 )

利用者負担の段階別状況 (補足給付の段階)

(従来型)

要介護 ¬ 要介護2 要介護 3 要介護 4 要介護5 計 割合

言1段階

(う ち生活保護受給者 )

=2段
階 253C

喜3段階 501

有4段階 64` 2,22(

針計 4,03乏 1000,

ユニ ッ

要介護 1 要介護2 要介護 3 要介護 4 要介護5 計 割合

=1段
階 1 1

(う ち生活保護受給者) 1

=2段
階 3,88乏

有3段階

第4段階 229:

針計 27〔 1.87( 6,531

特別養護老人ホームの入所申込数
※各 施 設 の 待 磯 者 致 の早 刑 含 計 あ 名 寄 せ してし

従来型希望 ■ニット型希喜 ビちらでもよし 希望不明 合計

k所申込数 30160

判合 278%

各 施

7  :
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,卜型特養等|の二‐二

'卜

部1分0人員t

人員||ついそ E⇒>
・介護又は看護職員は基準の3:1を上回る配置している。
・昼間は、ユニウトごとに常時1人以上の介護又は看護職
員を配置しているも
日夜間及び新夜については、2ユニットごとに1人以上の

介護又は看護職員を配置している。      ｀
ロユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置している。

など

2 設備について
・ 1ユニット10人以下
・居室定員は 1人
・居室面積 13.2面 以上
・ユニットに共同生活室を配置 など

3 運営について
・介護が、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的環境
を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するよう、
入居者の心身の状況等に応じ、適切な技術をもって行つて
いる。
日入居者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提供して
いる。       ´

など

■

日

-8-
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■部ユニツト型特養‐等のユニーシトケアの処遇状況‐等につし―ヽて

☆ 一 部 ユ ニ ッ ト型 特 養 等 (平成■5年4月以降新設)の 状 況

1 個別ケアの継続性を保てるよう、
情報の共有の仕組み作りや

職員配置・職員教育の実施

2 施設の理念の共有のもと、
1人ひとりを尊重し、
生活リズムに沿つた

個別ケアの実践

3 在宅に近い環境づくりへの
配慮がなされ、
生活の場としての誂え

◎ 一部ユニット型特養でユニットケアを実施

-*11:=y F4& t( i
I
Itit,'---------------.,

○

○

○

○

○

　

○

ユニット職員を固定して配置
ユニウトごとにユニットリーダー配置
各利用者の生活習慣・趣味 口好きなこと等
についての意向を把握し個別ケアに取り組ん
でいるも
プライバシーに配慮したケア (排泄 日入浴)
家庭的な雰囲気の中で、栄養並びに利用
者の心身の状況・嗜好を考慮した食事の提供
職員に対し、研修の機会を確保

→ 別資料 参照

|

′
‐
‐
‐
‥
‥
‐
―
ヽ
ヽ

注 厚生労働省は、既存従来型施設がユニット型を増床した場合、
認めている。
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1 介護保険法に基づく省令には「一部ユニット型」の倉1設を規制する規定がないこと。

2 厚生労働省からも整備が可能であるとの見解を受け、整備(協議)を行つてきたこと。

3 「T部ユニット型」のユ三ット部分では、ユニットケアが行われていること。

☆ T部ユニット型特養のユニット型部分については、ユニットの介護報酬を
従来型の部分については従来型の介護報酬を適用。
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||■|.:今後の方向性について

介護報酬について

・=部ユニツト型特養t老健については、人員、設備及び運営面において基準等
を充たしている。ついては、ユニッ ト部分についてはユニットのt従来型部分
については従来型の介護報酬を適用することについて、御理解いただきたい。

… 11-

■
日 一部ユニット型特養等の必要性
ユニット型については、生活保護受給者の利用が、原則として認められていない
ことや、低所得者の負担感が大きいこと等から、当面一部ユニット型の整備は必
要である。
一部ユニット型の創設あるいは従来型の整備も規制するのであれば、速やかに生
活保護受給者の利用を認めるとともに、低所得者に対する補足給付の充実を検討
されたい。



社会保障審議余介護給付費分科会~ ヒアリング資料

丁部ユニット型特別養護者人ホーム等について
(別資料)

埼玉県
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埼 玉 県 に お け るユ ニ ットケ ア の 処 遇 状 況 等

―
“
ω
‥

該当施設数
備 考 (特記事項・実践例・特色など)

特養 老健 計

個11ケアの継続性
を保てるよう、情報
共有の仕組み作り
や職員配置.職員
数育の実施

勤務体制の確保

屋間については各ユニットごとに常時 1人以上の
命護又は看護職員を、夜間及び深夜については2
■ニットごとに1名 以上の介雄又は看護職員を配

6/6 9/9 15/15 ・人員配置については、基準により、従来型と比べ手厚く配置。

勤務体制の確保
ユニット職員(介護職員)を固定化して配置してい
る。

6/6 9/9 15/15 ・利用者との信頼関係を築くとともに入居者の情報の深化や
共有化を回るため固定化。

勤務体制の確保

ユニットごとにユニットリーダーを配置し、そのうち2
名以上(2ユニット以下は1名以上)がユニットリー
ダー研修の受講済者である。

5/6 8/9 13/15 (21年度ユニットリーダー研修受講者が退職。22年度研修を受
講予定の施設有り。)

口別ケアの取り

組み
利用者の生活習慣・趣味・好きなこと等についての

意向を把握している。
6/6 9/9 15/15

・聞き取りや普段の生活状況から把握。
・希望により新聞の定期購読、書道の通信講座、パソコンのイン
ターネット加入可能。

個別ケアの取り

組み
利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法
等について理解しやすいよう財明を行つている。

6/6 8/9 14/15 ・入所相談時、入所決定時、ケアプラン作成時、家族訪 rtt時 等に
説明。

口別ケアの取り

組み
職員に対し,資質向上のための研修の機会を確衝
している。

6ン/6 9ン/9 15/15 ・施設内におけるユニットリーダー研修やュニット会議の実施。・施設外における研修を積極的に受講。

施設の理念の共有
のもと、1人ひとりを
尊重し、生活リズム
に沿つた個別ケア
の実践

固別ケアの実践
利用者のプライバシーに配慮したケアを行つてい
る
`(ツ
ト泄ケア・入浴等)

6/6 9/9 15/′ 15
・個々の排泄リズム等のデータを目安に、その日の様子に合わせ
て対応。
・入浴時|ま、誘導、着脱、入浴まで同じ職員が対応。

固別ケアの実践
利用者の心身の状況に応じて、個浴の入浴体制を
とっている。

5/6 8/9 13/15
・家庭的な雰囲気や羞恥心への配慮を大切にして対応。
・入浴は、1対 1での個浴。
・24時間シートを作成し、個別ケプの中で実施。

個別ケアの実践
(食事)

家庭的な雰囲気の中で、栄養並びに利用者の心
身の状況・嗜好を考慮した食事を提供している。

6/6 9/9 15/15
・個人の習慣や嗜好をあらかじめ厨房に伝え対応。
i個人の嗜好にあつた飲み物(コーヒー:お茶、ジュースなど)を提
供。

個別ケアの実践
(食事)

利用者の生活ペースにあわせて食事の提供をして
いる。(食事時間を十分に確保している。)

6/6 7/9 13/15 ・利用者の覚醒状況・生活リズムに応じ、食事時間に幅を持たせ、
提供。

l18別ケアの実践
(食事)

戻庭的な雰囲気を尊重するよう、個人の食器の持
Ь込みを認めている。

6/6 5/9 11/15 ・箸、湯飲み、茶碗等は、イ国人の持ち込み可能。

個別ケアの実践
(食事 )

家庭的な雰囲気を尊重するよう、ユニットで炊飯等
を行つている。

3/6 4/9 7/15 ・利用者に米をといでもらい、炊飯すること有り。

個男1ケアの実践
(食事 )

利用者に合わせて、一緒に準備や片づけ等を行つ
ている。

6/´ 6 7/9 13/15 ・食器の片付け、テープル拭き、米とぎ等の手伝い有り。

El'1ケアの実践
利用者の出来ること〈食事の盛りつけや洗濯物を
たたむ等 )をできるように支援している。

5/6 8/9 13/15 ・洗濯物のたんすへの収納、整理など入居者ができるよう支援。

固別ケアの実践
利用者の意向に関わりなく、集団でのゲームや行
事等について参加を強制していない。(希望を聞い
た上で参加支援している。)

5/´ 6 9/9 14/15
翻 議「

や以前の生活を聞き取るとともに
1参
加の意向を

回Bllケアの実践
針護の際に、矛!用者の日常生活の援助が退剰な
しのとなっていない。

5/6 3/9 13/15 利用者の意思や自己決定を尊重。

個別ケアの実践
(社会生活上便
宜の提供等)

‖用者の家族と連携を図るよう努めている。 6/6 9/9 15/15 ・家族会の設立や家族訪間時の近況報告。
・ユニット内外の行事等への参加の呼びかけ。

在宅に近い環境づ

くりへの配慮がなさ
れ、生活の場として
の設え

居室
個室である。(夫婦等で利用する場合は2人部屋も
可 )

6/6 9/9 15/15 1晶霰獅観‰財ど鷲た盤電機鶴碑喜寝

雷皇
使い慣れた家具を個室に持ち込むことを認めてい
る。

6ノ/6 7/9 13/15 ・テレビ、仏壇、たんす、ソファ、机、パソコン、電気ボット等の持ち
込み可能。

ユニット内の設備
ユニット内に居室・共同生活室・洗面設備・便所を
配置している。

6/6 9/9 15/15 ・生活がユニット内で行われるよう配慮。

施設内の設備
他のユニットや多数の入居者が集まる場所があ
る。

6ン/6 3/9 14/15 ・談話スペース有り。

民同生活室

共同生活皇は利用者がiい身の状況に応じて家事
を行うことが出来るよう、簡易な流し・18理設備を
設けている。

5/6 8/9 13/15 ・ユニット内に食器棚、冷蔵庫、トースターなど有り。

先面設備
ユニットで生活できるよう、洗面設備が居室内また
まユニットに適当数設置している。

6/6 9/9 15/15 ・ユニット内又は居室内に洗面台有り。

匝所
ユニットで生活できるよう、便所力{居室内またはユ
ニットに適当散設置している。

6/6 9/9 15/15 ・ユニット内又は居室内にトイレ有り。

浴室 浴室は居室のある階ごとに設置している。 6/6 8/9 14/15 ・入浴の移動時に、他のユニットを通ることなく入浴可能。



―
一
●
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二部ユニット型介護老人保健施設の状況に関する調査票

平成22年 8月現在の介護職員・看護職員数 (常勤換算)21.7名    人員配置 1.8: 1

・調査時の職員数は、ユニットリーダーを含まず報告したものであり、正しくは19名 となる。

・3月 は年度の変わり目で、退職者が多かつた。その後職員を採用している。

・配置基準に参入していない間接的介護業務を扱う非常勤職員を雇用している。

1)施設区分 a)特別養護老人ホーム 〔

~D介
護老人保健施設

2)施設名 番号 13

3)従来型部分
口多床室

a) 定 員 56名

ｋ
υ 職員配置の状況 介護職員 14.7名 看護職員 8.1名

4)従来型部分
口従来型個室

う
０ 定 員 5名

b) 職員配置の状況 介護職員  名 看護職員   名

5)個室ユニット型部分

a) 定 員 39名

Ｌ
Ｕ 職員配置の状況

ユニットリーダー        4名
介護職員、看護職員     15名
その他ユニット専属の職員(   )名

C)

ユニットケア (利用者
の生活リズムに沿つた
個別ケアなど)の具体
的内容

・3階全体がユニット型となつており、浴室
は3階に2箇所設置し、利用者の生活
が、ユニット内で行われるように配慮して
いる。
日外出や入浴のための移動時に他のユ
ニットを通過することはなく、ゆつたりとし
た雰囲気を保つている。
口人員も設備も従来型とは分離しt独立し
て酉己置している。
口行事やレクリエーション等もユニットごと
に企画・開催される。
・食事は利用者の状態を考慮し、可能な
限リユニットでの炊飯や盛りつけ、片づけ
に取り組んでいる。

6)従来型とユ三ット型個
室の職員の配置状況

⑤ 別々に職員を固定して配置している
b)固定はしているが一定期間ごとにローテーションを行つている
6)兼務や融通を行うなど配置を固定していない
d)その他(                   )



一部ユニツト型介護老人保健施設の状況に関する調査票

平成22年 8月 現在の介護職員・看護職員数 (常勤換算)21.3名    人員配置 1.9:1

・3月 は年度の変わり日で、退職者が多かつた。その後職員を採用している。

日配置基準に参入していない間接的介護業務を扱う非常勤職員を雇用している6

―
一
い
―

1)施設区分 a)特別養護老人ホーム Q_」 )介護老人保健施設
2)施設名 番号 15

3)従来型部分
・多床室

a) 定 員 40名

ｋ
Ｕ 職員配置の状況 介護職員 21.6名  看護職員 7.1名

4)従来型部分
口従来型個室

a) 定 員 20名
ｋ
Ｕ 職員配置の状況 介護職員   名 看護職員  名

5)個室ユニット型部分

a) 定  員 40名

b) 職員配置の状況

ユニットリーダー        4名
介護職員、看護職員    15.2名
その他ユニット専属の職員(   )名

C)

ユニットケア (利用者
の生活リズムに沿つた
個別ケアなど)の具体
的内容

・入所時より、24時間アセスメントを行
い、食事口排泄・入浴等をケアプランに反
映させている。
・食事の時間・場所の希望を聞いている。
・ユニットごとに利用者とスタッフの話し合
いがあり、レクリエーション等を決定して
いる。

6)従来型とユニット型個
室の職員の配置状況

⑤ 別々に職員を固定して配置している
b)固定はしているが一定期間ごとにローテーションを行つている
o)兼務や融通を行うなど配置を固定していない
d)その他 (                   )



１
一
〇
１

一部ユニット型介護老人保健施設の状況に関する調査票

平成22年 7月 現在の介護職員・看護職員数 (常勤換算)11.0名    人員配置 1.8: 1

・4月 以降、職員を採用している。

・配置基準に参入していない間接的介護業務を扱う非常勤職員を雇用している。

1 )施設区分 a)特別養護老人ホーム
′
Ｃ
ヽ )介 護老人保健施設

2)施設名 番号 19

3)従来型部分
口多床室

a) 定 員 50名

ｋ
Ｕ 職員配置の状況 介護職員 15.8名  看護職員 8.5名

4)従来型部分
・従来型個室

a) 定  員 10名

ｋ
υ 職員配置の状況 介護職員  名 看護職員  名

5)個室ユニット型部分

a) 定  員 20名

ｋ
υ 職員配置の状況

ユニットリーダー       2名
介護職員、看護職員     8名
その他ユニット専属の職員(  )名

C)

ユニットケア (利用者
の生活リズムに沿つた

個別ケアなど)の具体
的内容

・食事の時間帯は固定しているが、一部
加工、ご飯、みそ汁の盛りつけ等は各
キッチンで行つている。
日外出「レクリエーション(食事会,外出に
よる文化活動)をユニットで独立して行つ
ている。
・居室清掃口洗濯等にういて生活リハビリ
をシュミレーションし個別ケアを行つてい
る。

6)従来型とユニット型個
室の職員の配置状況

⑤ 別 に々職員を固定して配置している
b)固定はしているが一定期間ごとにローテーションを行つている
c)兼務や融通を行うなど配置を固定していない
d)その他 (                 )
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【配置状況】
3階

ユニットA・ B間及び隣接する従来型療養棟とドアにて各別の構造と
なっています。
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一部ユニット型施設について

香川県

平成22年 8月 20日

-1-



混合施設の状況

(1)整備済施設

介護老人保健施設 1施設

施設A
平成21年4月 開設

定員60名

(ユニット型30名 、多床型30名 )

(2)平成 22年度整備予定

特別養護老人ホーム 2施設

平成17年4月 開設

ユニット型50名 +多床型20名増床

ユニット型に計画変更

平成19年4月 開設

ユニット型30名 +多床型20床増床
-2-



今後の施設整備の考え方

特 のユニット型定員の割合 H21年度末18。4%

現

養
数
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―‐●…ユニット率

18.4
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今後の施設整備の考え方

(2)多床型へのニーズ
①老健A、特養B・ Cの利用料金 (月額)
区分 ユニツト 従来型個室 多床型

老健 約15万円 約13万円 約10万円

特養 約13～ 15万円 約10～ 11万円 約8～ 9万円

※要介護度 5の場合

②実際の入所者負担状況 (老健A)

③実際の入所者負担状況 (特養C)

○補足給付を受けても負担大き

○夫缶申込者の希望

約 4～ 9割が多床型を希望

個人負担平均額

ユニッ ト型

161,117 1,933,406

1,192,063

714,20659,517

個人負担平均額

ユニツ ト

141,951 1,703,414

101,757 1,221,080

多床型

95,431 1,145,170

65,131 781,575

-4-
多床型へのニーズ高い



今後の施設整備の考え方

(3)本県の方針
ユニット化推進を基本方針としつつ

多床型

多床型

ユニッ

創設

創設

増床

増床

増床

創設

20床
20床

卜型 20型

増床数

計 可89床

ただし、地域の実情に応じて対応
H22年 度整備中及び整備着手予定の特養
広域型

広域型 ・

広域型

広域型

広域型

地域密着型

ユニット型 50床
ユニット型 50床
ユニット型 50床 +
ユニット型 30床 +
多床型  50床  +
ユニット型 29床

-5-



介護報酬返還の是非について

(1)問題点
介護報酬が認められる混合型施設を法律 日省令ではなく
国課長通知で大きく制限。

(2)本県の考え方

○法令違反には該当しない

○本県の該当施設はユニットケア実施できていたと判断。

①フロアで物理的に多床型とユニット型を分離

②職員配置もフロアで固定

③必要な人員配置の基準満たしている

介護報酬の返還は必要なし

基準日による制限ではなく、実態としてユニットケアが

“
_ 実施できていれば認めるべき。



介護報酬返還の是非について

〃
輔
設 の 研 要
造 鉄筋コンクリート造3階建

0延べ床面積 4,110,02耐

1設置の形態 病院併設型

1利用の定員 入所60人

(施設サービス・短期入所療養介護,介

護予防短期入所療養介護)

通所20人

(通所リハビリテーション'介護予防通所

リサヽビリテーション)

0主な囮

罐整 l人室棒0ヨ 2人室囲 4た室田

撥機il劃 1練室1食堂:談話室・浴室:特殊浴室1診察室1理容

美整1研修会議室

管理部門、通所 リハ

管理事務室
相談室
会議室
研修室
通所リハビリ

多床型

定員30名
全体で看護4、 介護7

計11名配置
看護・介護職員3:1以上

ユ ニ ッ ト型

定員30名
各ユニットごとに職員固定

看護 1、 介護4計 5名
5× 3ユニット=15名
看護・介護職員2:1確保
昼間 各ユニットに常時2名

夜間 3ユニットで常時2名

珈
国

談
壼ナー     くら

特殊浴室

脱衣室

報 浴

渤
惧理室



中資料 1

介護保険施設の利用料金 (要介護度5の場合 )

:難

(注 2)

特養の介護報酬 :入所定員30人/ユニット型口従来型個室・多床型の単位で算定

施 熟
麒 料金の種別 r=YFru 従来型個室 多床型

介護老人保健施設A

介護保険

利用者負担

サービス利用料 30,750 28.290 30,660

栄春マネジメント加算 420 420 420
サービス提供 I加算 360 360 360

夜勤職員配置加算 720 720

計 32,250 29,790 31,440

(高額介護サービス費 ) 32,250 29,790 31,440

居 住 費 59,100 49,200 9.600

食 費 45,000 45,000 45,000

日常生活費 6.000 6.000 6.000

曜 娯 楽費 3000 3.000 3000

計 145,350 132,990 95,040

特別養護老人ホームB

介護保険
利用者負担

サービス利用料 28.230 26.130 27.990

イ固月11幾育ヒ副‖練カロ

`算

360 360 360
日常生活継続支援加算 660 660 660
看護体制加算 I、 Ⅱ 360 360 360
夜勤職員配置加算 540 390 390
栄春マネジメント加算 420 420 420

計 30,570 28,320 30.180

高額介護サービス費 ) 30.570 28,320 30,180
居 住  費 59,100 34.500 9,600

f 費 41.400 41.400 41.400
日常生活費

実費
教養娯楽費

計 131,070 104,220 81,180

特別養護老人ホームC

介護保険
利用者負担

サービス利用料 32,670 30.660 32,520

|□別布畿育ヒ副1練カロ算 360 360 360
日常生活継続支援加算 660 660 660
看護体制加算 I、 Ⅱ 360 360 360
夜勤職員配置加算 540 390 390

計 34.590 32.430 34.290

(高額介護サービス費 ) 34.590 32.430 34.290

居 住  費 65,100 34.500 9.600

食 費 41,400 41,400 41.400

日常生活費 4.500 4.500 4.500

教養娯楽費 実 質

計 145,590 112,830 89,790

辞
塁2二一一一一一―一一一―一一一-1:現

在価格設定がない為、基準費用額で算定

(注 4)

(高額介護サービス費)欄 :介護保険利用者負担の上限額内の金額



資料 2-1

介護老人保健施設 (混合型)入所者負担の状況 (月 額 )

※入所定員60人 (多床型30人 、ユニット型30人 )の介護老人保健施設Aで平成22年 6月 分の入所者負担
※「その他」の主な内容は洗濯代、日常品費、教養娯楽費、理容代等

※Nol、 8,28、 29は途中入退所で平均額からは除く。
※介護報酬個人負担は1割負担部分

個 人 旦平均額
部 屋 区 分 平均額 年 額

ja=Y F
語 4[ 141.951 1_703_414
3[ 101,757 1.221,080

F2段 l 60 685 728_225

多床型
再4f 95.431 145.170
再3
打2

65.131 781 575
16.337 bb6.U4U

利用者 部 屋 負担段階 要介護度
介護報酬
個人負担

室 料
個人負担

食 費
国人負亮

その他
個人負担
合 計

1 ユニツト 再4 一是
7`雪 5 16125 29550 22500 2,760 70,935

2 ユ ニ ッ :4 百
て 5 31.830 59100 45.000 10510 146440

ユニット型 第 4 段 l 姜

`ヽ

E建 5 32250 59100 45000 7,510 143,860

4 ユ ニ 〕` 理 :4 32,340 59,100 45,000 6.300 142.740
5 ユ ニ ッ :4

百
〓 電至3 29040 59100 45000 3.210 136350

ユ ニ ッ 型 4 F:と | 要

`卜

冨路2 27030 59,100 45,000 9,910 141.040

7 ユ ニ ッ :4 百
て 27720 59100 45000 13.510 145,330

8 r:YFry 第 4 Hに 1調 姜

`卜

言轄1 28568 57130 43500 8,700 137.898
ILE■ ソヽ 翠 i3

出
自

百
て 24.600 49.200 19.500 6010 99,310

0 ユ ニ ッ 理 3 日:セ | 要

`ヽ

三隻1 24600 49200 19500 10,510 103,810
1 _LE■ ソヽ 響 第 3 段階 署介 1 24.600 49.200 18.200 10,150 102.150
2 ユ ニ ッ 言2 要

´ 5000 24600 1_700 6,910 58.210
ユ ニ ッ 型 :2月比| 署介 : 4 5.000 24600 11.700 12710 64,010

4 LElヽソ rtj 第 2 段 | 電奎

`)ヨ

霞3 5000 24,600 11,700 9,700 61.000
ユ ニ tヽ 型ヽ ;2 又 |

百
て 〉: 5.000 24600 11.700 9010 60,310

6 三LE■ ソヽ 第 2 要
´ 5000 24600 11700 9_500 60,800

7 ユ ニ ッ 型 第 2慶比l 要 5000 24_600 11_700 9,010 60.310
8 三LE■ 'ソ 2 段 2 5,000 24.600 11.310 9.500 60410
9 ユ ニ ット| 再2風 2 5.000 24,600 11,700 9,510 60.810
20 ユニット響 第 2 段 2 5,000 24,600 11.700 9.010 60,310

■二Lヽソ 型 第 2段 |

ン
リ 2 5000 24600 1.700 9000 60,300

ユニット 第 2H芝 l 要介藷 1 5000 24,600 11,310 10,160 61.070
弩 4 31,590 15.000 45.000 8.100 99690

24 ζ 型 『4段 ５

て 5 31、440 15000 45.000 9,000 100,440
型 第 4 門

=lll

三呈イ)評詈5 31,440 9,600 45,000 8.010 94050
屏 第 4 賀階 Ｅ

て 5 31.020 9600 45000 8300 93920
り
４ :4 要介護 5 34590 9600 45000 9,600 98,790
28 多床型 第 4慶壺1躍 5 15,664 7.500 22.500 6.600 52264

多床型 :4段階 態4 23.324 7680 36000 5,200 72,704
30 型 4段‖ 要介誰 4 29,430 9,600 45,000 5.000 89030
31 床 型 :4E0 饉4 29430 15000 45000 11,610 101,040

多 I :型 第 4段 !婿 [`ゝ 4 29,430 15,000 45.000 9.500 98.930
3 み床型 第 4 一マ ) 27810 9600 45,000 10300 92,710
34 多 I 型 4 ”収 要

´｀
E奪 3 28230 9600 45000 5,400 88.230

多 I :型 第 4 =笠 1婿 介 30,450 15,000 45,000 9.010 99460
36 :4 1 25170 9600 45000 9,110 88,880

多 l :】:リ 蜘
一第

24,600 9.600 9,500 10.110 63.810
38 卜: 24.600 9.600 9.500 11.210 64910

第 3風 要 ζ
一副 4 24600 9600 9500 9810 63510

40 多 [ 型 第 3段階 要介言 4 24600 9,600 9_500 100 64,800
41 一多

型 第 3 瑣 | イ
′
Ｆ
て 4 24.600 9.600 9,500 12.500 66.200

42 多床型 第 3 ”一 婁

`卜

冨奪3 24,600 9,600 9,500 13,200 66,900
3 多「 型 第 3 24.600 9.600 9,500 12.510 66.210

44 争床型 第 3 瑣 !階 コE:″ 言`薔2 24600 9600 9_500 11,010 64,710
45 2 4 15,000 9,600 1,700 11,700 48,000

46
'5k

第 2 七
彗 竃 3 15000 9600 1700 9400 45700

´
竹

'F辰

査 2段 〓

て 1 15,000 9.600 1,700 9.010 45,310

48 多床翠 一男 菱1壻 豊

`)三

奪5 0 0 0 8700 8700
49 み床型 事11 0 0 9,000 2,800 11800

１
０

１



白資料 2-2
特別養護老人ホーム (ユニット型)入所者負担の状況 (月額 )

単位 :

利用者 負担段階 要介護度
介護報酬
個人負担

冨己 沐斗

個 人負担

食 費
個人負担

その他
個人負担
合 計

1 第4段階 要介護5 35,773 73,470 42,780 8,210 160,233

2 第4段階 要介護5 35,773 67,270 42,780 5.53C 151,353

3 第4段階 要介護4 33,693 67,270 42,780 37,690 181,433

4 第4段階 要介護4 33,696 73,470 42,780 7,77C 157,716

5 第4段階 要介護4 33,696 73,470 42,780 4,905 154,851

6 第4段階 要介護4 E ※ 入所直後の■め貸出 !´ていたい コ

7 第3段階 要介護 5 24,600 50,840 20,15C 3,820 99,410

8 第3段階 要介護5 24,600 50,840 20,150 6,170 101,760

9 第3段階 要介護5 24,600 50,840 20,15C 1,680 97,270

10 第3段階 要介護5 24,600 50,840 20,150 1,130 96,720

第3段階 要介護 5 24,600 50,840 20,150 6,450 102,040

2 第3段階 要介護3 24,600 50,840 20,150 920 96,510

3 第3段階 要介護3 24,600 50,84C 20,150 6,070 101,660

4 第2段階 要介護 5 5,000 25,420 12,090 8,675 61,185

5 第2段階 要介護5 5,000 25,42C 12,090 5,850 58,360

6 第2段階 要介護5 5,000 25,420 12,090 8,955 61,465

7 第2段階 要介護5 5,000 25,420 12,090 6,755 59,265

8 第2段階 要介護5 5,000 25,420 12,090 6,350 58,86C

19 第2段階 要介護 5 5.000 25,420 12,090 7,600 60,110

20 第2段階 要介護4 5,000 25,420 12.090 7.390 59,900

21 第2段階 要介護4 5,000 25,420 12,090 6.490 59,000

22 第2段階 要介護4 5,000 25,420 12.090 6.870 59,380

23 第2段階 要介護4 15,000 25,420 12,090 10,955 63,465

24 第2段階 要介護4 15,000 25,420 12,090 10,375 62,885

25 第2段階 要介護4 15,000 24,600 11,700 1,200 52.500

26 第2段階 要介護4 15,000 25,420 12,090 6.21G 58,720

27 第2段階 要介護4 15,000 25,420 12,090 5,85C 58,360

28 第2段階 要介護3 15,000 25,420 12,090 10,745 63,255

29 第2段階 要介護3 15,000 21,320 10,140 9,105 55,565

合計 584,831 1,112,630 546,050 209,72C 2,453,231

員30人の特別 ホームCで平成22年 7 分の入所者負担
※No6は入所直後のため算出していない。
※介護報酬は1割負担部分
※負担段階2及び3の入所者は補足給付により室料、食費の個人負担が軽減されている。
※「その他」の主な内容は治療費、薬代、散髪代等

個人負担平均額

部屋 区分 平均額 年 間

f:Y Fa
4段階 161,117 1,933,406
;3段 99,339 1.192.063
;2段 | 59.517 714.206



資料3特別養護老人ホーム(ユニット型)入居者の個人負担
入所費用
(個人負担  ヽ     持ち出し額収入

第二段階  住民税非課税世帯 年間約71万円     一
年間80万円以下

第三段階  住民税非課税世帯 年間約119万円   ▲約39万円
年間80万円超

約
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資料4 多床型へのニーズ

No 施設 申込者数 多床型 ユニット型 従来型個室 どちらでもよい

■

１ 特養 266名
118名

(44。 4%)

24名

(9。0%)

124名

(46.6%)

2 特養 227名
173名

(76.2%)

122名

(53。
7%)

144名

(63.4%)

3 特養 71名
30名

(42.3%)

29名

(40.8%)

12名

(16.9%)

4 老健 21名
18名

(85。 7%)

3名

(14。 3%)
※県内の混合型4施設 (特養3、 老健1)の入所申込者希望調査
※特養3施設は基準日以前の多床型にユニット型を増床した一部ユニット型施設
※N02は重複申込有りのため合計が合わない

No 施設 申込者数 多床型 f-=yFru 従来型個室 どちらでもよい

■

１ 特養 203名
104名

(51.2%)

72名

(35.5%)

27名

(13.3%)

※同一町内で多床型特養とユニット型特養 (全館個室)の 2つの事業所を運営する社会福祉法人による入所申込者希望調査
-12-



社保審一介護給付費分科会

第67回 (H22.8.20)

平成 22年 8月 20日

横浜市健康福祉局長

立  花  正  人

個室ユニットと多床室の問題について (特養を中心に)

〔横浜市の考え方〕

○ 特別養護老人ホームは、人生の終の棲家として、長期にわたる生活の場となるものである。
○ 特養の整備は、すでに「量」から「質」への転換が図られた段階にある。
20年以上前から個室化を進める流れがあり、平成 15年にようやく国が個室化の方針を示し

たところであるのだから、この流れをゆり戻してはならない。

○  「個室で生活する」ことは、普通の人が暮らす生活様式として今や当たり前のことであり、
特養の整備についても、この「当たり前」を基本に考えるべきである。

○ 個室ユニットは居住費が高く、低所得者が入所できないというのであれば、多床室をつくる
のではなく、補足給付の拡充や居住費補助などで対応すべきである。なお、本市は平成 22年

10月から独自の補助制度を実施する。

○ これまで多様な人生経験を積み、高度経済成長の社会を支えてきた団塊の世代の人々が高齢
者となる時代であり、この人々が満足して入ることのできる特養にするべきである。

施設は、建設すれば 30年以上使用することから、将来を見据えた対応が必要である。

1_多床室の問題点
コ人生の最後の場所で、自分が選んだのではない他人と暮らさなければならない。
日会話は筒抜け、他人のおむつ交換時の臭気があるなど、個人のプライバシーが保てない。

・起床・就寝時間は決まうており自由度が少ない。好きな時間に好きなテレビも見ることがで

きない。

・インフルエンザ等の感染症対応が十分できない。新型インフルエンザが施設内で発生した場

合に、ベッドの間隔を2m以上あけなければならない。
(ベッドの間隔を2mあけると4人部屋は個室になる)
・家族が自由に訪間できず、同室者に気兼ねし自由に会話もできない。

・旅たつときも、家族は同室者を気にして、思い切り泣くこともできない。

・多床室では性別による部屋割りを行う必要があることから、男性部屋に空きがあるのに申込

者が女性だから入れないなど、逆に非効率となる。



2.個室ユニットの問題点
・個室ユニットは、居住費の自己負担額が大きい。

基準費用額
6万 円

足

付

補

給

自己

負担額

3.5万円 35万円

1万円

5万円

2.5万円 25万円

多床室 第1段階は0円、第2段階、第3段階で1万円

個室ュニット  第 1段階、第 2段階は 2.5万円、第 3段階は 5万円
⇒ このため、低所得者が入りにくい。

8畳 (13.2ぶ)個室ユニット

負担限度額

1万円 1万円 1万円

1段階 第2段階  第3段階第1段階  第2段階´ 第3段階  第4段階

〔
生活保護

〕
〔
輩語島i高

〕〔
蔭露番層,1)〔

課税世帯
〕

・2人世帯で、夫婦の下方が施設入所すると、居住費が施設分と在宅分と二重で必要となり、

より負担が重くなる。

・第4段階の課税者でも、負担が重い場合がある。施設側がt基準額より高い居住費を設定す

る場合、多床室の場合は1万円+α、個室ユニットの場合は6万円+β となり、これらの負

担感から、居住費が安い多床室への入所希望が多くなる。

3.横浜市特養申込者調査        :

・19年 10月 に実施したアンケート結果 (図 1)

多床室を希望 47.50/0

個室ユニットを希望  22.7%

どちらでもよい    21.1%
・この結果だけでは、多床室の希望が多いとみえ

るが、これだけで多床室のニーズが高いと判断

してはいけない。

【図1】

どちらでも早く

入所できる方

に入所したい

従来型(4人

部屋)の特別

養護老人ホー

ムに入所した

い

全室個室の新

しい特別養護

老人ホームに

入所したい

第4段階



・多床室を希望する人にその理由を聞いたところ

「個室ユニットは費用が高い」と答えた人が

50.8%であった。(図 2)

⇒ したがって、多床室で暮らしたいから多床
室を選んでいる訳ではないn

いるところを希
望する.

家の近くに全

室個室の特養 【図2】

(個室型だと)

費用の支払い

が難しい

ロー方、暗5屋に他の人がいた方がよい」と答えた.部屋にほかの
人も33.7%いたが、これは個室ユニットに対す 

人
電器
まう

る誤解があると思われる。

・個室と聞けば一日中、部屋にいるイメージがあるが、個室ユニットは、昼間はリビングで過

ごし、一人になりたいときや夜間は個室に戻るのである。

⇒ こうしたことを説明すれば、33.7%と いう数値はもっと下がると思われる。

生i横浜市が個室ュニットの居住費助成を始めた経緯
口第 1段階、第 2段階は 3.5万円の補足給付があるため、自己負担が 2.5万円にとどまってい

るが、第 3段階になると自己負担が 5万円と2倍になる。この格差を少なくする必要がある。
・そこで、横浜市では、平成 22年 10月から、個室ユニットに入居している第 3段階で一定の

要件を満たす方に、月 1万円を独自に助成することとした。

ｒ

ｉ

ｌ

ｌ

Ｊ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

、

搬鮒
　
　
記融

<個室ユニット居住費助成>横 浜市独自

○対象要件

・市民税非課税世帯

・収入基準

(単身世帯で150万円以下)

1資産基準

(単身世帯で350万円以下、

居住用以タトの不動産を所有しなしヽ)

。税法上の被扶養者でないこと

・利用者負担第3段階であること割割
ｒ
ｌ
ｌ
．
ｔ

ヽ
―
―
ノ

階

帯
円

秘一　榊一

ｒ
ｌ
卜
ヽ

飢
可
１

　

舌

一弟
　
彗
′
―

―

ヽ

第4段階

課税世帯〕

多床室をつくるという安易な方法ではなく、国としても補足給付を見直し、居住童を
~Fげ

る方策を検討していただきたい。

く市独自>施設居住費助成部分
(月 額¬万円)



5.全室個室ユニットー辺倒ではなく、多様な居室形態を認めるべきとの意見について
口全国では、多床室等の割合は8割弱 (本市6割)であり、個室ユニットは2割強 (本市4割 )

である。現在でも多床室等はたくさんあり、これ以上多床室をつくる蓋然性はない。

口個室ユニットケアは認知症の進行を遅らせる有効な方法とされ、グループホームに導入され

た。したがって、グループホームは全室個室ユニットであるしまた、生活の場である特定施

設は全室個室となっている。

・それにも関わらず、認知症者が 70%も入所している特別養護老人ホームにおいて、多床室で

集団ケアを行うことでよしとするのは問題ではないか。

6.重度者は多床室でよいとの考え方について
'福岡県の有吉病院は、介護療養型医療施設で、医療対応が必要な重度者も入所しているが、

個室ユニットを取り入れている。

人生最後の場所で、家族が気兼ねなく訪問し、本人とゆっくり過ごすことができる。

このため、家族の満足度は高い。

口人間の死に場所は4人部屋でよいという考え方はいかがなものか。

7.生活保護受給者が個室ユニットに入れないから、多床室をつくるとの考え方について
口個室ユニットの普及率は2割程度 (横浜市は4割)であり、ほとんどが多床室で個室ユニッ

トは少数。

全国の施設数合計に占める割合 横浜市の施設数合計に占める割合

‐                介護給付費実態調査月報 〔平成21年 10月審査分〕

口個室ユニットの割合を高め、生保受給者であっても個室ユニットに入れるようにすべきなの



に、生保受給者が入れないから、多床室や多床室と個室ユニットの合築をつくる、というこ

とを続けたら、いつまでたっても個室ユニットの割合は増えず、生保受給者は個室ユニット

に入れない。

口国は、生保受給者であっても入所できるように、施策を検討するべきである。

8.一部ユニットについて
・平成15年に個室ユニットケアが本格的に導入され、新設する特養は全室個室ユニットで整備
してきた。

口それと同時に、15年に存在する特養の一音Fを増築または改修し、個室ユニットを整備した場

合に「一部ユニット」として認め、多床室部分には多床室の報酬を、個室ユニットの部分に

はユニツトの報酬を認めた。

・これは、15年に存在した施設はケアの質の向上のため、T部でも多床室から個室ユニットに

転換してほしいという趣旨である:

したがって、一部ユニット施設は、暫定的な形態であり、これから建設する施設はあくまで

も全室個室ユニットが原則であつたはずである。

・しかし、その後も新規の施設を多床室と個室ュニットの合築で整備する自治体があり、新規

の施設は全室個室ユニットで整備するという趣旨が徹底されなかつたことは残念である。

・通知の解釈の相違により、過払いが生じている。仮に、過払いを是正しないということにな

れば、通知に即した方法で適正に介護報酬を請求していた施設はどうなるのか。



基準費用額

6万 円

槻鮒
　
　
配軸

35万円 35万円

1万円

5万円

25万円 25万円

9.個室ュニットを進めるための提案

(1)居住費の助成 二補足給付の拡大

収入・資産要件を加味し、個室ユニット入居者に対し、/Ak費による居住費助成を行うか、又

は補足給付を拡大すべき。

(2)10.65話の個室ユニットの居住費の基準額の引き下げ

面積基準が緩和された個室ユニットの補足給付の基準額を、6万円から5万円に引き下げる。

また、第三段階の補足給付を1万円から2.5万円 (一部 1.5万円)まで拡大し、居住費の自

己負担額を 2.5万から3.5万円に抑える。

⇒ これにより、多床室との負担額の格差を縮小することが可能となる。

8畳 (13.2面)個室ユニッ 6畳 (10.65面)個室ユニッ

軸‐課税世帯‐

(3)特例減額措置の要件の緩和

第4段階の課税者で一定の要件を満たす場合であつて、夫婦の一方が個室ユニットに入所

した場合、居住費等を減額する制度がある。

しかし、適用要件が厳しく、平成20年度で、全国で78件しか該当者がいない。

, このため、この制度の収入要性を80万円以下から150万円以下に拡大し、該当した場
合は第4段階の居住費を第3段階とすることも考えられる。

足

付

補

給 35万円 35万 円

25万
円

巧
円

15万
1円

35フ5
円

15万 円 15万 円
自己

負担額

<提案>
○基準費用額を6万円から5万円に引き下げ

○第 3段階の補足給付を、現行の 1万円から2.5万円 (一部 1.5万円)に拡大し、居住費を軽減

○課税世帯の特例措置の要件の緩和

○課税世帯の居住費の上限を設定



(4)課税世帯の居住費の引き下げ

現行では、課税者の居住費は利用者と施設の契約となり、基準額の 6万円を超えて設定で

きる仕組みとなっている。都市部では建設コストがかかることはやむを得ないとしても:―
定のスペースと設備にとどめ、居住費を安くする工夫も必要である。

公有地を法人に貸与し、特別養護老人ホームを整備することも考えられる。

(5)個室ユニットの介護報酬の引き上げ

個室ユ手ットの介護報酬が低いため、施設倶Jがそれを補填するために居住費を引き上げて

いるという指摘もある。

⇒ 介護報酬のアップを図り、居住費に転嫁しない仕組みが必要である。
介護報酬の引き上げにより、利用者負担も引き上がるが、高額介護サービスの上限を据え

置けば、利用者負担は押さえることは可能である。

(6)まとめ

(1)～ (5)の対策をとれば、多床室や多床室と個室ユニットの合築施設をつくらなく
てもよいと考える。



社保審一介護給付費分科会

第67回 (H22.8.20)I資 料 1-5

<H22.8.20 第 67回社会保障審議会介護給付費分科会 ヒアリング要旨>

社会福祉法人 射水万葉会 常務理事 矢野恵三

≪一部ユニ ッ ト型施設 について ≫

171状の新型特養の個室ユニット型施設は、低所得者 (生活保護者)等が利用できない

仕組であり、介護保険法の精神及び憲法 25条に照らしても明らかに差別的制度政策

と言わざるを得ない。

①経済的理由による選択肢を広げるべきと思います。

②利用者の状態による、介護的な要請による選択肢を広げるべきと思います。

③介護者の対応が柔軟に展開できる。

(結論 )

全室個室ユニット型施設だけでなく、混合型「(例 )二上万葉苑」や一部ユニット型も、

あらゆる面で多様化した現状から地域の実状により、施設整備をすべきであり、全室

個室ユニット型にこだわるのは如何なものであろうか。

※大変厳 しい財政状況から資金の効率化を図り、利用者負担も軽減できる。一方、余

裕のある利用者には個室ユニットを利用 して頂けたら良いのではないでしょうか。

〇今後は柔軟な政策を実施 して頂きたく思います。
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―特養 の現状 か ら一

ユニット方式 (10人以下)は、時代遅れと思います。

重度者優先入所で、介護度 4～ 5度の方しか入所できなくて、しかも終末ケア、看取り

ケアを要請されている特養の現状では、利用者と共に御飯を炊いたり、盛り付けたり、

後片付け等を行なう事を前提としたユニット方式は、現場実態からかけ離れており

明らかに、時代錯誤と言わざるを得ません6

この方式による場所、設備、資金の無駄をはぶくべきであり、グループ (14～ 16人 )

個別ケアを推進 し、完全個室、準個室化を制度、政策化すべきと思います。

(例)仮に 2人で8人を介護するより、 4人で 16人を介護する方があらゆる面で良い

と思います。

…2-



≪ユニット型個室の利用料≫ について

◎第 2段階の人 80万以下の方

介 護 費   15,000 -― 一 高額介護サービス費による払い戻しに
より、実質負担額

390/日 ×30日

食事費用   11,700 ___ 補足給付により

820/日 ×30日

居室費用   24,600

合計=  51,300/月 額 ×12ヵ 月 =615,600/年 額

◎第 3段階の人 80万以上の方

介 護 費   24,600 -― 一 高額介護サービス費による払い戻しに
より、実質負担額

650/日 ×30日

食事費用   19,500 -― ― 補足給付により

1,640/日 ×30日

居室費用   49,200

合計圭  93,300/月 額 ×12ヵ 月 =1,119,600/年 額

むしろ、

第 2段階より、第 3段階の方が、実質的に利用出来ない方が多いと推測されます。

-3-



特別養護老人ホーム

二上万葉苑

所 在 地/富山県高岡市二上町1004番地 TEL 0766-25‐ 0808 FAX 0766-29-0111

施設開設/平成15年4月 1日

定  員/入所 80名 、ショートステイ(短期入所)20名 、通所介護 50名

一轟

特別養護老人ホーム

ショートステイ(短期入所 )

通所介護

居宅介護支援事業

地域包括支援センター

配食サービス

生活の場であった家庭の延長として、

お年寄りが当たり前の普通の生活が

できるように、「家庭に近い施設」を目

指しました。今室個室対応を実現し、

個人の生活を尊重、それぞれタイプ

の違った居本や設備で画-1■を避け、

お年寄りの多様な希望やニーズに応

えますc各フロアに!まパブ1リックスペー

スを設け、友人との出会いの場、小さ

な地域社会に似た、コミュニケーショ

ンの場を作り出していますr
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団

□

嚢法人の沿革

昭和57年 9月 9日

昭和58年 4月  1日

平成 元年 2馬  1日

平成 3年 4月  1日

平成 フ年 4月 1日

平成 11年 4月 1日

平成 IP年 6月 12日

社会福祉法人射水万葉会設立認可

特別養譲老人ホーム射水万葉苑開設

(入所定員80名 )

デイサービスセンター (A型 )事業

受託

シヨートステイ整備 (入所定員20名 )

在宅介護支援センター事業受託

デイサービスセンター (E型 )事業

受託

特号に 護老人ホーム射水万葉苑拡張

特養 (30名 )、 ショートステ/

(20名 )言150名増床

特養 (110名 )、 シ三―トステイ

(40名 )言i150名

デイサーーヒス (45名 )

ケア八ウス万葉開設 (定員70名 )

甕建設概要

1施設名称
2所 在 地
3設置経営
4`敷地面積
5.建物概要

フ 施設特徴

8 併設施設

9工事概要

特別養護老人ホームニ上万葉苑

高岡市二上田]1004番地
社会福祉法人 射水万葉会

6,18099111
6.38501n,建物延面積

(内訳)特別養護老人ホーム  4,418.88市
ショートステイ 846 35nn
地域交流スペース   356,フ 81●
デイサービスセンター  60436扇
在宅介護支援センター  158.64n,
建物構造 鉄筋コンクリー ト造5階建

6施設定員 特号1養護老人ホニム     80名
ショートステイ専用居室   20名
(居室)l人部屋  48室   48名
2人部屋  2室    4名
4人部屋  12室   48名 1:=対応|

合 計 62卒   100名
件環境 ユニット型 (12ユニット)
デイリービスセンター   30名
在宅介護支援センター

設計管理 粽サン プラニングシステム
砲工業者 建築 東亜建設工業樹

空調 新菱冷熱工業絆
電気 柴田電気工事総

工事期間 着工 平成 14年 5月 25日
竣I 平成 15年 2月 28日

平成 18年 4月 1日

-5-



参考図)2階フロア 居室

集会室・機能訓練コーナー・

特養シヨー ト面接室・静養室

201～ 205さ くらユニ

211～ 216ゆ リユニッ

201～ 220・ 食堂・談話コーナー

ケアコーナー・在宅介護会議室

。喫茶コァナー

デイサービス相談室

ット,206べ 2́10ひまわリユニット

ト・218～ 220ぼたんユニット

-6-
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ユニットケアの長所
Oユ ニットが小規模単位なので、在宅の生活に近づけていける。    ‐
0時 間の東縛がないので、入居者のペースで生活できる。
○ 時間がゆつくりで、入居者ひとりひとりに関わる時間が長い。
○ ひとりひとりと、より深く関われることで、職員は、入居者の毎日の変化にも
敏感になれるほか、入居者にも安心感をもっていただける。
O入 居者のことが、より良く理解できることから、その方に合つた介護ができ、
問題行動を減らすことができるほか、入居者と職員の間に、信頼関係が生まれ
る。
○ 入浴は、入居者本位で入つている。
0ひ とりひとりの入浴時間が長く、ゆつたりできる。
○ 拶卜泄ケアは、入居者が希望した時に、随時トイレ誘導、オムッ交換ができる。
O排 泄の訴えが、できない入居者に対しても、排泄のサインを見逃すことなく、
トイレ誘導ができるため、オムッの着用を強いることもなく、放便、放尿を減らす
ことができる。
Oオ ムツ外しを進めることができ、ADLの向上につながる。
O個 室化によリプライバシーと個性の尊重が可能であるほか、テレビの音や照
明の点灯、室温管理、臭いに伴う換気などを、他の入所者を気にすることなく、
自由に選択できる                      ...等 。



ユニットケアの短所

O要 介護度など、入居者の状態によつて、関わりに差がでるほか、自立の方に
関わる時間が少なくなるためt不公平感がある。
○ 入居者同士の相性が合わない場合、居室やユニットの変更が容易ではない。
○ 入居者と職員の相性が合わない場合、仕事がやりにくく、入所者も気まずい
思いをする。

上    O職 員ひとりひとりの介護力に、差が生じやすく、均―の介護になりにくい。
7    0個 室化により、居室での転倒など、死角での事故が起こりやすく、安全面に

不安がある。
○ 入居者の性格によっては、過剰介護になりやすく、自立支援の妨げになる場
合もある。

○ 従来ケアより人手が多くかかる。



個室の持つ利点

○ プライバシーと個性の尊重

○ テレビやラジオの音に対しての自由選択

0照 明の点灯における光の自由選択
上   O温 度 (室温)管理の自由選択
J
I

Oにおいに伴う換気の自由選択        ‐

0他人べの気づかいが少なく、ストレスが著しく軽減される。



平成22年 8月 20日
介護給付費分科会

全室個室とユニットケア

魃貪迭Å豊ポhA無覺麺な幅宦



老健施設の混合型施設に対する評価は、
ユニットケアヘの取り組み、ケアの質の向上を
目指したものとして積極的に評価すべきである

全室個室の推進のためには、

施設整備のための財源確保が必要である

ユニットケア推進のためには、

介護報酬上でそのケアの質の評価が必要である



住まいの機能である特別養護老人ホーム (介護老人福祉施設)
については全室個室推進のながれがあることは理解する。
老人保健施設については在宅復帰施設という役割から、必ずし
も全室個室ュニットの必要性はないのではないか。

指定(開設許可)は都道府県知事によるが、開設から4年も経過
していれば、当然厚労省も把握していたはずであり、平成18年か
ら混合型で指定(開設許可)を受けた施設が出ている。

(社 )全国老人保健施設協会としては、厳しい経営環境の中で、

個室化を推進し、かつ、ユニットケアに取り組み、質の高いケア

提供の試みとして、積極的に評価しているところである。
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(社 )全国老人保健施設協会の三人事業

急性期医療の変貌、85歳以上の利用者の増加、家族や地域
の介護力の変容等による入所期間の長期化という背景が存
在するとしても、第二特養化という批判については甘受せざる
を得ない面も存在する
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ケアマネジメントシステムの構築 (R4システム)による
地域包括ケア・施設ケアの質の向上

認知症も含めて、利用者の時系列的な状態像変化を
把握するための研究事業(コーディング研究班)

介護職等人材確保のための処遇改善事業としての

各種研修・教育事業の展開



しかし、経営基盤が脆弱で全室個室化が困難

|という現状がある

ユニットケアは少人数処遇による個別ケアの

質の向上を目指すマネジメント技法である
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平成19年度 全体

(平均定床数 :918床 )
通所定員 :35.4

平成20年度 全体
(平均定床数 :93.1)
通コ庁定目: 36.3
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改修型ユニットケアと人員配置

3階フロア:40床
(4つのユニット)

2階フロア:40床
(4つのユニット)

1階フロア:20床
(2つのユニット)



口:保審一介護給 7、ナ費分科会

第67回 t1228.20)I資料 iJラ

一部ユニット型特養整備に関する発言要旨

2010年 8月 20日
特養をよくする特養の会

代表  池田 徹

1 特養の個室ユニット化は、人権の問題です。
国は、2003年 度以来、新設する特養は個卒ユニット型を基本とする政策を継続 して
きました。しかし、昨年、緊急整備対策に関して、多床室の整備を認めることに方針転換

したともとれる通知を発 し、これも要因になって、一部の自治体が個室ユニット (※ )と

多床室の合築型特養を整備 しようとしています。

居室の定員が 1人か 2人以上の何人部屋かは、次元が異なる問題です。赤の他人が平均

4年強、長い人は 10年以上暮らす居室に複数の人が暮らすことは、通常では考えられな
いことです。 2003年 度以降の国の方針は、高齢者の人権と尊厳を守るためには個室ユ
ニットが必要という理念に基づいたものと思います。

昨年の通知は、誤解を招く不適切な内容でした。国は、率直にそれを認め、あらためて、

国は、個室ユニット型の整備が基本方針であることを明確にしていただきたい。

個室ユニットケアとそれ以前から行なわれてきた大人数のケアとはケアの根本的なあり

方が異なります。すなわち、大人数のケアは、ハー ドソフトとも、病院をモデルに、見守

り易さ、介護のし易さ、管理のし易さなどケア者側の都合を優先し、その範囲で利用者の

QOLを追求してきたと言えましょう:これに対して、個室ユニットケアは、利用者の尊厳、

QOLを第 1の優先課題として、それに対応するケアのあり方を根本から考え直すことを前
提にしています。したがつて、ケアの理念、技術を 180度転換することが求められます。

今後整備される特養に個室手ニット型と従来型のハードが共存すれば、同一施設内で、180

度異なるケア理念、技術が求められるケアが共存することになりかねません。

その意味でも、一部ユニット型施設の新設には大きな問題があると考えます。

※新型特養は、正確な制度名は「小規模生活単位型」特養であり、「ユニット」とは小規模

生活単位がその本質です。認知症グループホームがそうであるように、50人、 100人
という異常な生活単位をできるだけ家庭的な生活の仕方に改善していこうというのが、個

室ユニットの基本的な考え方であり、児童 。障害施設の小舎化、認知症グループホームの

登場などの流れを受けて、 10人程度の「小規模生活単位」が設定されたものです。ユニ
ットケアとは特別なものではありません。個室ュニット特養は、「家庭に近い生活単位によ

る個室特養」と言い換えてもよいでしょう。
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2 2003年 以降に建設された一部ユニジト型特養、老健で、ユニット部分に誤つてユ
ニット報酬が支払われた事業者には、報酬の返納を求めて下さい。

一部の自治体から、 2003年 以降に建設された一部ユニット型施設のユニット部分に
ユニット報酬が誤って支給されたことに対し、自治体から、報酬返還を免除するよう要請

がされていると聞きます。

しかし、同じ条件の一部ュニット型施設で正規の介護報酬を請求していた事業所がある

のに、誤請求をした事業所のみ救済することは、公正を欠きます。そうなると、正規に請

求してきた施設にも、さかのぼって追力日支給した上、利用者から差額の自己負担分を徴収

しなければならなくなります。

しかし、だれが読んでも誤解しようのない明確な通知が発せられたにもかかわらず、誤

支給した報酬の返還が免除されたり、まして、正当に支給した事業者に追加の支給まで行

なうとなれば、通知内容が不適切であつたということに他なりません。

っまり、ユニットケアの実態がある一部ユニット型施設に個室ユニット報酬を支給しな

いとした判断は間違いだったから、正規の報pllを請求してきた一部ユニット型施設にも、

さかのぼって報酬の差額を支払うのだという論理になります。国がそれを認めるのでなけ

れば、報酬は返還する以外にあり得ません。

誤支給は、自治体が通知内容を理解していないことによって発生しました。したがって、

当該自治体は、返済資金の長期、低利 (ま たは無利子)融資等によって事業者の救済を図

るべきです。

3 -部ユニット型と全室個室ユニットのベッド整備数に大きな差がなくなるようにする
ことが可能です。 (多床室整備に拠らなくても待機者対策が可能です。)

当会が、別途提出した「提言書」の「提言 1」 で試算した結果、 80人定員で居室面積
10.65ポ の全室個室ユニット型建設に必要な床面積で、居室面積 10.65ピ の個室
ユニシト型と4人部屋を半々 (個室ユニット40人、 4人部屋 40人)と する一部ユニッ
ト型を造った場合、 86人定員になる (ベ ッド数 7%増 )こ とがわかりました。また、現
在 10人が基準のユニット定員を増加 したり、廊下幅等の基準を緩和すれば、さらに差は
縮まり、ほとんど差がなくなります。

わずかな定員増のために、向こう40年近く使用する施設を 4人部屋にすることは、次
代に負の遺産を残すことになります。

4 個室ユニット型に低所得者が入居することが可能になります。(多床室整備に拠らなく
ても低所得者対策が可能です。)

「提言書」の「提言 3」 で試算した結果、 6万円のホテルコス トを 5万円に引き下げる

ことが可能です。現在、補足給付により、保険料区分 1、 2段階の人は自己負担 2万 5千
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円、保険料区分 3段階の人が自己負担 5万円です。ホテルコ不 卜が 1万円下がることで、
1、 2段階の人は多床室 (1万円)と あまり変わらない負担になります。 3段階の人の自
己負担は4万円になりますが、 3段階の所得幅がかなり広い (80万円～ 266万 円)の
で、 80万円近辺の人には引き続き重い負IEで あり、この層の人への支援策を講じること
が必要です。

多床室の負担は水光熱費の 1万円のみなので、確かにその差はまだ大きいと言えますが、

次項で述べる理由により、新設する多床室は、 1万円の自己負担では経営が困難になりま
す。経営が困難になるにもかかわらず多床室を造れば、人件費の節減などにより入居者の

ケアや生活の質に悪影響をもたらすことになりかねません。その観′点からも、特に第 3段
階前半の人に対する補足給付の補強または家賃補助の仕組みをつくり、個室ユニット型に

低所得者が入居できる仕組みを造ることが優先課題です。

5 入居者から1万円の水光熱費を徴収するだけでは、新設する多床室施設の運営は困難
です。

「提言書」の「提言 2」 で試算したように、例えば「試算●-80床 /返 済期間 30年
/少 額修繕費で試算す る場合」 です と、居室 lo.65ぽ の個室ユニ ッ ト型

施設 の居住費は 49, 463円 なのに対 して、多床室は 40, 989円 とな

ります。つま り、個室ユニ ッ ト型 と多床室の コス ト差 は 9, 00o円 足 らず
なのです。個室ユニ ッ ト型 はこのコス トを入居者 (補 足給付 を含む )か ら徴
収す ることができますが、多床室は 1万 円の水光熱費 しか徴収 できません。
したが つて、 3万 円余 りの コス トを事業者 が 自己負担 しなけれ ばな らな くな
ります。 これは、 80人 定員で半数 が多床 室の一部ユニ ッ ト型施設です と月
間 120万 円、 1年 で 1440万 円 とい う重い負担 にな ります。
事業者 が この負担 に耐 えるには、人件費 を中心に経費の削減 を行わ ざるを

得ず、入居者 のケア、生活 の質が低 下す ることは避 け られ ませ ん。

また、 もし、 このコス トを 自治体が独 自に補助金で拠出す るのであれ ば、

これ は本末転倒 にな ります。その財源 があるな ら、低所得者が個室ユニ ッ ト

型に入居 できるよ うに家賃補助等 を行 うことができるのですか ら。

以上のことか ら、待機者対策、低所得者対策 として多床室を整備するため

に、一部ユニッ ト型施設 を新設す ることは、合理的な選択 とは到底思えませ

ん。

国 と、 自治体は、協力 し、すべての人が個室ユニ ッ ト型施設 に入居できる

よ うな施策 を推進 して下 さい。
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特別養護老人ホームにおける多床室整備に関する提言書

2010年 7月

1特養をよくする特養の会

特養ホームを良くする市民の会

特養は2002年まで4人部屋が主流でしたが、それ以降個室・ユニット型の「新型特養」
が制度化され、昨年まで、新設する特養は個室ロユニット型を基本としてきました。また、20
03年以降にできた特養が一部ユニット型 (多床室と個室ロユニットの混合型 )の場合、ユニ

ット部分に従来型の介護報酬を適用してきたのも、特養は個室・ユニット型を基準とすると

いう国の方針によるものです。

ところが、昨年来、いくつかの地方自治体から、下部ユ■ット型特養の建設を認め、ュニ

ット部分に新型特養の介護報酬を適用するよう、厚生労働省に対する要望が相次いでいま

す。このような要望の理由として個室“ユニット型は居住費口食費などの自己負担が重く、低

所得高齢者等の利用が困難だから多床室が必要であるということが挙げられます。

しかし、以上のような理由で多床室を新設することは、個人の尊厳を規定した介護保険

の精神からも、絶対に避けるべきです。高齢者や障害者が日常生活を送る場が、プライバ

シーが守られるよう個室が基本であるべきことは、個人を尊重する憲法を持つ先進国とし

て当然です。生活施設の居室が 1人か2人以上かの議論は、単なる人数の違いではなく、

もつと本質的な違いなのです。

生活の場である特養には、個人の尊厳が保たれるべき暮らしが実在し、その中で入居者
の自尊心を守り支える個別ケアが保障されなければなりません。「強い社会保障」が目指

す高齢者施設は、個別ケアとそれにふさわしいハ∵ド(個室ユニット)で構成されることが望
まれます。

一部の地方自治体が多床室を整備しようとするのは、以下の2つの理由に基づくと思わ

れます。私たちは、以下の「提言」で、個室・ユニット型と多床室にコスト上大きな差がない

ようにできること、また多床室のほうが自治体の負担が大きくなることが考えられることを指

摘することでt2つの理由をクリアできることを提言します。

【従来型 (多床室)特養を都道府県口市町村が整備したいとする理由】
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1、 整備可能床数の問題
口特養待機者42万人といわれる中、整備床を確保したいも
・個室は多床室に比ベー人あたりの面積が大きくなり、特に大都市部などでは、土地の確

保が困難な中、多床室整備を進め、特養の待機者の緩和を進めたい。

2、 居住費の低減問題
口個室型の施設では、その居住費が高額になり、低所得者 (3段階、2段階前半の方及び 1

段階の生活保護受給者)が入居できない状況がある。

提    言

【大前提として】

大前提として、「地域主権改革法案」における、居室定員については、介護保険法の

理念である「高齢者の尊厳の保持」に基づき、「参酌すべき基準」ではなく、「従うべき基

準」とし、その基準を「原貝J居室定員1名」とすべきである。

〔1是言「1〕 ‐“……居室歯積、廊下幅などあ規制緩和により、個室・■ニット型と多床室に

面積的な大差は生じない。      (月 1紙資料「基本表」参照)

1)居住空間の広さの違い

ユニット型個室(13.20甫 )と従来型多床室の差=10耐
従来型       44.7雨 /床
ユニット(10.65面) 51.5ぶ/床
ユニット(13.20ぶ ) 54.7ぷ/床

2)10所の差をもとに出された整備可能床の差
ユニット型個室(13.20)80床 → 従来型多床室97.9床 約2.2割り増し
ユニット型個室 (10.65)80床 → 従来型多床室92.1床 約1.5割り増し
一部ユニット型特養の場合には、当然ながらその差はさらに縮まる。
ユニット型個室(13.20)80床→ユニット型個室 (13.20)50%、 多床室 50%→88.9床

1:1割増し
ユニット型個室(10.65)80床→ユニット型個室 (10.65)50%、 多床室 50%→86.1床

0.7害1増し
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*従来型であつても個別ケアが推進されるべきであり、そのためには個室的しつらえ、

少人数で利用できるリビングが必要。多床室を整備する場合には、感染症及び看取

リケアのための静養室が居室とは別に必要。これにより差は縮まる。

*廊下幅は従来型…・2.7m(片廊下1.8m)、 ュニット広域…・1.8m(片廊下1.5m)、

地域密着ユニットロ…1.6m(片廊下1.2甲 )となつており、個別ケアを推進する場合
には、地域密着ユニットまで緩和が可能(別途、バリアフリー新法は遵守)。

以上のことから、居室の面積緩和や廊下幅の緩和などにより、同一建築面積で整備でき

る床数は、ユニット型個室と従来型多床室で大差ないと言える。当然ながら、一部ユ手ット

型は、個室ユニット部分の床数が多ければ多いほど、全室ユニット個室との差がなくなる。

1ユニットにおけるユニット定員を緩和すれば、差はほとんどなくなると言つてよいだろう。

建物は、一度建てれば向こう30年は使用するものであり、後世に対して、負の遺産を残

すことになる。上記のシミュレーションによつて、介護保険法の理念である「高齢者の個人

の尊厳の保持」を無視してまで、全室多床室や一部ユニット型特養整備に転換する意味は

なくなつたと言えよう。

〔提 言 2〕 ………従来型多床室整備を行つた場合、施設整備における借入金の返済財

源が確保できない。 (別紙資料「試算表①」参照)

1)80床の特養を1床あたりの交付金350万円、自己資金 100万円、と借入金をそれぞれ

別表の通りに設定してシミュレーション

算定条件 :25年返済、39年 目に建て替え予定、その間居住費は同額徴収、修繕費3億円

従来型多床室=50,709円 /月 (水道光熱費1万円含む・返済期間は25年 )
ユニット型個室 (13.2)=63,595円 /月 (水道光熱費1万円含む・返済期間は25年 )
ユニット型個室 (10.65)=60,532円 /月 (水道光熱費1万円含む・返済期間は25年 )

別紙資料により、居住費の額はその施設整備交付金と自己資金、借入金とで大きく左右

されていることがわかるが、従来型多床室の場合t現時点での交付金における試算では、

5万円ほどになつてしまい、現在の補足給付での特定基準費用額が月額約 1万円であるこ

とを考慮すると、事業者はとうてい借入金の返済財源が確保できないことになる。

この財源を地方自治体が補助するとすれば、自治体は個室・ユニット整備以上のコスト

(交付金増額 )を要する。

自治体の交付金増額がない場合、経営基盤を安定化させるだけの収支差額を確保する
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ためには、人件費を切り詰めるしかなく3:1の職員配置に近づかざるを得ない。現在、従来
型は 2.511の職員配置を確保し個別ケアに取り組んでいるが、これは、既存の従来型が交
付金が多額に投入されていた時代に建設され、借入金返済口利子返済が極めて少額であ
るために成車しているにすぎない。よって、現在の交付金で整備すると、現状の従来型より
も職員配置は厳しくなり、個別ケアから遠のいてしまう。
一方個室ユニットの場合は、特定基準費用額は6万円であるため収支差額が一定程度
確保でき、これにより2:1の職員配置、研修の充実、新たな事業展開、低所得者減免制度
の活用などサービス向上に向けた様々な取り組みを行うことが可能となり、個別ケアの推
進が図られる。

この違いを把握した上で、多床室整備を進めようとしているのかの確認が必要である。

〔提 言 3〕 ………補足給付の上限額を引き下げ、居住費負担を低減する。

(別紙資料「試算表①②③」)
1)現時点での居住費の差

算定条件:25年返済、39年目に建て替え予定、修繕費3億円
従来型多床室=50,709円 /月 (水道光熱費1万円含む)
ユニット型個室(13.2)=63,595円 /月 (水道光熱費1万円含む)
ユニット型個室(10.65)=60,532円 /月 (水道光熱費1万円含む)
*個室の居室面積の緩和だけでは、居住費は3000円ほどしか下がらない。

2)居住費算定条件の見直し

居住費の算定条件は、自己資金、借入金、利息、修繕費、水道光熱費であるが、一部
の自治体では、修繕費は、借入金返済後も同額の居住費を徴収するとの考え方により、
居住費算定条件には組み入れないとするところもある。(例 京都市など)

3)居住費算定の修繕費を少額に設定

算定条件 :25年返済、39年目に建て替え予定、その間居住費は同額徴収、居住費算定
に組み込む修繕費1億円。それ以外は収支差額の積み立てにより対応可能。

従来型多床室=46,323円 /月 (水道光熱費1万円含む)
ユニット型個室(13.2)=59,209円 /月 (水道光熱費1万円含む)
ユニット型個室(10.65)=51,761円 /月 (水道光熱費1万円含む)

*13.2面の個室 63,597円 →59,209円
*10.65面の個室60:532円→51,761円
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4)3)の条件でさらに返済金の返済期間を延長する
算定条件 :30年返済、39年 目に建て替え予定、その間居住費は同額徴収、居住費算定
に組み込む修繕費2億円。それ以外は収支差額の積み立てにより対応可能。

従来型多床室=40,989円 /月 (水道光熱費1万円含む)
ユニット型個室 (13.2)=52,106円 /月 (水道光熱費1万円含む)
ユニット型個室 (10.65)〒 49,463円 /月 (水道光熱費1万円含む)

*13.2酒の個室 63,595円→52,106円
*10.65面の個室60,532円→49,463円
以上のことから、居住費を最大5万円近くまで低減することが可能である。

以上のように、交付金増額 (200万円→350万円)、 開設準備交付金創設 (一床 60万円)、

介護報酬の引き上げ(2009年度)により、現在、個室ュニットを整備する場合には試算の結

果5万円程度まで居住費の低減が可能である(居住費の低減を既存の個室ユニットに適用

するか否かについては、別途、詳細な検討が必要である。
‐
また地価が極めて高額な地域で

は、土地費用についての整理が必要である)。

新たな多床室を整備するのではなく、上記の対応策によって個室ユニットの整備を進める

とともに、既存の従来型施設が個別ケアを推進し、時期をみて個室ユニットに転換できるよ

うな対応策を別途講じて頂きたい。

なおt生活保護受給者のユニット型個室への入居の問題については、法的には必要に

応じて入居できることになつている。これについては、先の福田内閣の時に正式に国会答

弁で回答されているため、各自治体に於いて判断されるべき内容であると考える。

:参考資料はt基礎資料として、井上由起子氏 (国立保健医療科学院)により整理されたも

のを使用し、特養をよくする特養の会にて整理した。
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【基本表-80床/返済期間 20年 /修繕費有りの場合】 14L由起子氏 (国立保健医療科学院)の整理による。)
該当数 デイあり デイなし 定員鉢居 +側 ) 坪単価 ■床あたり延べ面積 =床あたり建設単価ユニット型 12007年 7月～

"08年
11月 ) 30 681 547 1,12323

デイあり 589
デイなし 531

従来型 (2000年 4月 -2001年 3月 ) 736 836 469 118548
デイあり 730 822 486 1,20846
デイなし 28 750 874 1,13156

上記データは福祉医療機構帽 牛をまとめたものであり、福祉医療機構からデータ提供を受けれ
いずれもヌ」詠のみ 刃署+デイのみ であり、GHやケアハウスなどを含めた合築1彰枷嗽修勧 らヽ外している。ユニット型ま東日和ま21X1710～ 2CK18 11、 西日本ま2)087～2008H、 従来型は20004～20013であり、̈ 自ヽ庸中′いの最後の年である。
し司れも建設費のみの値であり、設言悟聟黙中莉南調姜1爺オιていなし、 lILニ ットJ調団可データの日も点で設言艘 ドIJ除く、側 中 調揺争野ンD蜘直だつたため、設言橿艘耕斗を5%と設定し、割り戻しわ 。
このデータを読み込む祭には、以下の点に留意が必要である
1 建設剌mま、従来型は動 澤沢であつ却イめ ため高コストになりやれ 、坪朝mこそね勁法れている。→下記の表ではこの値 僻輌面836なの は使わ六 =ッ ト型り%%の坪単価設定とした 180人¨ 場合 :但室m、 4人部屋15と して、部蜃艇att vま 石室× 銑
面8万、エアコン10ス 建具10つ で1%0万ヽユニットキッチン100万×8で 800ゑ 壁量で17万円×15室 =255万ミユニット玄関25万×8=2∞ 合計で2515万円の自 )、 2515万■ 07ぽ×80床)=5747円、こオιだけ安くなる。206008円 5747円 =21X1261円、ここま
でで9759在%ま 入湘ま備品なので泊まない、露 7話から447rに コンパクト化するなかで各種の動 をヌ′拠 むことを力け ると95疇 当。)
2 ユニット型ざ イあり30、 デイなし85、 従来型はデイあり70、 デイなし28である。従来型のみデイありとデイなしで細力なデータが手元にあり、差を調べると58硫 機械的に計算すると、ユニット型のデイなしは532、 ユニット型のガイありは590と なる。
医療福祉建築協会データ (1998～

"08年
竣工 2161■l 一人あたり床面積 ユニット型∞ 37、 従来型5066と 10ぽの差 ¢瞬舶ク質の高いものに自ヒしているので床面積が大きし,

上記 二つからみて、従来型とユニット型の議ま10ピと考えるのが妥当。
よつて、132ユニット型80床=従来型979床、lo 65ユニット型80床=能 lJ社 となる。132な ら22害1増し、1065なら15割噌し、この差をさらに縮めるためには廊¬幅の緩和、ユニット定員の緩和などが考えられる。一方で、個別ケア推進のために1晰鍮 であっても個室
自|しつらえ、食堂分散などヽ ィ島 双方を考え秘工 害1増し麹まさらに縮むが、則額勺な蜘自劇出すことは既

←従来型より試算
←従来型より試算

１
０
‥

80床●讚 肉 ユニット型 (1069 ユニット型 030
暇 麟 ″メ、 |1111111111111 1■ 1515 換 7

ピ単価 195,707 2∞ 硼 206,008

勘 剤甲 699.849,714 848752155 901,490.153

設計監理料 34,992,486 42,4371608 45,074,駆

備品費 62,986,474 81,134,114 81,134,114

建物費用総合 797828674 972,323,877 1,027.698.775

千1診 86,690,077 121,24Q128 132,204,357

=床費用 %の み) =廂ジη費 休1自なり 9972858 12,154,048 12.846235

‐床建物費 いり,いの 11 0FD6 484 13,669,550 14.498,789

建物費用 交付金 280囲硼 280,000,000 280 m m
自己資金 80鰤.爾 80爾,鰤 80,鰤.鰤
借ス金 437開 .674 612,323,877 667,698,775

禾」,自

`)
86690.077 121240128 132,204,357

借入り図澪¥十 524,518,752 733.564∞5 η9,903,132

従来型とユニット型の詢訴■0鋭 ユニット型547魏
132-1065=255、 内法→壁芯=88%で 29、 部屋の間口、3-圏 ∞、o2X用廊下15=03、 合計で32
従来型はユニット型の9,■繰 ←ニツト型は上記から計算ミ従来型はュニット型の95%

5賜

9賜
野1晨ゼニ糞 轟 、雹場書な

'散

ド3欲緻 浴槽嶽 8+翻、W椅子テーカ レキッチンカラ ン2rm&車 2T、

3,mD,囲  (いずれも3Ю 刃床 郊砲
lonO∞  (し ずれも100万床 自己め
18%、 燿 20焦 価量2憔 緋

緩和による効果 :=床低減額 :66,339,128、 (含利自):829,239 1//つ写単位 :34551の /日判立1137/20鋼 質還

11lII1lll1701

水道光熱費 1万円

←20年筒急所野口分

:各種基礎データは医療福祉建築協会および福祉医療機欄こよる「建物整備と泄ひ経営J
e城 20老ノ入ィ剰り から魏
:2∞1年度従来型データの申
:建設費算試 居住費算定力ま、井上由起子氏 自立側超殉粛針引い o轡田こよる。

離 報 物 ・自己飴 80,鰤,m 80爾囲 80,爾,鰤
建物・借入金 437,828,674 612.323877 667,698,775

物 ・禾ll診 86.6∞,Oη 121.240.128 132204357
1回 目制 Ю～15午司 lЮ∝OCm l①,m`爾 lЮ oulc加
2[]目言受備議逗新レ0^‐25笙ヨ暖つ lЮ佃 oul l①,m,鰤 lrll.囲 鰤

31」 日赫 史力(Ю ■■百) 1∞鰤 鰤 lЮ,囲,爾 150,Cal.囲

淮背 多ヽ靭 親 憮検費 10.爾 10,鰤 10.鰤
201ヨ増5へ

`」

返P斉 4113661 ||111111■ 11:152:827
El■費 00憫 115113661 ||'||11166264
居 l■e υo鋼廠J一 日 |■690 ||11111111!|1210671 |∵1412186

脚 132011:|



【試算●-80床 /返済期間 25年 /修繕費有 りの場合】 併上由起子氏 (国立イ卿却鏃酬引り の紡 ―夕を基に 鴫養をよくする4響この会」力理理する。)

―
贔
Ｏ
ｌ

床面積耐人

ポ単価

勘 剤明

訴 剛

備品費

霧 用船

禾」′自

`)
=建 物贄 体J′自、なD

・
酸 休1′目週

交付金

自己資金

借入金

禾」′自

`)
借入金崚鶏錆十

建物・自己資金

物 ・伊 金

廻レ吻・禾1′自る)

1回目設備更新(10～15徊
2回目設備更漸αO´25争厠
3回目設備更新00年均∋

悧 暉引呆守繊

25年借入金返済

447

195,707

699,849,714

34,992,486

62,986,474

797,828,674

110,332,826

9,972,858

11,352,019

280,000,000

80,000,000

437,828,674

110,332,826

548,161,500

80,000,000

437,828,674

110,332,826

150,000,000

150,000,000

0

10,000

40,709

51.5

206,008

848,752,155

42,437,608

81,134,114

972,323,877

159,816,532

12,154,048

14,151,755

280,000,000

80,000,000

612,323,877

159,816,532

772,140,409

80,000i000

612,323,877

159,816,532

150,000,000

150,000,000

0

10,000

50,532

547

206,008

901,490,153

45,074,508

81,134,114

1,027,698,775

174,269,380

12,846,235

15,024,602

280,000,000

80,000,000

667,698,775

174,269,380

841,968,155

80,000,000

667,698,775

174,269,380

150,000,000

150,000,000

0

10,000

53,595

132,lo 6o=255t内法■壁芯■88%で 2ュ 音隆の間口、3000‐2800、
02×片廊下15=0よ 合計で3.2    1 ,

従来型はユニット型の95%設定

500%

900%→ ←ニット13.2=ユニット106D

3,500,000 (い リツ■も350,互 //`床  ぢさ「たCD

l,000,000(いずれも100万/床 自己鶴
1.8%、 償還25年、据置解秋 渤 等   :

編 酬こよる効果 :一床低減額 :69,827,746(含利′自0 :872,8468

月単位 :29∞ 49/日単位 :957/25年償還

水道光潔噴 1万円離 費 05憫                     50,709           60,532          63,595

居住費 05年筒D一日         1,668      1,991      2,092



【試算―②80床 /返済期間 25年/少額修繕費の場合】 併上由起子氏 (国立イ剰建E錫悧引囲 の難 データを基に賄養をよくする犠 の剣 力灌理する。)

‥

“
ユ
ー

床面積改人

ポ単価

建物費用

設計監理料

備品費

建物費用総合

禾」′自

`)‐颯 休J息なLl

一床建物費 休り′自込 )

交付金

自己資金

催ワヽ 金

利息分

イ昔スイが反済に半汁

建物・自己資金

建物・借入金

廻割勿・禾じ自

`)1回目錨 更漸血0～15徊
2回目設備更漸セ0-25争0
3回 目肩期,肯ヲ引(30年司

光認水費呵暑説点検費

25qョ曜ラヘ45反済

447

195,707

699,849,714

34,992,486

62,986,474

797,828,674

110,332,826

9,972,858

11,352,019

280,000,000

80,000,000

437,828,674

110,332,826

548,161,500

80,000,000

437,828,674

110,332,826

100,000,000

0

0

10,000

31,937

51.5

206,008

848,752,155

42,437,608

81,134,114

972,323,877

159,816,532

12,154,048

14,151,755

280,000,000

80,000,000

612,323,877

159,816,532

772,140,409

80,000,000

612,323,877

159,816,532

100,000,000

0

0

10,000

41,761

547

206,008

901,490,153

45,074,508

81,134,114

1,027,698,775

174,269,380

12,846,235

15,024,602

280,000,000

80,000,000

667,698,775

174,269,380

841,968,155

80,000,000

667,698,775

174,269,380

100,000,000

0

0

10,000

44,823

132-1065=2.55、 内法→壁芯=88%で 29、 部屋の間口、30∞い2800、 0.2×用廊下15三
〇3、 イド言十■,32

従来型はユニット型の95%設定

500%

900%→ (ユニット132=ユニット1065)

3,500,000(いずれも350万/床 交仕ω

l,000,000(い ずれも100万/床 自己輸
1,8%、 償還25年、据置 3年、元金均等

緩和による効果 :一床|口成額 :69,田 7,746(含利′自0 :872,846.8

月単位 :29∞ 49//日単位 :95.7/つ 5年償還

水道光熱費 1万円

1111

|ヽ 1

‖軸勝
11

贈      (25卿                     41,937           51,761          54,823

居住費 ●5年償a一 日            1,380         1,703        1,803

1,874



【試算0-80床 /返済期間 30年/修繕費有 りの場合】 併上由起子氏 (国立(麟 科学り の霧 ―夕を基に 鴫養をよくする犠 の会」力理理する。)

ｌ
“
Ｎ
‥

床面積ふ・＼

耐単価

建物費用      .
薔 剛

備品費  |

建物費用総合

禾け′自

`)
=颯 休じ自、なし)

■床建物費 悧′自込 )

交付金

自己資金

借ヌ金

禾」′自るか

借入金囲鷺錆十

建物・自己資金

物
・
催 し へ ∠ 〉

廻劃勿・禾11′目

`)1回目設備珈 0～15知
2回目設備更噺砲0-25年萄⇒

3回目言劇
'情

更潮く30年司

光勲床勢 守点検費

25牲ス論返済

447

195,707

699,849,714

34,992,486

62,986,474

797,828,674

130,035,116

9,972,858

11,598,297

280,000,000

80,000,000

437,828,674

130,035,116

567,863,790

80,000,000

437,828,674

130,035,116

150,000,000

150,000,000

150,000,000

10,000

40,127

515

206,008

848,752,155

42,437,608

81,134,114

972,323,877

187,3711106

12,154,048

14,496,187

280,000,000

80,000,000

612,323,877

187,371,106

799,694,983

80,000,000

612,323,877

187,371,106

150,000,000

150,000,000

150,000,000

10,000

48,600

547

206,008

901,490,153

45,074,508

81,134,114

1,027,698,775

204,315,825

12,846,235

15,400,182

280,000,000

80,000,000

667,698,775

204,315,825

872,014,600

80,000,000

667,698,775

204,315,825

150,000,000

150,000,000

150,000,000

10,000

51,243

13?二 1065〒?55、 内法■壁記←88%で 29、 音阻 の間口、30oい→28oO(02×用廊下1:51
0.3、 合計で32             ■      | ‐ ‐  

‐
■

従来型はユニット型の95%設定
・             ‐      | ‐                            |‐  ‐| ‐

5000/0

9000/0→ l_‐ニット132‐ユニット1065)・   ‐       .    ‐

3,500,000(ぃずれも350 /ヽヽ 交仕斜 |
1,Of10,000(いずれも100万/床 自己飽
18%、 償還36年、売置3年、元金均等

‐
‐        |

`肝

叫こよる効果 :下床低減額:72,319,617輸利′自):90,9952
月判立:251110/日 単位:82.6/3o年償還 ‐ ‐   ‐

水道光潔噴 1万円離 費 130年準装D             50,127       
“

,6C10       61,243

居住費 00年償週 一日         1,“ 9       1,928      2,015



【試算0-80床/返済期間 30年/少額修繕費で試算する場合】 GF L由起子氏 (国立中 学り の場齢け―ゞ夕を基に鴫養をよくする4撼:の剣 力灌理する。)

Ｉ
一
ω
‥

床面積耐人

ぽ単価

酸 用

詣 剛 |

備品費

建物費用総合

禾ll′宝じ゙

=床建物費 休J′自、なD

=床建物費 休り′自Oυ

鵜

自己資金

借入金

禾暉′自る)

右彗ノ、金が』壺斉イト言十

建物 。自己資金

建物・借入金

翅劃勿・禾J′自分

1回目設備硬噺砲0～15徊
2回目設備硬勅αO-25甲働

3[コ ロ̈ 30知

爛 水削 呆t点鑽

25年借入金返済

44,7

195,707

699,849,714

34,992,486

62,986,474

797,828,674

130,035,116

9,972,858

11,598,297

280,000,000

80,000,000

437,828,674

130,035,116

567,863,790

80,000,000

437,828,674

130,035,116

100,000,000

100,000,000

0

10,000

30,989

515

206,008

848,752,155

42,437,608

81,134)114

972,323,877

187,371,106

12,154,048

14,496,187

280,000,000

80,000,000

612,323,877

187,371,106

799,694,983

80,000,000

612,323,877

187,371,106

100,000,000

100,000,000

0

10,000

39,463

54.7

206,008

901,490,153

45,074,508

81,134,114

1,027,698,775

204,315,825

12,846,235

15,400,182

280,000,000

80,000,000

667,698,775

204,315,825

872,014,600

80,000,000

667,698,775

204,315,825

100,000,000

100,000,000

0

10,000

42,106

132-1065=255、 内法も壁芯〒88%で 29、 部屋の間口、3000‐2800、 02☆用蔀下 115三
〇3、 合計で32

従来型はユニット型の95%設定 (ユニット型は上記から調

5.00%

900%→ (ユニット132ニユニット1065)

3,500,000(いずれも350万//床 剣北鐵
1,000,000(いずれも100万/床 自己飴
18%、 償還30年、据置3年、元金均等

篇叫こよる効果:=床低減額:72,310617健沐ll自0 :903,9952
月単位 :251110/日 単位 :82.6//30年償還

水道光潔噴狙万円

内法も壁芯〒88%で 29、 部屋の間口、



高齢者ケアの後退をもたらす

「雑居部屋特養」の新設を許さない緊急集会アピール

「長生きするものだねえ～。4人部屋のときは、つらくて早くお迎えが来てほしかった。長生き

していることが恨めしかった。でも、今は、一人部屋で朝、ラジオも気兼ねしないで聴けるし、

好きなことができる。4人部屋のままで死んでしまった人は、惜しかったねぇ」

介護保険法は、第一条で「要介護者の尊厳の保持」を規定しています。この条文にてらすと、

要介護者はどのような状況にあっても、人としての尊厳の原則にそってあらゆる介護サービス

が提供されるべきです。

心身が虚弱な高齢者が長い年月暮らす場として相部屋はふさわしくないこと、とりわけ認知

症になった高齢者には過酷な環境であることが 1990年代に入り明らかになりました。国は、介

護保険制度の理念にもとづき、2002年 、「個室ユニットケア」を制度化し、特養の新設はこれに

限定するという方針を貫いてきました。将来的には個室ユニット特養の割合を7割にまであげ

るという政策方針をたてました。このことは、「全室個室ユニット特養」が標準であり、その根

拠は「高齢者の尊厳の保持」を規定した介護保険法にあるという解釈で一貫したものでした。

ところが、昨年来:い くつかの地方自治体から、個室と雑居部屋を混在させた特養の新設を

認め、ユニット部分にユニット型の介護報酬を適用するよう、厚生労働省に対する要望が相次

いでいます。理由として「個室ユニット型は居住費・食費などの自己負担が重く、低所得高齢

者等の利用が困難だから多床室が必要である」ということが挙げられています。     |
「低所得者には低所得者向け雑居部屋でよいのだ」というダブルスタンダー ドが、地方分権

の名のもとに行われることを見過ごすことはできません。低所得者に低所得者独特の低位の基

準をあてはめるのは、19世紀に猛威をら、るった救貧思想の再現にほかなりません。一部の自治

体の都合で時計の針を逆行させることは許されません。

高齢者や障害者が日常生活を送る場が、プライバシーが守られるよう個室が基本であるべき

ことは、個人を尊重する憲法を持つ国として当然です。生活施設の居室が「 1人」か「2人以

上」かは、単なる人数の違いではなく、もっと本質的な違いなのです。

特養をはじめとする高齢者介護施設は単なる箱ではありません。高齢者の尊厳と自立を支援

するための場です。施設水準が低下するとすれば、高齢者介護に携わる介護従事者のモラール

を低めることにもつながることは各種の高齢者現場の調査をみても明らかです。

「地域主権一括法」では、特養の居室定員は自治体が条例で定めることができるものとされ、

国の示した基準は単なる「参酌標準」の扱いになろうとしています。これはきわめて危険です。

-14-



私たちは、介護保険法で規定されている「個人の尊厳」を脅かし、「負の遺産」を残すこと

になる昨今の動向に強い危機感を抱きました。今こそ市民と現場から声を上げなければという

思いで、本日の緊急集会を開催しました。国や自治体は、特養の全室個室ユニット化の流れを

後戻りさせないため、以下の措置を講ずるべきです。

■国がなすべきこと■

○ 通常国会で継続審議 |こなった地域主権―括法で「参酌すべき基準」となっている特養の
「居室定員」を「従うべき基準」と修正し、全室個室ユニットを特養のナショナルミニマム

として再確認すべきである。

○ 現在の省令・通知では、「2003年 以前に設置された一部ユニット特養」にのみユニット部
分の報酬上乗せが認められている。これに対して、いくつかの地方自治体が、「今後建設する

一部ユニット型特養」にも、ユニット部分の報酬を認めるよう国に要請している。これは「負

の遺産」を30年にわたって残すものであり断じて認められない。現行の取扱を堅持すべき
である。また、いくつかの自治体が、一部ユニット型特養に、誤つて個室ユニット報酬を支

給していたが、これは明らかに法令違反であり、報酬が返還されなければ介護保険制度の根

幹が揺らぐ。厚労省は、一部の自治体に対し報酬の返還をするよう求めるべきである。

○ 個室ユニットの特養に入居する際に、その居住費等自己負担額の高さが問題となつてい
るが、補足給付のあり方を再検討し、横浜市が実施しているような、居住費への公費補助の

新設など、低所得者も個室ユニット特養に入居できるような制度改革を検討すべきである。

■都道府県がなすべきこと■

○ 都道府県は、低所得者でも個室ユニット型特養に入居できるよう、独自の施策を検討する
とともに、国に対し、制度改革を要請すべきである。

■国と地方自治体が協働 してなすべきこと■

○ 特養待機者の問題は、雑居特養の増設では解消できない。国と地方自治体は、要介護者が
できるだけ自宅で暮らすことができるよう、在宅福祉、医療資源の拡充に努めるとともに、

要介護者が介護サービスを利用しながら安心して暮らすことができる高齢者住宅の整備を促

進するための施策を積極的に進めるべきである

2010年 6月 27日

特養をよくする特養の会

特養ホームを良くする市民の会

「雑居部屋特養」の新設を許さない緊急集会 参加者一同

-15-



・ユニットを巡る国の経過と考え

平成 12年  介護保険制度施行

平成 14年  個室ユニット型施設のモデル事業を実施

平成 15年  個室ユニットを制度化
「指定介護老人福祉施設の人員・設備及び運営に関する基準について」

(平成12年 3月 17日 老企第43号 厚生省老人保健福祉局企画課長通知)
「特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について」

(平成 12年 3月 17日 老発第214号 厚生省老人保健福祉局長通知)
「一部ユニット型指定介護者人福祉施設」とは、

①平成 15年 4月 1日に現に存する指定介護者人福祉施設 (建築中のものを

含む。)が、その建物を同日以降に改修、改築又は増築して施設の一部にユ
ニットを造り、ユニットケアを行う場合、また、

②同日において現に存する指定介護者人福祉施設 (建築中のものを含む。)が
同日において現に有している (建築中のものを含む。)ユニットで施設の一

部においてユニットケアを行う場合

は、これを一部ユニット型指定老人福祉施設とする。

(特日」養護者人ホームも同様)

平成 18年  ユニツト型施設整備の基本指針を発表
「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本指針」

(平成 18年 3月 31日厚生労働省告示第314号 )

平成26年度までに、
・介護保険施設の入所定員中、ユニット型の比率を50%以上
。そのうち、特養の入所定員についてユニット型の比率を70%以上
とすることを目標とする。

平成21年  多床室容認ともとれる通知の発出
「介護基盤の緊急整備等について」

(平成21年 5月 28日 全国介護保険担当課長会議資料)
・・。今回の緊急整備に当たって、各都道府県等において、地上或の実1情を踏

まえて、ユニット型施設以外の施設も含めて整備するという半」断もあるもの

と考えている。

-1 6-



平成 22年  個室ユニット化推進の方針を堅持
「一部ユニット型特別養護老人ホーム等の基準の解釈について」

(平成22年 3月 24日 事務連絡)
・・・同日 (平成 15年 4月 1日)以降に新設される施設の中にユニット
とそれ以タトが量をする場合には、当該施設は下部ユニット型施設に該当し
ないとの解釈を明らかにしているところで硯

「特別養護老人ホーム等介護施設の個室ユニツト化推進のための大臣方針

の発表について」 (平成 22年 4月 16日 報道発表)
ユニット型施設の 1人当たり居室面積基準引き下げ

現行 :13.2ぶ  → 新基準 :10.65面 (多床室と同水準)
二平成22年7月 29日の社会保障審議会介護給付費分科会にて了承。
8月 9日から9月 7日まで、パブリックコメントを募集中。
パブリックコメント終了後、厚生労働省令を公布、同日施行予定。

ポイント

① 平成 15年の局長通知・課長通知では、「平成 15年 4月 1日に現に存する指定介護
老人福祉施設 (建築中のものを含む。)が、その建物を同日以降に改修、改築又は増
築して施設の一部にユニットを造り、ユニットケアを行う場合」を一部ユニットとし
て認めていることから、平成 15年 4月 1日以降に建設された個室ユ三ットと多床室

咀らかである。

② また、平成21年の通知は、一部ユニットの報酬を支払うものではないこともりち
金である6

③ したがって、現行の扱いでは、新規の一部ユニットにユニット型の報酬を支払う
ことは、平成15年の局長通知・課長通知に反していると考えられる。

I
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社保審一介護給付費分科会

第67回 (H22.8 20)l資料 1-8

建物整備と法人経営

◆建設費と居住費の関係がユニット型と従来型で違う

◆従来型は現交付金では経営が成立しない

◆ユニット型のキャッシュフロニは比較的良好

◆社福減免制度の積極的活用が可能ではなしヽか

◆東京 口大阪の土地費用は別途要検討

資料整理にあたつては以下の方々にデータを提供頂きました。御礼申し上げます。
ユニットリーダー研修実地研修施設、福祉医療機構。

1:量的整備
◆一床あたり面積の違い
ユニット (13.2):54.7ぷ /床
ユニット (10.65)151.5雨 /床
従来型     :44.7ぷ /床

◆整備床数の違い
ユニット (10.65r)80床 =従来型 92.1床
整備床数の違いは1.15倍

◆地域主権 (参酌 :廊下幅ロユニット定員数)
◆個別ケア推進 (従来型 :食堂分散、個室的多床室)



2 建設費と居住費 (80床で試算 )

*1 坪単価については従来型をユニット型の95%設定で試算。
*2 交付金350万 /床、自己資金100万 /床、残額借入、借入利率18%、 据置3年、元金均等、20年 と想定
*3 建設費低減の手法については資料①を参照

ユニット型

13.2市

ユニット型

1065面
従来型
10 65rパ

一人延床面積 54.7nド 515ぶ 44.7rパ

坪単価 68.1万円 68.1万円 647万円

建物費用 901億円 8.49億円 6.99億円
5.0%

設計監理料 0.45億円 042億円 0.35億円
9.0%

備品費 0.81億 円 0.81億円 063億円

建物費用総合 1023億円 968億円 7.93億円

借入金利息 1.32億円 121億 円 0.87億円

単価 (利息無) 12846万 円 12154万 円 9973万円

居住費 (月 ) 60万円 10万円

3.事業活動収支 (80床 資料②～④参照)
収支差額を何に使うかが問われている

可〉職員加配、給与、研修充実、新規事業展開、社福減免等

開設 3年 目 r:Y F4 従来型

収

入

介護保険 257,412,498 253.304,481

居住費・食費 93,300,716 47,346,632

その他 480,000 480,000

支

出

人件費 203,692,064 174,656,04(

事務費・事業費 91,310,236 91,310,236

利息返済 11,606:983 7,611,02:

減価償却 23,115,132 17,944,86Z

収支差額 21,468,799 9,608,945

収支差額率 6.10/0 3.2%

元金返済 36,586,23J 23,990,61,

計 7.997.697 3,563,198

人件費は資料②を基準に580%に上昇した値を採用。減価償却は建物のみ。



3.試算の妥当性の検証
◆減価償却前の一床収支差額は妥当
◆元金返済後の一床残額は幅がある  (EFFl)

薄御鏃

事例 1

乙

80F薇

熊
乙
瞭

事

　

７

事例 3
その他
62床

事例 4
その他
100床

事例 5
乙

120床

収

入

介護保険 ,412 276,850 183,329 334,721 409,495

居住費・食費 93,301 101 89,777 67,029 139,945

その他 2,286 8,340 7,511 16,749 18,204

支

出

人件費 203,692 197,308 195,584 161,138 300,609 302,764

事務費・事業費 91,310 110,365 98,526 55,218 79,116 184,867

利息返済 11 607 10,703 3,039 4,873 2.583

収支差額 (減価償却前 ) 44,584 62,584 41,371 38,473 87,018 77,430

一床収支差額 :減価償却前

元金返済額 36 586 39 350 19,870 23,733 33 830 3.291

―床残額 :元金返済後 100

ユニットケア実習研修施設47カ 所のうち5カ 所の値。
5

3.試算の妥当性の検証
◆実習施設 :潤沢な職員配置+妥当な給与
◆建設交付金額の違い (年次による)留意

試算

その他
80床

事例 1

乙

80床

餃
乙
味

事

　

７

事例 3

その他
62床

事例 4

その他
100床

事例 5
乙

120床

平均要介護度 40

食費  :4段 階 2,12( 1,66( 1,38( 1,38(

居住費 :4段階 3,55( 2,73( 1,97( 1、 97(

職員配置 :介護+看護 1 78: 1 56:1 1 60:1 1 75:1 1 52: 171:1

介護職の平均年齢 312薗 285篇 285斎 368斎

介護職の平均給与 300～ 350死 3,388.53〔 3,197,55, 3,304,22( 3,420,811 3,571,02(

人件費率 58 01 518, 57 6, 62 5, 63 71 53 39

建設交付金/床 350死 523死 413万 447万 673死 1330万

土地代 検討列 寄イ1 寄付 07備 25備 13備

ユニットケア実習研修施設47カ所のうち5カ所の値。



4.39年間のキャッシュフロー
開設準備金 収入2月 分 (交付金60万/床十自己資金)
回転率は初年度85.84%、 次年度以降は9538%
人件費は5年間かけて60%ま で上昇、以降固定
設備更新 (1.5億 /13年、15億円/25年、15億円/32年 )

元金返済完了 (20年 ) 法定耐用年数 (39年 )
700,000

600.000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

100,000

200,000

ここに対する

支援は必要

4 39年間のキャッシュフロー

20年 目の額

(償還終了)

39年目の額

(法定耐用年 )

ユニウト型 20,198,864 654,372,813

従来型 -96,454,653 157,247,331

‐
従来型の経営 をユニ ッ ト型 と同 じにす る手段
○交付金増額
○自己資金が潤沢な法人による整備 (地方、再生産 )

上乗せ交付金額 120万/床 520万 /床

年換算 (80床 ) 20年 :480万/年 39年 ,1,066万 /年



5.社会福祉法人による減免制度
◆従来型とユニット型の所得段階
双方ともに第二段階が60%を 占める (資料⑤)
ただし第二段階の所得階層には幅があると考えられる
(大企業退職者の専業主婦で世帯分離をした方)
(国民年金に満たない収入で家族による支援がない方)

◆社会福祉法人減免制度による家賃補助
世帯分離、補足給付の見直しを行い真の低所得者に補助
定員80名の60%=48人  → 半数の24人に1万円の補助
ユニット型 2.5万 /月→1.5万 /月  従来型 1.0万 /月
24人 ×12月 ×1万円=288万円/年 (法人と行政で1/2負担)

●
自治体   :スライド8と比較
社会福祉法人 :スライド4、 スライド7、 資料③と比較

9

建設費低減の各種手法 資料①

1床あたり単価 =ぷ単価 X l床あたり床面積

◆建設費低減手法 (法人単位 )
コンパク ト設計 (―床45面程度は十分苛能)
ぷ単価低減 (木造耐火2× 4工法t ttKES工法等)

◆建設費低減手法 (制度設計 )
地域主権 (参酌 :廊下幅・ユニット定員数)
上乗せ基準緩和 (2階耐火 → 2階準耐火)

10



資料②
◆給与以外は各種統計データを参照
◆4段階以上も標準月額で設定

前提条件 (地域区分 :その他 )

収

入

介護保険
平均要介護度382、 回転率9538%(と もに平成2010実態調査 )
加算はユニッ ト型、従来型とも60単位/人

居住費・食費
ユニット型 :4段階以上 1970円 (居住費)、 1380円 (食費)
従来型  :4段階以上  320円 (居住費)、 1380円 (食費)

その他 500円 /人

支

出

人件費

介護  + 看護  :ユニット型 1フ8:1 従来型 25011
収入に占める割合 :ユ ニット型 568% 従来型 5690/9
試算は 3年 目で各5800/c数 値 (5年 かけて60%に上昇、その後固定)
法定福利費 15%(常勤職員のみ )

事務費 口事業費
ユニット型収入の26%(給食11°/g、 材料費 消耗品費20/o、 一般経費130/o)
厨房委読

利息返済 返済が一番厳しい3年次目あ値 (1806.20年償還、3年据置、元金均等)

減価償却 建設費のみ39年 で定額制。備品は減価償却に組み込まず。

元金返済 20年 、元金均等

◆職員配置は実態を反映

◆給与は処遇改善を前提とした値

資料③

年間給与 (万 ) r - rr Lftrj 従来型

管理者 1名 1名

生活相談員 2名 2名

介護支援専門員 480 1名 1名

管理栄養士 1名 1名

事務 600,400,350 4名 4名

看護 (常勤 ) 480,430 1名 ,3名 1名 ,3名

看護 (非常勤 ) 1名 1名

介護 (常勤) 350,300 8名 ,20名 2名 20名

介護 (非常勤 ) 12名 10名

介護のみ 2 00 : 1 2 50: 1

介護+看護 1 78: 1 2 17 1 1

人件費率 56 80/0 56 90/0

地域区分はその他地域 として試算。



資料④
特養職員配置 (介護職)実態

定員数
利用

人数
介護
配置

80人

定員で

全体 422,703*2 416,052*2 2.40*2

従来型 333,132*2 327,801 2_52 31.7人

ユニ ッ ト型 89,571*2 88,138 2.04*1 39.2ノ｀

Ⅲl:経年変化を踏まえたュニット型施設の運営実態と地域におけるユニットケアの啓発に関する調査研究事業 平成22年 3月
(社会福祉法人 浴風会 認知症研究 研修東京センター H21121現在)

Ⅲ2:平成20年介護サービス施設・事業所調査 (厚生労働省 H20101現 在 )
職員配置は在所者数あた り。赤字部分 |よ機械的に計算。 ネ 2は全数調査。 *11ま全数配布で回答率3008%         13

特養入居者の所得分布
資料⑤

調査 1 調査 2

従来型
(N=9,830)

ユニッ ト型
(N=6,452)

ユニッ ト型
(N=38,742)

第一段階 9.8% 1.50/0 1.2%
(675%)

第二段階 56_50/0 57 80/0 60.30/0
(5090/6)

第二段階 i5_40/0 15_40/0 17_0%
(477%)

第四段階～ 18.4% 25.30/0 21.60/0
(1890/0)

費用は介護保険負担・居住費・食費の合計。要介護 4の場合。いずれも低所得者減免込み。
各段階の ( )内 %は世帯分離率。

調査 1 ユニット型施設における入居者サ‐ビスの実態把握及びあり方に関する調査研究報告書 平成21年 3月
調査 2 経年変化を踏まえたユニット型施設の運営実態と地域におけるユニットケアの啓発に関する調査研究事業 平成22年 3月

14



資料⑥

経年変化を踏まえたユニット型施設の運営実態と地域におけるユニットケアの啓発に関する調査研究事業 平成22年 3月
(社会福祉法人 浴風会 認知症研究・研修東京センター )

門学校平成20年度就職先の増減
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一部ユニット型施設について

(指摘事項関係 )
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一部ユニット型施設に係る厚生労働省と自治体とのやりとり

○従来型・ユニット型混合施設に係る厚生労働省と自治体の考え方
>平成18年頃から、複数の地方公共団体より、多床室とユニット型施設の合築施設を整
備・キ旨定することが可能かどうか問い合わせを受けた。

>国としては個室ユニット型の整備を推進しているが、施設の指定権限を有しているのは
地方公共団体であることから、従来型・ユニット型の合築施設の整備口指定については、
最終的には地方公共団体の判断で行うことが可能である旨、厚生労働省から回答。

>上記の回答を受け、地方公共団体としては、介護報酬について、新設の従来型・ユ
ニット型の合築施設におけるユニット部分に対し、ユニット型の介護報酬が支払われる
ものと理解した。

>従来型・ユニット型の合築施設に係る介護報酬の考え方につき、一部の地方公共団体
からの照会を受け、基準の解釈通知の内容を確認する事務連絡を、本年3月 24日で
発出。

○「建築中」「改築」等の定義
・「建築中」「改修」「改築」「増築」等の定義については、通知上も限定しておらず、合理的な
解釈を前提に、当該施設の指定権限を有する地方公共団体の判断による。

○平成21 5月 28日 の都道府県担当課長会議資料
口「今回の緊急整備に当たって、各都道府県等において、地域の実情を踏まえて、ユニット型
施設以外の施設も含めて整備するという判断もあるものと考えている」
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ユニット型と従来型の差異について
○介護福祉施設サービス費・ユニット型介護福祉施設サービス費

要介護度 1

要介護度2

要介護度3

要介護度4

要介護度5

ユニット型と従来型のケアの内容の差 ■ 負担限度額  □ 補足給付支給額  単位 :万円
①集団ケアと個別ケアの相違点
コ従来型 →集団ケア:施設の定めるスケジュールに利用者が合わせるスタイル
・ユニット型→個別ケア:利用者のライフスタイルに個別に対応
(参考 )「特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について 第五 9」より

職員が1人 1人の入居者について、個性、心身の状況、生活歴などを具体的に把握した上で、その日常生活上の活動を
適切に援助するためには、いわゆる「馴染みの関係」が求められる。

②①を反映した人員配置
・現状の介護・看護職員配置状況 → ユニット型 2:1/従 来型 2.4:1(平成21年「介護事業経営実態調査」より)
・介護口看護職員合わせて 昼間常時1人以上/ユニット、夜間・深夜常時1人以上/2ユニット
ロユニットケアリーダー研修受講者を各施設に2名以上配置(2ユニット以下の施設は1人でよい)
※研修受講者が配置されているユニット以外のユニットでは責任者を決めておくことで足りる。

同条第2項より
「施設介護サービス費の額は、施設サービスの種類ごとに、要介護状態区分、当該施設サービスの種類に係る指定施設サー |

E3重t7講雹躙鶴竃墓趾塚譴暑房:新猾鴇諾著鯰瑠讐剛菫 ■

○居住費(所得段階別負担額)

ユニット型個室    従来型個室
589単イ立

660単位

730単イ立

801単位

871単位

669毒釧立

740単イ立

810単位

881単位

941単位

80単位

80単位

80単位

80単位

70単位

(参考)介護保険法

第48条第1項より
「市町村は、要介護被保険者が、次に掲げる施設サービス(略 )を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、
設サービス等に要した費用 (略 )について、施設介護サービス費を支給する。」

当該指定施  |

ユニット型個室

1段階  2段階  3段階 ¬段階 2段階 3段階
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介 護 保 険 制 度 改 正 へ の 提 言

―要介 li雙認定の廃 |11な ど利用什本位の制度に一

2010イ 116月  公益 rlilヽ‖法人 認気1り11の 人と家族の会

2000イ li υ)介 li隻保険 |1川 度発足は、|1本 υ)|:i杓 |:|1劇 度グ)ル)リ リプを根本的に変える||1来 ||「

で したt)介 I:嵯 を家族だけυ)負 111か らFll会 で支える仕利[みに転換する、必要な負1111)
1~る 、そυ)た めに保険 |1司度による

'9iし

い |1劇 度をつ くる、 とい うノブ向を日本の 1叫民が
選択 したυ)です。「家族の会」が 1980イ liυ )発足以来求め続けてきた介護の F11会 fヒが、
20イ li υ)歳 り|を経て、ベルっとそσ)|||イこ点に ′ヾ/っ たのですぃ

具体 r:勺 に |IJl度 が発足 してそのサリ比果には確かな
「
ごたえがでらりitし たぃ わiし い |||「代

が始 |に ったと実感することが出来ましたり介 |:嵯保険 |1訓 度は、今後 1)た ゆむことなく

さ「)に 充実発展 させてゆくべき||コl度 です。そのノブ向は次υ)と お りであるべきとそえ
lk・ )^)

‐ 必要なサー ビスを、誰で 1)、 いつで 1)、 どこで 1)、 利りllで きる制度
1 わか りやすい簡潔な制度
i 財汐|:を 11度の充実のためにイ「効に活用す る11度
νЧ 必要なl14汐|(を 、政府:、 |′ 1治体が公 r/・Jな ノ〔任においてrifltttす る (1川度

そυ)た めに、2012イ ltの制度改 ||:に おいて次のとお り実方Lす るよう提案 し,長 す。

l 要介護認定を廃 lllす る。
,員 ず :認定か「り||1発 司

~る υ)で |「kイrく 、 ′Tら しの |||で υ)′)「嵯υ),∠、要1ザ |:か「,||1発
司
~る
ll司 サ主に1~る 1,

2 介護サー ビスの決定は、保険者を加えた新たなサー ビス111・ 1者会議の合議に
委ねる。

3 介護サー ビス情報の公表制度は廃 lllす る。
4 介護サー ビス相lり ||の 自己負 111割合は l制 を堅持する。
5 ;Иりi(の 内、公費負夕i率 を 61いlに り|き 11げ る。
6 介護サー ビス和l川者に、作業報酬を支払 うことを認める。

「家族の会」|「に、2(X)7年 ‖ り1に これまでの「要望」に代わって、初めて「提 |:・ ″、たちが,切待する介;:雙

イカ‖倹」を打サ,出 しました..その中で5つのり,:本的なみえ方及び現行|卜」度に対するりt体的な改許|サ1案をノ六しま
したて,そ して、2(X)1)イ 116り |には 11年 4り |の改定の糸占果を踏まえてその ・部を修 ||:すると共に、時代の要|:liを

受けて財源に踏みi△み、「11福ねじ林分υ)負 11句 を盛り込んだ「2(XX)イ IJI反」を発表し上した.)2()12イ 11の改111に

|IJけた今|111のツlI:、 1サ:案はすべてこυ)「 2(X)1)イ |]1反」の Lに成り立っていまJl,

提言・私たちが期待する介護保険 2009年版 (20096発 表)
はじめに

認知り11の人と家族υ)会は、 11)80年の絆]茂以来、認知り11の人と家族が安心してオ午らせるネ11会の実現を
願つて活」llJし てきました,1人 としての t「厳が

′、1:らオし、り1に本1勺人権がイカt障さオブこノli活を送ることは、子L幼児

-1-



から高齢者まで、介護を要する人もそうでない人も、国民が共通に願うことです。その願いを実現するた

めに、2009年の介護保険1綺I度改,Lの結果を踏まえて、次のように提 |:します。

基本的な考え方

1 認知りilがあつて1)一人暮らしで1)希望する自宅で、また施設でも安心して暮らせる制度ヘ

白
′
七やナ也域で暮らし続けたいと順う人が、ケι守らオl、 4∠ 要ヽなサービスを受けられる、イ|:宅に、|〔 り,1き

を「lit｀た|1刊度に改定・1~る こと,、 施設にあつても、「1宅と「1じように過ごせ、一・人でりヽとりが人LJJにさオtろ

ヶァとノ11711環 J光がイカt障さオtる こと

2 11tり切から終末り切まで、切れ ||ない支援体lJをイ勧請すること

認知り1:υ )|ILすり1発見・診断、初サリlυ )桐 1談 。家族への支援から終末期のケア・和餃り上で、|,(療、保健、

竹

`ね

たが緊密にi lllりちしてりJれ |lυ )なぃ支援が行わオtる体|卜 Jを (“ :↓:1‐ること

3 認カリ1:があつて()“笑顔"で生きられる支援体制をオ勧情すること
認知1り 1lυ )人べ場〔族がW戒・ぶ|:会に受け人オし「,オ し、褐″Jlで ,I′)せる、1ミ う、イ11'lrグ凛椰試‖ :会参りЛIを 支援
可
~ろ
施策、|1脚 |「|ヽ |´υメ共lliにル)つた施策、lUlttυ )資ル|(づくりなどをイri本,:白くりに・ |‐・;~ν )る こと

4 介護に従 il「する人4・|‐のイル戊とfillイ呆のために待遇改 |キを鵬 tr灼にIXIる こと
′)護に従 `|「する人材をイillt、

“

イ呆ヒてヽ護υ)ネ ll会化を1た現するたν)に、′)Ii雌従 '1「者グ)/1:活が保障さオt、

安′とヽしてイ|:II「にlltり 組lN/1ろ にう待ill改 ||を継続白勺に|ズ |る こと

5 暮ら,しを支え_、 ノli活を保ド詞 ~る社会保「紹,1リケヽ
イli金イミど|′ 1分の11又人でノ1141かルヽヤリ、ア|)、  1ミ ′1′「誰保険 り`

‐一ヒ・スイ,ど ,午らしにZ、要な
‐りヽ ―ヒスが不|||||で

きるネ|:会{椰 iFI"J度を確立するこ l・

6 「ヽ 村:i杓 |:を応う)のイtlllで
「
11171バイ||:|「 li,tll l」 か 「1氏ヤ|バネ|lillt`tlll」 /Jヽ

「
||ヤ IIネ ||:|11'tll lJ か、 

‐
CI,1′だく 「 1再 l liネ |IJ′よう〉υ),tlJ l」 1/)rli`ヽ

イ果「iFil刊チ1芝であることて,′ とヽにり,`ヒ リをl liっ て
′
友′らヽしてノli活¬|‐ることができ、「遇分」で1)「過′卜」でもない

国ltυ )負 111であること

具体的な改善提案

1 イ|:七で要′):隻 4、 5の 人が支糸r)1(度符1を′超えて利用可
~る
場合は、

`ヽ

容||′ 1己

`tll lで

はなく介II隻給イヽ1を 1認ν)

る

2 ,∠、要イ賞F方 ||ll′ )「隻υ)不 |サ‖は||りill家族υ)イ「無にかかわらJヽ認y)る

13 i認知|り 1:があると認ν)「′れ/D場合には、要介i性 1以 1lυ )認定とする

4 若年サリ1認知り11の人が仕 :liを続け「,れる、Lう 支援する体|卜Jをつくり、採サ||する.1「業体/ヾま補1り」金を支給す
る

5 1U,戊包括支援センターυ)全てに「認知り1:連携1l t｀
11者
」をli己「 :するなど、地域

のコーディネート機関とし

て充実させ、介護保険給付実務は業務からliJ司
^

6 介護支援専llll;tが 中 アヽ、公 1ヽ4をイカtつことができ、質を1膏iめ、専1111Pllが発揮できるЙ可1劇とするて,1リーービス
利り11に至るまでの利1談支援に 1,報 rllを認める

7 介護従1「者の11金、労働条件の改涛を利精売的に1劇るために、利川者の負111をナ||ぺJ~こ となく、必要な対
策をi峰ずる

8 要支援 1、 要支援2t,介護保険給付の対象とし、 ■防 '1「業は 1則1勃1で行う
9 療養病床の利用者には、|卜」度の1イF移にかかわらず、現状と1司等グ)必要な|べ療と介護を保障する
1()認知りi:の人の 1貨り

'i院

人院時に、ホーノ、ヘルノ`一のイ、1き添いを認めるなど対ルトの改 iキを図る

H すべての者|`道府県、政令||「に「認知り1:コールセンター」が速やかに設rtさオしるよう,と、要な措rtを講ずる
12ノ lヽ 1)1模多機能型サービスが安定して運営できるよう、Z、要な才||「11を継続的に講ずる

13地域の家族の会など当ll「者和晰哉の活動への支援を強化する
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利用者本値を目指す

「要 鷹止』■題

新たな含意体制でサ
′
■ビス決定を

「家族の会」理事・

介護保険。社会保障 問委員会委員 田 部 丼 康 夫

‐
‐
‐
‐

機介護保険を充実発展させる立場

「家族の会Jは、2012年 の介護保険制度改正
に向けて、要介護認定の廃 ILと それに代わる手続

きを11・子とする「提言」を、6月 の総会において

決定しました。6月 21日 には厚生労働省にも申し

入れを行いました。この「提言」に対して、各方

lniか ら反応が‖1始めています。もちろん「よくliっ

た」、「日からうろこJと いった賛同の反応もたく
さんあります。しかし、中にはどうしてこんなに

感情的になるのかと思うほど冷静さを欠いた論調

や、誤解に基づく居丈高な反応も見受けられます。

改めて、この「提 F:」 の趣旨を述べます。

まず、「提言」は、次のような考え方の上に立っ

てまとめました。

1.介護保険制度を、これからも充実発展させる
べきものと位置づける

2.制度の主人公は、税金、保険料、利用料の財

源を拠出しているl■l民である

3.その立場が尊重され、制度が信頼され評佃1さ

れてこそ持続可能になる

この考えに基づいて、こうあってほしいという

利用者の立場からの率直な願いを具体化したのが
この「提言」です。

参現行認定制度の問題点

では、なぜその中心に、要介護認定の廃止とそ

れに代わる手続きの提案を据えたのでしょうか。

制度が発足して以来、「家族の会」は、要介護認

定は制度本体と不可分のものと理解し、より実情
に即した結果が得られるよう ‐貫して努力してき
ました。しかし、要介護認定のシステムそのもの

に限界があり、別の道を探る必要があるのではな
いかと感じたからです。

'I′

                        :

10

転換の大きな契機となったのは、2009年 4月
の要介護認定システムの改定です。

認知症にかかわる調査項||の肖1減提案から、要

介護認定の見直しに係る検証・検討会の終結まで
の一連の流れの中で、強く感じたのは次のような
ことでした。

①コンピュT7に よる判定基準は、さまざまな
意図によって恣意的に操作されていること、②そ

れによって介i斐度の客観的指標としての意義は著
しく低下したこと、③この傾向は財政の週迫を理

由にますます強まるのではないかということ、①
適切なサービスの決定には別の手続きも検討して

みる価値があること、⑤会議の中で利用者の立場
に立った意見は少なく、利用者の不1益は利用者団

体が積極的に発言してゆくことによってしか守ら

オ■ないこと。

その結果として、「家族の会」は、検証・検富」
・

会の終結に当たって「要介護認定の廃上も含め抜

本的な見直しを図ること」を中し入れたのです。

0より利用者の実情に即した方法ヘ
そして、要介護認定に代わり、手続き的に負

担が増えることなく、より利用者の実情に即した

合理的な手続きのあり方について検討を重ねまし

た。その結果、私たちが得た結論が、「ケアマネ
ジヤー、主治医、事業者に保険者が加わった新
たなサービス担当者会議において、利用者、家族
の状況と要望を力、まえた上で、合議によって必要
なサービスの中身と頻度を決定すること」から制

度の利用が始まるとするのがもっとも合理的であ

る、ということでした。

本来の趣旨からすれば、「ヶアマネジメント会

, ●         =こ1■   ́                          ‐  .
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議」とすべきだと思いますが、イメージしやすい

ように現実に稼動している「担当者会議」という

用語を使いました。ここに保険者が加わることに

大きな意味があります。保険者も利用者の状況を

把握した_Lで必要なサービスを判断することがで

きます。同居家族がいることによリー律に訪間介

護の家事援助を認めない、などの形式的な対応を

なくすことができます。会議への参加の際の負担

も、これまで新規中請の場合には、保険者が調査

に赴くのが原則でしたから、負担が大幅に増える

ことはないはずです。

利用者も、要望がiurlらない場合でも、その決定

の場に参加することにより制度の主人公として立

場を実感することができます。

複数の限で見て合議によって判断することによ

り、極端な恣意的要求を抑制し合理性を担保する

ことができます。また、直接状態を確認するため

現実と大きくかけ離れた結論が汁|る ことはなくな

ります。コンピュータではlo年経った今でも現

実と乖離した結論がHiて しまうことを、システム

設計者は “恥"とすべきです。

状態像を端的に表現する指標としては、介護度
に代わってこれまでも使われてきた障害高齢者自

立皮、認知症高齢者向立度を使用することができ

ます。これも合議で決めるために従来のように調

査員と主治医の結論が極端に異なる結果を欄整す
ることができます。

輸冷静で真摯な議論を

要介護認定廃lLの提案に対して、冒頭述べたよ

嬌rた _  1=驚雪:li::=t賤警:1●
=聾
' ,電臨と

': ・
13観鮮 | :書後11, 1●

=菫=|.  :■
|   ,● ■■・

||た薔:撃:だ ●′,11 ●■'ヾヽ■3■ 11ギ■ |ず |`■■1■ ■1■ |■11ヽ霞|■■驚=.:=菫 ■|=i驚 |・

うにさまざまな意見が出されています。また、介

護家族の立場からの不安や懸念も示されていま

す。新しいことが始まるときには不安や懸念が

あって当然です。私たちは制度の専Fり家ではない

ので、その全てに明確な回答をもっているわけで
はありません。特に利用者の立場からの不安や懸
念に対しては今後も真摯に検討してゆく必要があ

ります。

しかし、これまで把握している強い反対意見は

制度を持続させるために必要だという観点からの

ものであり、利用者の利益を守るために必要だと
いう意見は見受けられません。これは、2009年 4

月改定にF/1Jする検証・検討会で受けた利用者の立
14‐から発言してくれる人がほとんどいないという
印象とまったく一致しています。したがって、私
たちの意見に修iEを迫るものではありません。む
しろ、過剰と思われるような反応は、逆に私たち
に確乍:を深めさせる絆i果になっています。

要介護認定の廃 lLの提案を唐突だと感じる向き
もあるかもしれません。私たちも2009年 4月 改
定の経緯を経るまでは思い及ばなかったことです
から、無理からぬことかもしれません。また、要
介i健認定のシステム確立に携わった人たちにして
みれば、自分たちの努力を無にされたようで不快
に撃う向きもあるかもしれません。しかし、要介
護認定 lo年 の役割は認めた上でより望ましい姿
を求めての提案であることを理解していただき、
冷静で真摯な議論がなされることを希望するもの
です。               (つ づく)

|■
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暮らしと介護保険に関するアンケートにご協力ください

今月号にアンケート調査用紙を同封していますのでこ協力をお願いします。
「家族の会」で|よ、1981年、91年、99年と結成以来ほぼ10年ことに、暮らしと介護の実態を知るためのアンケー
トを行つてきました。今回はその4回目として行うもので、また、2012年の介護保険法改正に向けてみなさん
の意見もおFHlき します。

アンケートの結果は、これからの「家族の会」の活動や、6月の総会で決定した「提言」を普及するための貴
重な資料となります。

日々 の暮らし、介護でお忙ししヽことと思いますが、どうぞよろしくお願いします。

■アンケートの回答締め切り:9月 30日 (木 )
il回答方法 :同封の返信用封筒 (切手は不要)でお送りください。

11
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社保審一介護給付費分科

第67回 (H22.8.20)1 木間委員提出資料

特別養護老人ホーム整備の

基本方針に関するアンケニ ト調査

2010年 8井1 17日

特定非営利活動法人

特養ホームを良くする市民の会
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自治体アンケート調査・集計内訳 1「都道府県」

(注 )本表は「○」E口のみ集計し、「△」E口等は「理由欄」に記入した。

自治体

の

み

①
全
室
個
室

ユ
ニ
ツ
ト

多
床
室
併
設
の
み

②
個
室

ユ
ニ
ツ
ト

・

⑤
多
床
室
の
み

多
床
室
併
設

０
個
室

ユ
ニ
ツ
ト

・

０
全
室
個
室

ユ
ニ

ツ
ト

⑥
多
床
室

①
全
室
個
室

ユ
ニ
ツ
ト

⑤
多
床
室

多
床
室
併
設

②
個
室

ユ
ニ

ツ
ト

・

Ｃ
多
床
室

多
床
室
併
設

②
個
室

ユ
ニ

ツ
ト

・

０
全
室
個
室

ユ
ニ

ツ
ト

④
無
回
答

都
道
府
県
庁

1 北海道 ○

青森県 ○

岩手県 ○

4 宮城県 ○

秋田県 〇

山形県 ○

7 福島県 ○

茨城県 ○

栃木県 ○

10 群馬県 ○

埼玉県 ○

千葉県 ○

東京都 ○

14 神奈川県 ○

新潟県 ○

富山県 ○

石川県 ○

福井県 ○

山梨県 ○

長野県 ○

岐阜県 ○

静岡県 ○

23 愛知県 ○

24 三重県 ○

滋賀県 ○

京都府 ○

大阪府 ○

兵庫県 ○

奈良県 〇

和歌山県 ○

鳥取県 ○

島根県 ○

岡山県 ○

34 広島県 ○

山口県 〇

徳島県 ○

香川県 ○

愛媛県 〇

高知県 ○

40 福岡県 〇

41 佐賀県 ○

42 長崎県 ○

43 熊本県 ○

44 大分県 ○

45 宮崎県 ○

46 鹿児島県 ○

47 沖縄県 〇

′J｀計 2 7 0
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自治体アンケートト調査口集計内訳 2「政令指定都市」

(注)本表は「○」E口のみ集計し、「△」印等は「理由欄」に記入した。

自治体

の
み

∪
全
室

個
室

ユ
ニ

ツ
ト

多
床
室
併
設

の
み

②
個
室

ユ
ニ

ツ
ト

・

⑤
多
床
室

の
み

多
床
室
併
設

②
個
室

ユ
ニ

ツ
ト

・

０
全
室

個
室

ユ
ニ

ツ
ト

③
多
床
室

④
全
室
個
室

ユ
ニ
ツ
ト

∪
多
床

室
多
床
室
併
設

∪
個
室

ユ
ニ

ツ
ト

・

∪
多
床
室

多
床
室
併
設

∪
個
室

ユ
ニ
ツ
ト

・

∪
全
室
個
室

ユ
ニ
ツ
ト

④
無
回
答

政

令

指

定

都

市

1
札幌市
(北海道)

○

仙台市

(宮城県)
○

さいたま市
(埼玉県)

○

千葉市
(宮城県)

○

横浜市
(神奈川県)

○

川崎市
(神奈川県)

○

相模原市
(神奈川県)

○

新潟市
(新潟県)

○

静岡市
(静岡県)

○

浜松市
(静岡県)

○

11
名古屋市
(愛知県)

○

京都市

(京都府 )
○

大阪市

(大阪府 )
○

堺市

(大阪府 )
○

神戸市

(兵庫県)
○

岡山市

(岡山県)
○

広島
(広島県)

○

北九州市
(福岡県)

○

福岡市

(福岡県)
○

/1ヽ言十 1 1 2

合計 1 4

-3-



特春ホーム整備の基本方針に関するアンケート調査・集計

1:アンケート調査の対象

アンケート調査対象 回  答

1 都 道 府 県 47 47 100%

政令指定都市 100%

無  回 答 0

計 100%

2.特養整備に関する基本方針

注 表はIO」 F口のみ集計し、|△」印は1理由欄」に記入した。

特養ホーム整備の基本方針
回答計
(全調査対象 :

母数66に対する比率)

内訳

都道府県 政令指定都市

(全都道府県 :

母数47に対する比率)
(全政令指定都市 :

母数19に対する比率)

1 【①全室個室ユニット】のみ 38 57_6% 48_9% 78_9%

【②個室ユニット・多床室併設】のみ 1 1.5% 0% 1 53%

3 【③多床室】のみ 0% 0% 0%

4 【①全室個室ユニット】と【②個室ユニット・多床室併設】 24.2% 31.9% 1 5_3%

【①全室個室ユニット】と【③多床室】 4 6_1% 43% 2 105%

【②個室ユニット・多床室併設】と【③多床室】 0 0% 0 0% 0 0%

7 【①全室個室ユニット】【②個室ユニット・多床室併設】【③多床室】すべて 7 10.6% 7 14.9% 0 0%

【④無回答】 0 0% 0% 0 0%

計 100% 47 100% 100%

【①全室個室ユニット】

【②個室ユニット・多床室併

設】 【③多床室】すべて

10 6%

【②個室■ット・多床室併
設】と 【③多床室】

0%

・ 【③多床室】のみ
0%

・ 【④無回答】
0%

【①全室個室ユニット】と

【③多床室】
6 1%

【①全室個室ユニット】と

【②個室ユニット・多床室併

設】
24 2%

【①全室個室ユニット】の

み
57 6%

【②個室ユニット・多床室併

設】のみ
1 5%
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自治体アンケート調査・集計「理由」欄

〔参 考〕
※理由は基本方針で「○」E口がつけられた欄に記入し、「△」E口等は同欄に(注 )と
して記入した。

「×」は無記入とした。

1.【①全室個室ユニット】のみの自治体

(1)原則、ユニットの方針であるが地域の特別な事情がある場合に、必要最
低限の範囲で多床室の整備を認めることがあり得る。
(注 )その他、【②個室ユニット・多床室併設】に△表示で、既存施設の改
築時のみと記入あり。

(2)国の基本方針を原則としているため。

(3)原則として居室に近い居住環境で生活できるユニット型個室の整備を促
進する。なお、地域の特別な実情がある場合は、多床室の整備について
も配慮することとし、利用者側の多様な選択が可能となるよう取り組む。

(4)個別ケアに有効であること。
他県に比ベユニット型の整備率が低位であること。
(5)ただし、地域の実情によって一部多床室とすることも否定してはいません。

(6)個室・ユニット型個室化の推進を基本としている。

(7)県の第4期計画に基づき個室ユニット型の整備を原則とする。改築等で
入居者処遇に特段の事情がある場合は個別に検討する。
(8)H23年 度第4期介護保険事業支援計画の定めるところによる。

(9)(注 )その他、【②個室ユニット・多床室併設】欄…ユニット型と多床室併
設については市町村の要望を踏まえつつ検討中。

(10)省令基準第43条及び解釈通知において一部ユニット型特別養護老人
ホームについては、平成15年 4月 1日 に現存する特養の同日以降の改
修、改築又は増築をする場合のみに認められるとされていること。また、
厚生労働省告示において、平成26年度の目標値として特養の個室・ユ
ニット化割合を70%以上とすることとされていることから本府としても個
室・ユニット化を推進している。
(注)その他、【②個室ユニット・多床室併設】に△表示があり、理由欄は
上記に含む。

(11)平成26年度に特養のユニット化割合を70%以上とすることを目指した国の
方針に従つて、整備を進めるため。

(12)個室ユニットの整備を優先。(多床室の整備を否定するものではないが…)

(注 )その他、【②個室ユニット・多床室併設】【③多床室】に△表示あり。

(13)高齢者の尊厳の保持や家庭的生活空間を継続していく観点から、原則と
して個室・ユニット化を促進していく。

(14)国の整備方針に準ずる。
(注 )その他、【②個室ユニット・多床室併設】に△表示があり、理由欄に
以下の記入あり。平成22年度の整備分より、利用者の多様な二―
ズにも応じられるよう認めることとした。ただし個室ユニットの整備割
合が50%以上の場合に限り補助対象を個室ユニットの定員数を基
礎としつつ整備を認めることとしている。

(15)国の方針と同様に、県もユニットを推進しているため。

(注 )その他、【②個室ユニット・多床室併設】【③多床室】に△表示があり、
理由欄に以下の記入あり。

【②個室ユニット・多床室併設】・…平成14年以前の施設については国の
方針どおり認めているが、多床室については補助対象としていない。

【③多床室】・…最近、事業としてなく、補助対象としていない。

(北海道)

(秋田県)

(福島県)

(栃木県)

(新潟県)

(岐阜県)

(愛知県)

(二重県)

(京都府)

(大阪府)

(兵庫県)

(鳥取県)

(島根県)

(岡 山県)

-5-
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(16)本県では、第4期介護保険事業計画において、以下のことなどを基本方針    (愛 媛県)
としている。
・施設整備方針について…特別養護老人ホームなど介護保険3施設の新   ,
設口増床は、原則として認めない。地域密着型特別養護老人ホームについ

て、市町が必要と認めるものは原則認める。
・施設サービスについて…認知症高齢者への対応強化や個々人の暮らし
の継続性を尊重する個別性の高いケアを実現する観点から、「個室・ユニ

ット化」を推進する。

(17)県のユニット化率が2割程度しかないことから、ある程度の水準までは      (福 岡県)
ユニット化を推進する:

(18)第 4期介護保険事業支援計画の添付あり。                 (佐 賀県)
〔要旨〕国の基本方針における日標を達成できるよう、個室ユニット型施設
の整備推進のため、既存施設の個室ユニットケア施設への改築等を図つ
ていきます。また、新たな施設整備については、個室ユニット型施設を基本
とします。
さらに、既存の介護老人福祉施設の個室ユニット型施設への転換促進を
図る手段として、サテライト型施設の整備も促進していきます。

(19)個室ユニットの整備率が低いので、整備を進めるため。(H21.331現在の     (熊 本県)
ユニット型の割合 18%)

(20)ユニットの割合が現行の水準より高まるように目標を設定し、促進してい     (沖 縄県)
る。

(21)国の方針による。                            (札 幌市)

(22)国の方針に基づく整備をすすめるもの                    (仙 台市)

(23)国の方針に基づくもの。                        (さ いたま市)

(24)国の方針に従うているため:今後は多床室を含む整備について検討を      (千 葉市)
行う予定。

(25)これから建設する特別養護老人ホームは個人の尊厳やプライバシーが      (横 浜市)
配慮された全室個室ユニット型であるべきと考えます。

(26)(注)その他、【②個室ユニット・多床室併設】【③多床室】は検討中。       (新 潟市)
理由欄に以下の記入あり。
緊急的に整備が求められている中、利用者ニーズ等を把握し、検討
する必要があると考えています。

(27)入居者の更なる処遇向上を図る見地から、本市高齢者保険福祉計画に    (名 古屋市)
おいてユニット型個室での整備を進めているもの。

(28)原則、個室ユニット型。                          (神 戸市)
やむを得ず多床室型で整備する場合、入居者のプライバシーが確保され
るとともに個別ケアが可能となるような構造、将来、ユニット化が可能な

構造とすること。
【③多床室】・…推進していないが拒否はしていない。受付はしているが

申込はない。

(29)介護老人福祉施設の入所定員が合計数のうち、ユニット等施設の入所      (広 島市)
定員の合計数が占める割合を70%以上とするよう、国が目標を定めて
いるためt本市もそれに沿つた整備が必要だと考えるため。

(30)個人の尊厳を確保する観点から、全室個室ユニットを整備の基本と考え    (北 九州市)
ます。        i

(31)国の方針がユニット推進であつたため。                   (福 岡市)
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2. 【②個室ユニット・多床室併設】のみの自治体

(1)ユニットケア(個室)の整備を基本としていますが低所得者への配慮か
ら一部多床室を取り入れる場合には、多床室の占める割合を施設全体
の50%まで認めています:

【③多床室】のみの自治体

【①全室個室ユニット】と【②個室ユニット・多床室併設】の自治体

(1)地域の需要に応じた施設の整備を行うため。

(2)施設は入所者にとって生活の場であリプライ
'ヾ

シーに配慮した生活環境、
個別ケアサービスの確保が必要である。ただし、個室ユニット型での整
備を基本とするが、多床室は利用者や事業者からの要望があるほか、
多くの方が入所を待つている状況にあり、地域の実情に応じて多床室
整備も支援する事とした。

(3)居住環境の高いユニット型個室を基本として整備しますが、所得の低い
方にとっては利用しにくい状況があります。特養の待機者が多い中で、
現実に、入りたくても入れない方がいる以上、自治体の責任として、当面、
一部ユニット型の整備も行わざるをえません。全室個室の特養も認
めています。

(4)【①全室個室ユニット】平成26年までにユニット化率70%以上という国の
目標達成のため。
【②個室ユニット・多床室併設】地域における特別な事情があり、合理的な
理由がある場合は、総定員数のおおむね3割以内まで多床室を認める。
(5)入所待機者のニーズに対応し、選択肢を確保するため。

(6)【①全室個室ユニット】…ユニット型が基本であるから。
【②個室ユニット・多床室併設】・…地域における特別の事情もあるため。
【③多床室】…未検討。

(7)県の第4期介護保険事業計画における整備方針の添付あり。
〔要旨〕将来入所する団塊世代のライフスタイル等も考慮するとともに、
ユニットケアについては認知症の症状の安定化に有効であることから、
改築等に当たつてはユニット型施設の整備を事業者に働きかけます。
また、入所者の経済状況や地域の実情などに応じて、必要な範囲で
多床室も確保します。

(3)【①全室個室ユニット】に○印、【②個室ユニット・多床室併設】の改築は
○印、創設・増築は X印あり。
理由欄は以下の通り。在宅に近い居住環境の実現、プライバシーの確
保、個別ケア推進の観点からユニット型の基準創設後、一貫して創設、

改築については当然すべてユニット型が望まれるが、現行制度化では
改築後にユニット型個室に再入所できなくなる既存入所者が生じる。こ
の点を踏まえ、低所得者の再入所に配慮する場合にのみ、一部多床室
の整備を認めている。ただし、この場合においても、多床室は準ユニッ
トケア加算算定可能な設備とする場合にのみ補助することとしており、
可能な限り、居住環境の向上、プライバシーの確保、個別ケアの推進を
図ることとしている。

【③多床室】…上記理由により認めていない。(補助対象としていない)

(9)【②個室ユニット・多床室併設】・・・個室ユニットを優先しているが、地域
の実状に応じて多床室も補助の対象としている。

(10)従前施設の改築であれば、‐部ユニット型が認められるため。

(11)基本方針としてはユニット型であるが、併設型も地域の実情に応じて認
めるべき。

3.

4.

(相模原市)

(青森県)

(宮城県)

(埼玉県)

(東京都 )

(神奈川県)

(石川県)

(福井県)

(山梨県)

(和歌山県)

(徳島県)

(香川県)
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(12)個室ユニット化を基本としているが、一律に個室ユニット型ということでは     (高 知県)
なく、一部多床室で確保するなど、地域の実情に応じた整備を進める。

(13)【①全室個室ユニット】…(※改築について)                 (長 崎県)

【ュニット・多床室併設】・・・(※改築について)ユニット化を推進すると共にt利

用者の様々な居室形態へのニーズに対応するため。

(14)市の高齢者実態調査では、個室よりも多床室の利用希望が多いため、地域    (り |1崎市)
の実情に応じた整備を行う必要がある6

5.【①全室個室ユニット】と【③多床室】の自治体
(1)低所得者への配慮など地域の実情に応じて、市町村の計画として計上さ     (山 形県)
れたものに対して補助する必要があると判断したため。ただしプライバシユ

に配慮した設備を求めている。
(注 )その他、【②個室ユニット・多床室併設】欄に実績なしのコメントあり。

(2)【③多床室】・・・個室ユニット化の整備を基本としつつ、地域の実情を踏まえ   (鹿 児島県)
て従来型多床室の整備も可としている。

(3)「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について」     (静 岡市)
及び「特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について」に規
定されているため。
(注 )その他、【②個室ユニット・多床室併設】…「指定介護老人福祉施設の
人員、設備及び運営に関する基準について」及び「特別養護老人ホー
ムの設備及び運営に関する基準について」に規定されていないため。

(4)【①全室個室ユニット】…第4期計画において80床の大規模特養を3施設、     (堺 市)
29床の小規模特養を2施設整備する。なお、第5期計画における方針に
ついては未定

`【③多床室】・・,第4期計画において80床の大規模特養を1施設整備する。
なお、第5期計画における方針については、未定。
無認可の有料老人ホームや安い賃貸アパートにさえ入れない低所得者
に対応するため。

(注 )その他、【②個室ユニット・多床室併設】欄に、基準省令上、不可であ
ると認言哉している。

6:【②個室ユニット・多床室併設】と【③多床室】の自治体

7 【①全室個室ユニット】【②個室ユニウト・多床室併設】【③多床室】すべての自治体
(1)【①全室個室ユニット】が原則。                      (岩 手県)
【②個室ユニット・多床室併設】・・・保険者等地域、事業者から要望がある
ため。(ただし、新設の場合、一部ユニット型は認めていない。
【③多床室】・…保険者等地域、事業者から要望がある場合は、別途検討
(要望事例なし)。

(2)【②個室ユニット・多床室併設】【③多床室】欄…H23～ (予定)          (茨 城県)
(3)入所申込者には多床室希望も多く、高齢者の多様なニーズに対応するた     (群 馬県)
めには個室ユニット、多床室のどちらかに限ることなく、地域の実情に応
じた整備が必要なため。

(4)第 4期介護保険事業計画において施設の設置主体が住民ニーズを十分     (長 野県)
踏まえ、市町村と協議した結果としてユニット型以外の施設整備を希望す
る場合にはその意向を尊重することとしている。
(5)ただし、利用者の多様な二一ズに応えるため、23年度までに限り、【①全     (静 岡県)
室個室ユニット】だけでなく【②個室ユニット・多床室併設】【③多床室】も
認めている。
(6)原則として施設整備補助金は個室ユニットに限る。              (広 島県)
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社保審一介護給付費分科会

第67回 (H22.8.20)i 中田委員提出資料

全室個 室・ユニット型 特 養ホームの在 り方 について (意 見 )

平成 22年 8月 20口

公益社 団法人 全 国老 人福祉施設協議会

会 長  中 田 清

<一 部 ユニット型 特 養 ホーム等 の整 備 について>
])3月 24日 付 けで発 出された事務 連 絡 通 知「一部 ユニット型 特養 ホーム等 の基 準解
釈 について J、 多 くの特 養 ホーム及 び地 方 自治 体 関係 者 から疑 間 の声 が寄 せられソ

ている。

その背 景 には、地 方 自治 体 、特 養 ホ
ニム事 業 者 の低 所 得 高 齢 者 対 応 、福 祉 的 配

慮 として、一部 ユニット型 施 設 の必 要性 が求 められていることにある。

2)ユ ニット部 分 についてみれば、NF/成 15年 4月 1日 以 前 と以 降 であって1)、 1司 じハード、
同 じソフトであり、建 設 時 期 の違 いのみで報 酬 対 象 を峻 別 することは、あまりにも不

合 理 ではないか。

3)国 は、高 齢 者 の尊厳 として全 室 個 室・ユニット型 施 設 の整 備 を進 めているが、被 生

活 保 護 者 については人 所 を原則 として認 めていない。

すなわち、高齢 者 の尊 厳 をまもるのが個 室・ユニット型 施 設 となり、低 所 得 の被 生 活

保 護 者 に「健 康 で文化 的な生 活 を保 障 する」のは、従 来 型 の多床 室 施 設 ということ

になる。

にもかかわらず多床 室 施 設 の整 備 を認 めないのは、被 生活 保 護 者 の施 設 入 所 、施

設 介 護 の権 利を奪うことになるのではないか。

4)また、特養 ホーム入所 者 の重 度 化 、病 弱化 がますます進 行 している実態 がある。
圧 倒 的 な人 所 待機 の状 況 と行 政 の指 導 とも相 侯 つて、ますます重 度 化 の傾 向 にあ

る。

新 潟 県の例 では、

050人 定員の内、要介護度 5が 21人 (42%)となつている。
その中で、13人 名 (26%)が 胃疲や経鼻 による経管栄養 をされている。

また、吸 引処置を毎 日。毎食後 しなければならない方が7～ 8人 いる。(16%)

○別 の50人 定員施 設では、35人 (70%)の 方が介護度 5と なっているc

また、20人 (40%)の 方が経 管栄養 (胃 痩 等 )の方となつているの

5)このように医療 の必 要 性 からみれ ば、介 護 療 養 型 施 設 に近 い状 況 にある特 養 ホー

ムが増 加 している。同施 設 類 型 の廃 止 が打 ち出されている今 日、介 護 療 養 型 入 院

者 の 中 で特 養 ホームヘの入 所 希 望者 が 1万 人 以 上 t)い ることにつ いても、全 室 個

室・ユニット型 での受 入 れは、医療 必 要度 の高 い方 が各 ユニット・各 個 室 に分 散 する

こととなるために、極 めて困難 と言 わぎるを得 ない。
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6)重 度 化 し、医療 ニーズの高 い方 を多 く、全 室 個 室・ユニット型 施 設 のみで対 応 する

ことは、現 状 の介 護 報 酬 による可能 な人 員 配 置 からして、職 員 の労働 過 重 をt)た ら

すことになり、入 所者 の安 全 管 理 の観 点からも問題 が多 い。

全 国老施協の離職率調査 (平成 19年 度 )

。個 室ユニット型施設 における介護職 の離職 率 は、特養ホーム全体 平均 19.2%に

対 し、25.9%となつている。(H19調 査 )
。さらに看護職 の場合 は、41.5%と 、他の施設 類型 の倍 以上の離職 率である。

7)厚 生 労働 省 の施 設整 備 に関る考 え方

OH21.2.19全 国介護保 険課 長会議

特養ホームを始めとした施設等の整備については、地域のニーズ
。実情に応じて、都道府

県や市町村σ)半J断 の下に進めていただいているところであり、各地域 においてどのような

施設等をどの程度整備するのかは、もとより都道府 県等の判断によるものである。

このような考え方に則つた上で、……。既存の特養ホームの増床による対応も含め、経営

の効率性も考慮の上検討されるよう申し添える。

OH21.5.28全 国介護保 険課長会議
今 回の緊急整備に当たって、各都道府 県等 において、地域の実情を踏まえて、

ユニット

型施設以外の施設も含めて整備するという判断もあるものと考えている。

既 存 施 設 の増床 整備 、ユニット以外 の施 設 整 備もありうる等 の考 え方 を示 しているこ

とから、事 業 者 及 び者β道府 県 等 が、「新 設や既 存 の従 来型 施 設 の増 床 を
ユニット型

で進 めるJだ けではなく「新 規 に特 養 ホームを整 備 する場 合 に、地 域 事 情 に応 じて、

従 来 型 (多 床 室 )と ユニット型 (個 室 )を必 要 と思 われる比 率 で整 備 する」ことを考 え

るのは 自然 の成 り行 きではないだろうか。

以 上 のようなことから、平成 15年 4月 1日 による峻 別 ではなく、今 後も特養 ホームにおけ

る一部 ユニット型 整 備 、報 酎‖請 求を認 めるべきである。
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公益社団法人全国老人福祉施設協議会
平成21年度老人保健事業推進費等補助金 (老人保健健康増進等事業分)事業

要介護者の状況に応じた適切なサービスの提供と利用者負担の在り方についての調査研究

報告書サマリ
1.事 業 目的
特別養護老人ホーム及び居宅サービス利用者及び家族に対し、利用に係る経済的負担感や意識、負担者の

収入の実態等の調査分析を通して、利用者負担の在り方を提言する。

2.事 業内容
(1)特別養護老人ホーム及び居宅介護支援事業所における介護サービス利用状況及び利用者・利用者家族

等の経済状態のアンケー ト調査の実施

(2)ア ンケー ト調査協力施設及び利用者・利用者家族等へのヒアリング調査の実施

3.事 業結果
I 特別養護老人ホームにおける利用状況調査か ら
(1)調査の対象、属性

①調査対象 100施設のうち56施設から回収、回収サンプル数は 2,249(回 収率364%)

②回答者の平均年齢は8623歳、平均要介護度39、 男性は209%、 女性が791%

(2)調査結果の概要

①入所中の居室タイプは、個室が 30.8%(う ちユニット型219%)、 多床室が692%

(厚生労働省 介護サービス施設・事業所調査によれば、個室比率は 28%、 うちユニット型の比率は 18%)

入居中の施設および居室タイプ (N=2249)

②入所者の年収総額の分布は、100万円以下が53.9%を 占め、50万円超～100万円以下の層が最も多い。

収入の種類では、国民年金が 645%、 厚生年金 379%で あり、被用者年金の合計は 46.5%と 全体の

半数に満たない。

入所者の年収総額 (N=2249/単位%) 収入の種類 (N=2249/単位%)
Ю

６。

４０

２。

。

ゅ

８０

６０

囀

２０

０

無

年

金

の
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め

０

円

５

０

万

円

以

下

１
０
０
万
円

以

下

１

５

０

万

円

以

下

２

５
０
万
円
未

満

２

５

０

万

円

以

上

無
〓
国
火
一

330

国

民

年

金

厚

生

年

金

共

済

年

金

企

業

年

金

そ

の
他

の
年

金

そ

の
他

無

回

答

379
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③利用者負担段階では第2段階が最も多く58.8%を 占める。

利用者負担段階 (N=2249/単 位%)

‐    llllllll     _____ __

(%)

80

60

40

20

0

注)施設サービスの入所者負担が重くならないように、所得の低い人所者には負担の限度額が決められている。

入所者は世帯所得に応 じた 4つの段階に分けられ′た負担限度額までを自己負担 し、基準費用額と負担限度額と
の

差額分は介護保険が負担する。

利用者負担段階 対象となる人 (市町村民税世帯非課税)※

第 1段階 老齢福祉年金受給者、生活保護受給者

第 2段階 合計所得金額十課税年金収入額が年額で合計 80万 円以下など

第 3段階 合計所得金額 +課税年金収入額が年額で合計 80万 円超 (年金収入だけの場合、80

万円超の市町村民税世帯非課税者)      _

第 4段階 (全額自己負担 )

※市町村民税課税層でも,高齢夫婦世帯の一方が施設に入所 し,~査費・居住費の負担により残された配偶者
の在宅生

活が困難になるような場合は,第 3段階とみなされる。

④利用者負担段階ごとの居質タイプ別入所者負担の平均額は、特に居住費によ
つて大きく変動する。

また、居室タイプと入所者の年収は相関関係にあり、経済的な状況が居室タイプの選択に影響を与え

ている。

居室タイプと利用者負担段階による入所者負担 (平均額 )

(万円/月 )
14

注)居室タイプの下の数字は、n(回答数 )を示す。

第

１
段

階

／

生

活

保
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／

生

活

保

護

な

し

第

２
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３
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9061 97 1 4 1266
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室
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年収別居室タイプ(単位%)

20%         40% 60%

全 体 (N=2249) 69.2

‐&9 J

52_6       110.9‐饉腱警轟簑姜 推

50フ5Fヨ I災
~F            (n二

529)

50フラFtti重 100フラFヨ ,ス
~F   (n=743)

100フ5F]走旦150フ5Fl,夫
~F  (n二
481)

150フ5Fl徒旦250フ 5Fヨ ラヽ オ毒  (n二 329)

250フ 5Fヨ ル狭」L           (n=112)

□従来型多床室   □従来型個室   ■準ユニット型   ロユニット型

_修鶴爆鷺鐵畿難懸鍾銹轟懸轟華轟減曇彗よ                                                :

<ヒアリング、アンケート自由コメントより>
|「特別養護老人ホニムの費用以外に、病気のため本人の入院費用が必要」

・F利用者負担を入所者の国民年金の範囲にII「えたい」

,「介護報酬改定により利用料個人負担の引上げ、医療費負担の増加、要介護度が重くなつた場合の施設利用料

の増加等があれば、どうすればよいのか不安J

・「現状は何とがこなしているが、将来的にどうなるか不安」

718

総括 '提言
○特別養護老人ホームに入所している要介護者の経済状態は、国民生活基礎調査などで報告されている一

般的な高齢者の所得と比べると、極めて低水準であり、経済的になんらかの問題を抱えていると思われ

る者が多い。実際、被用者年金を受給 している者は多くなく、老齢基礎年金 (月 額換算で 6万円程度 )

が生活の糧である者が多数である。

○また、現行の特定入所者介護サービス費 (いわゆる補足給付)の対象となる利用者負担段階の第 1段階

から第 3段階の者が入所者のおよそ 8割を占めている。

Oユニット型個室の場合、現行の補足給付を活用しても、入所者の負担額 (平均額)は 6万円超 (第 2段

階)か ら 12万円超 (第 4段階)と なつており、本人の所得額を超えると推測されるケースが多い。

(本調査研究での別のデータで、家族が費用補填をしているケースは約 6割あり、そのうち負担感を感

じているケースは約 8割 と、家族の負担に依存している比率が大きいこともわかつた。)

○この意味で、現行の補足給付の存在意義は大きい。仮に補足給付がなくなり、食費・居住費が全額自己

負担となると、施設入所を継続できなくなる利用者が多数あると思われるし、家族の生活も破綻する場

合も少なくないだろう。

○そして同時に、優れたケアの方式として特別養護老人ホームに積極的な導入が促されてきたユニット型

個室は、費用負担の面から考えると、高齢者の所得 (年金の給付)レベルと胡齢があると言える。

○一方、現行の補足給付は保険給付として行われており、本来的な保険原理に反すると言われる。そのた

め、これを公的扶助の一環として一般会計で賄うべきという指摘がある。しかしながら、現実に公的扶

助として実施するとなると、資産調査 (ミ ーンズテス ト)の行政コス ト・手間がかかること、利用者・

家族のスティグマは避けられないこと、一般会計からの支出となることで自治体にとっての公費負担が

大きくなり保険者 。自治体が難色を示すことが予想されることといつた問題が推測される。このことか

ら考えると、補足給付は保険給付の一環で実施される方が現実的であろう。

○現行の補足給付は世帯の所得に着目したものであり、施設入所を契機に特養に住民票を異動するため、

結果的に世帯を分離することになる。そうしない場合、家族が施設入所の費用を重く負担しなければな

らなくなることも調査結果としてわかつた。このように家族に経済的負担を求める施策は今日的とは言

えない。こうしたことから、補足給付は、あくまで本人の所得に着日して行われるべきと考える。
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Ⅱ 居宅サー ビス利用者における利用状況調査か ら

(1)調査の対象、属性

① Iの調査対象の特別養護老人ホーム100施設のうち、居宅介護支援事業所併設
の 78事業所を対

象に実施。うち41施設から回収、回収サンプル数は 1,194(回 収率 302%)

②回答者の平均年齢は83_49歳、男性は 30.6%、 女性が 694%

③要介護度で最も多いのは要介護度1で 253%、 次いで要介護度2の 214%、 要支援段階 (要支

援 1及び要支援2の合計)の 19.4%、 要介護度3の 19.1%

(2)調査結果の概要

①介護の有無をみると、同居している介護者がいる割合が76.0%、 利用者の要介護度
が重度化するにつ

れて介護者が同居する上ヒ率が高まり、要介護度5ではほぼ全員同居の介護者がいる。

介護者の有無(N=1194/単 位%)
介護者の有無 (属性別)(単位%)

0%      20%     40%     6000      80%     1000o”

８０
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４。

２。

０ ―

 
―

 
―

 

―

介 同
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い い

る る
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護 所

者 に
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いむ

る

介 遠
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者 に
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介
護
者
は
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な

無

回
答

18

25

20

23

09

17

□遠方に住む介護者がいる
□無回答

8

□近所に住む介護者がいる

目介護者はいない

銘 伸司m        鶴

要支援1

要支援2

要介護 1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

②居宅サービス利用者のうち 24_5%が施設への入所を申し込んでいる。最も入所希望が高い施設は特養

の多床室 (個室以外)で 630%を 占め、次いで特養の個室の 188%で あり、併せて8割を超えている。

年収が 250万円以上になると、希望する居室タイプの多床室 (個室以外)と個室の差が小さくなってい

る。また、入所希望理由については「安心して生活できる」が 675%で最も多く、経済的な理由だけで

なく、生活施設としての環境が重視されている。

入所を申し込んでいる施設と最も入所を希望する施設(N=292/単位%)*複数回答
*最も入所を希望する施設は単一回答

6316

特

別

養
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人
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床
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室 人
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健
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設
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ー

ム

軽

費

老

人

ホ
ー

ム
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ア

ハ
ウ

ス

養

護

老

人

ホ
ー

ム

そ

の

他

無

回

答

ヽ所申し込み施設   (n=292)

融も希望する施設   (n=292)

R年金等のため0円    (n=8)

,0万 円以下      (n=54)

,0万 円超 100万 円以下  (n=85) 2001

100万円超 150万 円以下 (n=61)

150万円超250万 円未満 (n=49) 20:4

!50万 円 以上      (n=21) 286 C10

-6-



入所希望理由(N=292/単 位%)*複数回答

(り

80

60

40

20

0

夢裂璽讀
ムの 輌裁的 1 2

言型養護
老人ホームの   (n=118)

_轟熱 畿 哄 罐 聾 炸 轟 轟 蕪 灯 畿 絣 辣 写 纏 畿 轟 機 議 鐸 雛 畿 簑騨 露
=ヽ
:'蟻
`肇

軸畿 鬱奮奎轟 繭 鱚 晰

<ヒアリング、アンケート自由コメントより>
・「老人が老人を介護する場合、待機期間中の介護が長引けば体力、精神力が続かない」

。「待機期間がどれだけかかるかわからなくて不安だ」                      ´

。「入所待ちに時間がかからぬよう、施設を増やしてほしい」                      .
・「新設施設がユ三ット型中心なのは困るな料金の安い部屋を残してほしい」

勘 卜 提言

○居宅サービス利用者では、重度化すると家族が同居せざるを得ないケースが多い。

○これは、施設入所におけるケアは 24時間365日 の生活援助 (家事)・ 介護・医療などのパッケージメニ

ューであるのに対し、居宅サービスでは個々のサービスを選んで組み合わせる形となるため、家族の介

護負担を背景として成り立っているものと考えられる。居宅での生活を制度的に促していくとすれば、

本当にこうしたパッケージメニューを地域で提供できるのか否かが問われるだろう。

O施設入所を希望して入所申し込みを済ませている居宅サービス利用者においては、特別養護老人ホーム

の多床室を申し込んでいるものが約 8割である。最も希望する施設も特別養護老人ホーム多床室で約 6

割を占めた。さらに、特別養護老人ホーム申込者で多床室と個室の申込者のそれぞれの特徴をみると、

所得との間に相関関係が見られる。

○前述したとおり、実際の高齢者の所得レベルは高くなく、現実的な経済状況からユニット型個室を希望

しない利用者も多いと言える。

○申込者においては、新設施設ではユニット型が中心になつていることから、利用料支払いを懸念する声

もあつた。また、入所待機にあまりにも時間がかかることを懸念する声もある。こうしたことから、利

用者 (家族)は従来型多床室の充実を求めているようにうかがえた。

○これらのことから、所得レベルに応じた多様な施設類型が求められ、ユニット型や多床室がバランスよ

く整備されることが望ましいのではないかと思われる。
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①

ヒアリング後、議論となる事項についての整理

となりうる事

国と地方の役割について

・ 国は、昨年の緊急整備に際し示した、自治体の判断でユニット型以外の整備もありえるとの表現を

不適切と認め、個室ユニット型の整備が基本方針であることを明確にすべきとの意見
・ 地方が地域の実情に合わせて、柔軟に定められるようにしたうえで、新設の一部ユニット型特養の

ユニット部分についてもユニット型の介護報酬を適用してほしい。

一部ユニット型施設の取扱について

・ 平成 15年 4月 2日 以降に新設された合築施設については、一部ユニット型施設に該当しないことに
ついて、基準省令上では記載がなされておらず、解釈通知によつていること。
・ 解釈通知は自治事務に対する技術的助言であり、指定を妨げるものではないという意見
口 平成 15年 4月 1日 を境にして、施設の取扱いが異なり、それに伴い、同じ介護サービスが提供され

ていても介護報酬が異なることに対する議論
・ 国の解釈に従つている自治体と従つていない自治体で介護報酬が異なることに対する議論
ロ ー部ユニットを廃止し、ユニット型と従来型を別施設として指定すべきとの議論 (同一施設内でケ

アが混在することが問題との意見 )
・ 特別養護老人ホームと老人保健施設の性格は異なる。一部ユニット型施設の取扱いについても

異なるという意見、同じにすべきとの意見

ケアの在り方について

・ 重度者優先入所で、介護度 4～ 5度の方しか入所できず、終末ケア、看取リケアを要請されている

特養の現状では、ユニット方式は、現場実態からかけ離れているとの意見

・ 入所希望者から多床室のニーズがあるという意見、それは負担の重さの問題と関係 していると

の意見がある

低所得者の方への対応をどうするか

・ 補足給付、家賃補助、生活保護等についての議論

ユニット型施設の推進のための方策
口 負担軽減策、用地確保、ユニットの定員をゆるやかにすべき、等の議論

②

○ これまで指定されている
一部ユニ ッ ト型施設の間

題、介護報酬についてどの

ように考えるべきか。

○ 今後、一部ユニッ ト型施
設の取扱についてどのよう

にすべきか。

③

④

⑤




